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第１章 基本構想策定に至る経過について 

 １．基本構想策定までの経過 

  （１）前計画の中止及び再検討 

  （２）基本構想策定の方針 

                                          

 

１．基本構想策定までの経過  

（１）前計画の中止及び再検討 

  本市においては、令和５年７月から「新庁舎・公共施設等整備事業」を開始し、令和６年

12月に基本構想を策定、その後基本計画に着手しました。しかしながら、当該事業は、ま

ちづくりの観点、財政運営の観点などからも市の将来を担う大規模な事業であり、市民の

事業に対する懸念を払拭し、より理解を得ることが不可欠であることから、事業の再検討

が必要であると判断しました。 

  このようなことから、令和７年 12月に「新庁舎・公共施設等整備事業」を中止し、事業

の再検討を行うこととしました。そして、令和８年３月に「庁舎・公共施設再編整備事業」

としてスタートし、今回、基本構想のとりまとめに至りました。 

 

（２）基本構想策定の方針 

  「鉾田市庁舎・公共施設再編整備基本構想」については、「新庁舎・公共施設等整備基本

構想」をベースに、必要な見直しを行うこととしました。 

   

＜令和８年３月庁議決定内容（「鉾田市庁議等規程」）＞   

   ①「新庁舎・公共施設等整備事業」を「庁舎・公共施設再編整備事業」として再検討を

進めること 

   ②スピード感を持って事業を推進し、合併特例債の最大限の活用を図ること 

   ③複数拠点化を目指し、建設候補地は市有地を中心に検討を行うとともに、市民の声

を反映しつつ、適宜前計画の見直しを行うこと 

   ④事業の推進にあたっては、市の最優先事項とし、全庁挙げて推進を図ること 

 

  ＜主な見直し事項＞ 

   ①公共施設の集約化・複合化のあり方について、災害時のバックアップ体制の観点な

どから２拠点化を中心に見直しをしました。 

②建設候補地について、事業費抑制（用地購入費）と市有地利活用などの観点から、市

有地を中心に建設候補地の見直しをしました。 

③規模（施設規模）について、今後の人口減少及び事業費抑制の観点から規模（延床面

積）の見直しをしました。 

④事業費について、今後の財政運営を考慮し、事業費の圧縮の見直しをしました。 

※その他、上記項目の関連する内容について見直しをしました。 
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  ＜本構想における記載について＞ 

   ・鉾田市新庁舎・公共施設等整備に係る計画 ⇒ 「前計画」 

   ・鉾田市新庁舎・公共施設等整備事業    ⇒ 「前事業」 

   ・鉾田市新庁舎・公共施設等整備基本構想  ⇒ 「前構想」 

   ・鉾田市庁舎・公共施設再編整備に係る計画 ⇒ 「本計画」 

   ・鉾田市庁舎・公共施設再編整備事業    ⇒ 「本事業」 

   ・鉾田市庁舎・公共施設再編整備基本構想  ⇒ 「本構想」 

 

＜本事業の進め方＞ 

 
 

 

第２章 鉾田市の現状・自然・歴史について 

１．鉾田市の現状・自然・歴史の概要 

  （１）鉾田市の位置等 

  （２）鉾田市の人口等 

  （３）鉾田市の主要な交通網 

  （４）鉾田市の自然 

  （５）鉾田市の歴史 

 ２．社会動向 

  （１）社会の潮流 

  （２）暮らしの潮流 

                                                

 

１．鉾田市の現状・自然・歴史の概要  

（１）鉾田市の位置等 

①位置    鉾田市は、太平洋に面する茨城県鹿行エリアの最北部から中央部にかけ

て位置し、県都水戸市、鹿島臨海工業地帯まではいずれも 30km 圏内、筑

波研究学園都市まで 50㎞圏内、首都東京まで 90km 圏内にあります。 

②隣接自治体 北は茨城町、大洗町が隣接し、西は小美玉市、行方市、南は鹿嶋市、東は

鹿島灘に接しています。 

③市域    南北に約 24ｋｍ 東西に約 17ｋｍ 

④面積    207.60ｋｍ２（県面積の 3.4％） 

⑤地形等   東部沿岸を鹿島台地、南西部を行方台地が形成し、その合間にある新鉾

田駅周辺を中心市街としています。また、鉾田川や巴川、大谷川が流れ、

その支流域には水田が広がり、北は涸沼、南は北浦、東は鹿島灘に接して

います。 

基本理念及び基本

方針等、事業の大

きな方向性を示す

基本構想をもとに

事業の具体的な

方向性を示す

基本計画をもとに

建物の基本的な

設計を行う

基本設計をもとに

工事をするために

必要な設計を行う

実施設計に基づき

施設の工事を実施

する

基本構想 基本設計 実施設計基本計画 建設工事
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（２）鉾田市の人口等 

  ①人口    45,601 人  （令和８年４月１日現在 住民基本台帳ベース）  

  ②世帯数   22,090 世帯 （令和８年４月１日現在 住民基本台帳ベース） 

 ③人口分布  本市の可住地面積は県内５番目の広さとなっており、市全域の 73％（約

151.6 ㎢）を占めています。そのため、人口分布も全域に分散しています。 
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鉾田市 

▲ 鉾田市の人口分布 

(出典:My City Forecast) 

 

▼ 鉾田市の位置 

鉾田市の市域 ▶ 



4 

④人口構成  本市の人口構成については、年少人口（15 歳未満）が大きく減少し、令

和２年には割合が 10.2％まで低下しています。一方、老年人口（65歳以

上）は、大きく増加し、割合は 34.1％になっています。この割合は茨城

県平均と比較しても高い状況です。 

また、老年人口の増加とともに総人口の減少があるため、生産年齢人口

の割合も減少しています。人口ピラミッドとしては逆三角形となってお

り、少子高齢化を示しています。 
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⑤将来人口推計  旧旭村、旧鉾田町、旧大洋村が合併し、鉾田市が誕生した 2005年（平

成 17年）の 51,054人をピークに、その後は人口減少が進み、15 年間

で約 5,000 人減少し、2020 年（令和２年）で、45,953 人、さらに 2025

年（令和７年）の速報値で 43,386人となっています。 

          国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、本市の人口は、約 20

年後の 2045 年（令和 27年）には、さらに約 34,300 人まで減少（令和

７年比で 9,080人の減少）すると予想されています。 

          また、老年人口は横ばいで推移すると予測されますが、生産年齢人口

及び年少人口は大きく減少すると予測され、少子高齢化の進行が続く

見込みです。そして、年少人口の減少傾向が継続するため、人口増加

に転じることは難しく、減少傾向は続くと予測されます。 

          また、令和６年４月の人口戦略会議において、本市は若年女性人口が

2020 年から 2050 年までの 30 年間で 50％以上減少する「消滅可能性自

治体」に分類されました。これらを踏まえ、本市としても引き続き人

口減少対策に取り組む必要性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    ※R8.9に国調の確定値が発表される予定 

    ※速報値：43,386 人（推計値 43,854人と△468人の乖離） 

  

▲ 鉾田市の人口推計（令和５年 12月時点） 

 ※2020年(令和２年)までは国勢調査を基に作成 

 ※2025年(令和７年)以降は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来人口

（令和５(2023)年推計）」を基に作成 

47,731 
49,056 

50,123 50,857 50,915 51,054 
50,156 

48,147 

45,953 
43,854 

41,586 

39,217 

36,782 

34,324 

31,934 

45,953 

43,386 

11,024 11,124 
10,066 

8,908 
7,546 

6,608 6,044 5,357 4,647 3,862 3,297 2,909 2,691 2,445 2,168 

31,626 31,979 32,469 32,357 32,338 32,125 
30,986 

28,150 

25,268 
24,140 

22,721 
21,277 

19,302 
17,585 

15,885 

5,079 
5,952 

7,560 

9,592 11,031 
12,321 13,083 

14,560 
15,454 15,852 15,568 15,031 

14,789 14,294 13,881 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

総人口 総人口（速報） 年少人口 生産年齢人口 老年人口

実績値 推計値 

2025 年国勢調査速報値 



6 

（３）鉾田市の主要な交通網 

①高速道路  高速道路は、茨城町から本市、行方市、潮来市を通り、成田方面へ繋がる

「東関東自動車道水戸線」が南北に通っており、茨城町方面から市内の

「鉾田ＩＣ」まで開通しています。令和８年度に、鉾田ＩＣから潮来ＩＣ

までの全区間が開通する予定となっています。 

  ②国道・県道 国道は、海沿いを南北に通る「国道 51号」と、南部の大洋地区から国道

51号を起点に西へ向かう「国道 354 号」が通っています。 

         県道は、南北に通る「下太田鉾田線」「鉾田茨城線」「茨城鹿島線」「鉾田

鹿嶋線」、「水戸神栖線」、東西に通る「大洗友部線」「子生茨城線」「水戸

鉾田佐原線」「小川鉾田線」「大竹鉾田線」「鹿田玉造線」などが通ってい

ます。 

  ③鉄道    鉄道は、市の内陸部を南北に「鹿島臨海鉄道大洗鹿島線」が運行してお

り、市内には北から「涸沼駅」「鹿島旭駅」「徳宿駅」「新鉾田駅」「北浦湖

畔駅」「大洋駅」の６駅が設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新鉾田駅 

徳宿駅 

涸沼駅 

鹿島旭駅 

旭総合支所 

鉾田市役所 

大洋総合支所 
大洋駅 

鉾田ＩＣ 

鹿島臨海鉄道 

東関東自動車道

北浦湖畔駅 

凡例 

【道路関係】 

   東関東自動車道 

   国道 

   県道等 

 

【エリア関係】 

   市用途地域 

茨城空港北ＩＣ 

国道５１号 

国道３５４号 

東関東自動車道 

▲ 鉾田市の主な交通網（①高速道路、②国道・県道、③鉄道） 
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④路線バス  旧鉾田駅を中心に、主に旧鹿島鉄道の路線に沿って石岡駅方面へのバス

路線のほか、水戸駅方面へのバス路線も運行されていましたが、令和８

年３月末をもって廃止となりました。なお、東京駅や成田空港への高速

バス路線は引き続き運行されています。 

⑤デマンド型 市内全域で、デマンド型乗合タクシーの「ほこまる号」を運行していま

乗合タクシー す。事前予約制で、他の人と乗り合わせて各目的地へ向かいます。                    

目的地となる乗降場所は、駅や路線バス停、公共施設や医療機関など、

市内に約 150カ所設けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 鉾田市の主な交通網（④路線バス、⑤デマンド型乗合タクシー） 

路線バス等運行ルート ▶ 

◀ デマンド型乗合タクシー乗降場所 
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（４）鉾田市の自然 

   本市は、丘陵地の森林、広大な田畑、鹿島灘や北浦、2015 年にラムサール条約湿地に

登録された涸沼など豊かな自然環境に恵まれています。森林や田畑、水辺には市民の生

産活動や文化活動を支える機能のほか、国土の保全や水資源の涵養、生物多様性の保全、

水質浄化機能などの多面的な機能があります。ここでは、「農地・森林」、「水辺」につい

て記載します。（令和４年策定「鉾田市環境基本計画（改定）及び鉾田市地域気候変動適

応計画」から一部抜粋） 

  ①農地・森林 

   ア．農地 

     水田では、稲作が中心ですが、一部でレンコン栽培も行われています。北浦沿岸

の水田には、農業用排水機場があり、２つの機能を担っています。本市の水田の用

水路は、ほとんどがパイプライン化されています。排水路は、柵渠やフリュームな

どコンクリート製水路が多くみられます。水田からの落水は、排水路を通し揚水機

場に集められ送水され反復水として、また下流域で還元水として水田に利用されて

います。洪水時は、放流先の北浦の水位が高いため、ポンプで放流されます。 

     畑作は、本市の基幹産業であり、市域の約 40％を畑地が占めています。メロン、

抑制アールスメロン、トマト、いちご、小松菜、水菜、ほうれん草、甘藷などが茨城

県銘柄産地に指定されています。 

     水田は、農業生産のほか、多雨時の貯水や地下水の供給、水質浄化、野鳥の餌場

など、多面的機能を持っています。畑地は良く耕されているため、雨水の浸透率も

高く、流出量の抑制になっています。 

   イ．森林 

     本市の山林は、ほとんどが民有林です。山林所有者の高齢化により間伐ができな

いなど、管理が十分行き届いていない状況です。薪などの利用や落ち葉の堆肥化な

ど里山としての利用が少なくなり、ほとんどの森林は手入れがされていません。そ

して、海岸の防砂林としての松林は、マツノマダラカミキリが媒介するマツノザイ

センチュウの害により被害を受けています。市と県では、松枯れの被害拡大防止の

ため、薬剤散布や植林による再生事業を実施し、保全・被害軽減に努めています。 

 

   

 

    

 

 

 

 

  

◀ 鉾田市の自然（農地） 
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②水辺 

   ア．海岸・涸沼・北浦 

     本市の海岸は、鹿島灘と呼ばれ、観光資源として、釣り、潮干狩り、サーフィン、

海水浴場などに利用されています。また、県では砂浜海岸における海岸浸食対策を

推進するために、ヘッドランドを整備しています。 

     涸沼は海水が入り込む汽水湖で、海水魚やヒヌマイトトンボが生息することで知

られ、シジミ漁等の水産に利用されるほかレクリエーションの場として利用されて

います。 

     北浦は、河川法上は利根川の支流で、国土交通大臣管理河川です。上水、農業用

水、工業用水及び水産に利用されるほか、涸沼同様、釣り、ヨットやボート遊びな

どレクリエーションの場として利用されています。また、市が管理する船溜が北浦

に 12箇所あり、小型船の停泊に利用されています。 

   イ．河川 

     本市にある河川は 12河川です。大河川はなく、すべて中小河川で、直接涸沼、ま

たは北浦に流入しています。河川敷はほとんどなく、コンクリート製護岸や鋼矢板

打ち込み護岸が多くみられます。 

   ウ．農業用ため池 

     農業用水を確保するために水を貯え取水ができるよう、農業用ため池が造られて

きました。名称のあるため池は市内に 21箇所あり、一番大きなため池は大溜池です。

農業用ため池は灌漑用水としての機能のほか、水鳥の餌場や休息地、トンボなど水

生昆虫の生育場所となっています。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

                               ▲ 鉾田市の自然（海岸） 
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（５）鉾田市の歴史 

  「図説ほこた（平成７年）」において、監修のことばでは、「地域には、その地域固有の

顔がある。特有の地名や人名、産物に始まり、集落のあり方、人間関係、風土に至るま

で、それぞれに千差万別である。隣接地域や近隣地域には、確かに相互に似たような性

格が見出されるが、個々の地域のまとまりは、上記のようなさまざまな関係の複合体か

らなっており、一つとして同じ顔をもつ地域は存在しない。」と記載されており、さらに、

「こうした地域間の相違は、歴史的に作られてきたものである。鉾田に人々が住み始め

たのは、今からおよそ１万年ほど前のことである。その当時は、狩猟や採集が生活の糧

であったから、地域間に人々の生活様式上の違いはほとんどみられなかっただろう。し

かし、2000 年ぐらい前に始まる農耕の開始とともに、地域はそれぞれに特有の動きを示

すきっかけをつかむことになる。地形や風土にあわせて、地域住民の創意や工夫が施さ

れ、地域特有の顔を形作るようになっていく。（中略）比較的物資に恵まれていると言わ

れている鉾田地域であるが、それは単に自然の恵みが他地域より大きかったという、偶

然的な事情だけによるのではなく、そこに住み着いた人々の努力の結晶なのである。地

域住民の営為によって、個々の地域は、次第にその顔に特徴をもつようになってくる。

江戸時代ともなれば、その輪郭は目に見えてくるものとなっただろう。（中略）人々は、

生活の向上を目指してたゆまぬ努力を傾けた。その成果は、さまざまな形で今日に残さ

れているが、そこには、自然の猛威との長く厳しい闘い、支配者の苛斂誅求に対する時

に静かな、時に果敢な闘争等々があったからこそ、私たちの歴史の成果を享受すること

ができるのである。歴史は、しかし終わったわけではない。これからも連錦と鉾田の地

に創り続けるだろう。先人が為したことを、私たちもまた、勇気をもって受け継ぎ、次の

世代へと伝えていかなければならない。」と記載されています。 

  このような記載のとおり、先人たちのまちづくりの意思を受け継ぎ、新しいまちづく

りを目指すとともに、次の世代にも引き継いでいく必要があります。そこで今回は、前

述のとおり地域の特徴が出てくる江戸時代から昭和初期にかけての本市の歴史における

先人たちの新たな取り組みなどの概要について、旧町村の町史、村史等から抜粋し、記

載します。 

  

 ①旧旭村「旭村の歴史（通史編）」 

＜飯沼街道＞ 

  ・江戸時代に水戸を中心に整備された街道の１つで、旭村域を通る最も大きな街道で、

水戸から飯沼（千葉県銚子市）までの 21 里（約 84ｋｍ）、道幅２間（約 3.6ｍ）の中

道でした。 

  ・子生村には宿場が置かれ多くの人々でにぎわい、樅山村には宿駅があり、ここから安

房・高野を経て鉾田河岸へ至る鉾田道に分岐していました。 

 ・汲上村では、宿場が古くから発達し、製塩や海産物の集散地として商人が集まり、旅

籠屋・飲食店も整い、荷物運搬業も盛んでした。 

  ・宮中村には鹿島神宮があり、多くの人々が参詣に訪れたため、往来が多い宮中村から

水戸城下までを鹿島街道と呼んでいました。 

かれんちゅうきゅう 
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＜鉾田通しと「付通し」＞ 

  ・樅山宿から鹿島・飯沼方面への飯沼街道と鉾田への道にわかれていました。鉾田は点

在する河岸のある鉾田川（七瀬川）や巴川の流れ込む北浦に面しており、北浦を通っ

て江戸への船便が発達していました。 

  ・樅山宿からの１里余の鉾田道は、大貫、夏海から陸上げされた水戸藩や奥州諸藩の御

城米をはじめ、太平洋沿岸からの海産物の積荷などが子生宿、樅山宿を経て鉾田河岸

へ岡付けされたため、この道はかなり頻繁に利用されていました。 

 

＜大谷川通船計画＞ 

  ・近世の水運史のなかで、「東廻り」海運の果たした役割は大きく、太平洋を通って東北

と江戸を結ぶこの航路は、瀬戸内海を経由して西国と江戸を結んだ「西回り」海運と

ともに、我が国の近世水上交通系の上において、最も重要な物資輸送路の１つでした。 

 ・「東廻り」海運には３つのルートがあり、江戸直行を「大廻り」、銚子より利根川入りと

那珂湊より涸沼入りの２つを「内川廻り」と呼んでいました。なお、那珂湊入り「内川

廻り」は、涸沼から北浦へ出るいずれの方法においても、一部陸送に頼るところがあ

り、時間も費用も多分に費やし、効率的と言えませんでした。 

  ・大谷川と鉾田川はともに旭村の内陸部に水源地をもち、比較的流路が短く、その支流

も短い流路であり、大谷川は涸沼に、鉾田川は北浦にそれぞれ流れ込んでいます。こ

の２つの川を、約２㎞の距離を隔てて高地（天野原）が遮っており、これを掘削して大

谷川と鉾田川を運河で結ぶことができれば、「内川廻り」の弱点である陸送部分が省け、

物資運送の面において、大いに進展が図れるというものでした。 

  ・江戸時代の初めの慶長年間（1569～1614年）から昭和年間（1938～1940 年）に至る

まで実に 20回も立案されました。 

  ・幾度となく出されてきた大谷川通船計画は、初期においては東廻り海運の弱点を補う

ために出され、中期においては水戸藩財政危機の打開策として、さらに涸沼、北浦間

の通水によってもたらされる洪水の防止と新田造成など、疲弊した農村社会経済の救

済を図りながら、巨大消費地江戸への安定した供給のための河川の整備、完成を目指

し、後期においては、富国繁栄策の１つとして、７大プロジェクトにも入り、大いに

期待された計画でありましたが、一部備前堀の例を除けば、ついに１度も着工されず

に終わった幻の計画となりました。

▲ 飯沼街道の宿駅 
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 ＜５年間だけの鉄道＞ 

  ・大正時代に旭村には鹿島軌道という軽便軌道がありました。（ガソリン動力） 

 ・運転区間 鉾田～子生～大貫（17.5ｋｍ） 

  軌間 762ｍｍ 

  開業 鉾田～子生 大正 13（1924）年５月 20日 

      子生～大貫 大正 15（1926）年５月 21 日 

   廃止 昭和５（1930）年５月 21日 

  ・営業収入が伸びない最大の理由としては、始発駅と終着駅の位置が不便なところにあ

ったということでした。始発駅桜本は、鉾田町の市街地から遠く離れていました。当

時鉾田町は北浦の水運により、物資の中継地となっていました。また、石岡－鉾田間

の鉄道も開通しており、つまり、交通の中心でした。ここの駅ができれば貨物運送に

大きく貢献でき、鹿島軌道も貨物輸送による収益が上がったと思われますが、現実に

は桜本と鉾田市街には、坂道という難所がありました。（鹿島軌道は力のない機関車を

使っていたため、鉾田町内から桜本までの急な坂道を上がることができず、仕方なく

台地上の桜本に駅を作ったと考えられます。このため、旅客の利便性を考えて桜本－

鉾田町市街地へバスを運行しました。） 

 

②旧鉾田町「図説ほこたの歴史」 

＜領米・城米の運送による河岸の成立＞  

 ・江戸幕府が成立し、大名は江戸居住のための生活物資や、課せられた河川改修その他

に要する食糧物資の運搬が欠かせないものになりました。 

◀ 大谷川周辺略図 
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 ・東廻り海運（航路）の成立は、東北諸藩からの米運送を狙ったものでしたが、銚子沖を

通ることは危険が伴いました。そこで、東北の各藩、幕府は江戸への城米廻米運送の

安全な航路を求めて、那珂湊から内陸水路を利用しようとしました。 

 ・正保 3年（1646 年）涸沼の西岸に海老沢河岸が成立し、銚子口を避けて、内陸の湖水

河川を利用して江戸に米を持ち込む、内川廻りの出発点が作られました。また、明暦

元年（1655 年）には、海老沢から吉影まで陸路をとり、そこから北浦を下って江戸に

向かう通船ルートが開かれました。 

  ・寛文 3 年（1636 年）には、串挽村に河岸が作られ、串挽河岸が巴川を下る東北諸藩、

水戸藩の穀米を集約する河岸となりました。また、元禄 16年（1703 年）には、涸沼の

河口近くの松川に穀宿が置かれ、徳宿まで陸路で、徳宿河岸から串挽河岸まで水路で

運びました。さらに、享保 19 年（1734 年）には、鉾田河岸、弘化 3 年（1846 年）に

は、串挽河岸で新河岸が、安政 5年（1858 年）には、紅葉河岸に新河岸が作られまし

た。 

 ・明治・大正期をとおして鉾田村の川ぞいには町場が形成され、荒野河岸、堀米河岸、

吉見河岸が立ち並び、そこを中心に倉庫、旅宿、飲食店、住宅が取り囲みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜大谷川運河の開削計画＞ 

 ・江戸時代の内川廻り 

   東北諸藩 ⇒  那珂湊 ⇒ 那珂川・涸沼川 ⇒ 涸沼南岸 

⇒【陸路①】 松川・大貫 ～ 徳宿 ～ 鉾田（北浦） 

     【陸路②】 海老沢 ～ 塔ヶ崎（北浦） 

     【陸路③】 海老沢 ～ 小川・羽生（霞ヶ浦） 

    ⇒ 北浦・霞ヶ浦南下 ⇒ 利根川 ⇒ 関宿 ⇒ 江戸川 ⇒ 隅田川 

 ・安政４年（1651 年）に巴川の下吉影から串挽に至る船路を整備し、涸沼から北浦まで

の陸路の大幅な短縮をしました。 

  ・涸沼と北浦を結ぶ計画（＝大谷川の上流と鉾田川の上流を掘割で結ぶ）は、江戸時代、

明治時代に何度も計画されたが、実現には至りませんでした。 

◀ 古文書に記録された河岸 
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＜勘十郎堀＞  

 ・江戸時代の内川廻りの欠点は、海老沢から巴川の紅葉か下吉影まで陸路となることで

した。この問題を解決しようとしたのが、水戸藩の財政担当をしていた松波勘十郎の

計画でした。計画は、陸路の解消を目指し、涸沼川の中途から太平洋に短絡する大貫

運河と涸沼の海老沢付近から巴川の紅葉までの紅葉運河を開削するものでした。 

  ・工事は、宝永４年（1707年）から工事を始め、一応の完成をしましたが、実用性に乏

しく、間もなく使われなくなりました。なお、勘十郎堀の跡は、紅葉、城之内、海老沢

地内に多く残っています。 

 

＜鉾田の水運＞  

 ・鉾田地域は、江戸開府以来、昭和初期まで水運の栄えた所と言われてきました。明治期

以降も鉄道や自動車の発達に相応しながら発展しました。なお、江戸期において、串

挽河岸、塔ヶ崎河岸、鉾田河岸は、「べし舟」といわれる艀舟や馬の背によって運ばれ

た荷物を「高瀬舟」に積み替えする中継地でした。 

  ・那珂川を下り、那珂湊より涸沼に入り、大貫・松川・網掛・海老沢など河岸に陸上げさ

れた荷物は、串挽河岸・塔ヶ崎河岸・鉾田河岸の駄送、又は艀へ輸送されました。北浦

～利根川～江戸川～江戸川岸場へのルートを、奥州諸藩では「内川廻り」あるいは「常

陸納め」などと呼び、「東廻り海運」と共に江戸への廻米ルートとして利用しました。 

 ・明治以降は、廻米を主とした河岸機能は衰え始め、地元物産品を中心に物資運送を中

継する河岸が栄えるようになりました。そして、明治 9年（1876 年）に小型の蒸気船、

明治 16年（1883年）に大型蒸気船が就航するようになると、鉾田河岸は次第に活況を

呈するようになりました。 

  ・昭和 4年（1929年）、石岡～鉾田間に鹿島参宮鉄道が開通し、常磐線と連絡できるよう

になると、鉾田河岸機能は、転機を迎え、昭和 10年（1935年）頃を境として終息に向

かいました。 

◀ 利根川水系と内川廻り 
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＜陸上交通＞ 

 ・鉾田馬車鉄道株式会社 

   鉾田町から大洗町祝町まで鉄道馬車を運行しようとし、明治 23 年に会社を設立し、

鉾田～子生間に軌道を敷設したが、資金不足となり頓挫しました。 

 ・乗合馬車 

   明治 37年に乗合馬車を開業し、馬車の馭者は、ラッパを「トテトテ」と吹き鳴ら

したので、人々は「テートー馬車」と呼びました。鉾田～磯浜～水戸・鉾田～小川～

高浜と順次に営業していきましたが、大正８年に終末を迎えました。 

 ・乗合自動車 

   大正 7年に菊池自動車が鉾田～磯浜間に乗合自動車を開業しましたが、大正 15 年に

廃業しました。また、白田氏が大正８年に定期乗合自動車を開始し、順次事業を拡大

し、昭和 12年に鹿島参宮鉄道に買収されるまで成長を持続しました。 

  ・鹿島参宮鉄道株式会社 

    地方鉄道として、昭和４年に石岡～鉾田間で開通しました。その後、鹿島参宮鉄道

は自動車部門に進出し、鉾田地方では鹿島参宮自動車の買収に成功し、戦時中、鹿南

自動車を買収し、その経営基盤を強化しました。その後、昭和 40年に至り常総筑波鉄

道株式会社と合併し、関東鉄道株式会社となり、昭和 54 年に関東鉄道株式会社から分

離して鹿島鉄道株式会社となりました。 

  

◀ 鉾田の水運概念図 
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③旧大洋村「大洋村史」 

＜宿場街道＞ 

  ・江戸時代に天下の大道中路に一里塚を築き、交通の便を図りました。なお、水戸を起

点として、下総飯沼村に至る道を飯沼街道と言いました。その中でも夏海から汲上を

経て鹿島へ通ずる道を鹿島街道と呼びました。 

 ・汲上宿道合に一里塚があり、松の大木の根本に石塔があって、これに右阿玉道、左鹿

島道と刻んであります。 

  ・汲上宿は、寛永４年（1627年）に制定され、水戸銚子に至る飯沼街道の中間にあって、

奥州地方から鹿島神宮参拝の通路で、往来の人達に鹿島街道と称されました。古くか

ら祀られた観音菩薩を信仰する群衆と製塩や海産物の販路によって交通が発達し人口

が増加しました。 

 

＜北浦の水運＞ 

 ・江戸時代には奥羽諸藩の米穀や松前の海産物、栃木県の馬頭烏山方面の米穀・薪炭・

材木などが那珂川河口那珂湊に入港し、那珂川を遡って涸沼に入り、海老沢河岸に船

をつけ、海老沢河岸で陸揚げして、馬の背で紅葉・下吉影を通り、鳥栖河岸に連絡、

ここから船に積み鉾田河岸に運びました。 

 ・鉾田から北浦を南下して、利根川を廻り潮来河岸に着き、高瀬船に積み替えて佐原に

至り、利根川をのぼって、関宿から江戸川に入り本所深川へ着きました。梶山から江

戸までは普通４日の航路と言われたが、

時には 10 日ほどかかることもありまし

た。 

 

＜交通と通信の推移＞ 

  ・陸上交通は大正中頃、鉾田町から札まで

二頭立乗合馬車が運行されましたが、昭

和の初め、鉾田町に白田自動車会社、鹿

島町に鹿南自動車株式会社が設立され、

鉾田から鹿島までの乗合バスが開通され

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

  鹿島街道 ▶ 
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２．社会動向 

  現在の社会動向については、令和３年度に策定した第２次鉾田市総合計画（後期基本

計画）の記載内容をもとに社会動向について列挙します。 

 

（１） 社会の潮流 

１ ＳＤＧｓ 

  ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)は、2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための２０３０アジェンダ」において記載された、2030 年までに達成すべき国際

目標のことを言います。地方においては、「潤いのある豊かな生活を安心して営むことが

できる地域社会」を目指し、持続可能な地域の未来を実現するための活動が求められて

います。 

 

２ カーボンニュートラル 

  カーボンニュートラルは、温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを言いま

す。我が国では、2050 年までにカーボンニュートラルを目指すことを、2020 年 10 月に

宣言しました。地球温暖化対策の推進に関する法律では、都道府県及び市町村は、その

区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計

画的な施策を策定し、及び実施するように努めるものとするとされています。 

 

 ３ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０  

  Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０とは、社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞

感を打破し、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人一人が快

適で活躍できる社会を目指すことです。ＩＣＴを背景とした未来技術の発達により、Ｉ

ｏＴで全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな

価値を生み出します。例えば、人工知能（ＡＩ）により、必要な情報が必要な時に提供さ

れ、ロボットや自動走行車などの技術で、少子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などの

課題が克服されることが期待されます。 

 

４ 自治体ＤＸ 

   自治体におけるＤＸ推進の意義としては、「新たに日常の原動力として、制度や組織の

あり方等をデジタル化に併せて変革していく、言わば社会全体のデジタル・トランスフ

ォーメーション（ＤＸ）が求められている」とされています。そのために、①自ら担う行

政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させると

ともに、②デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サー

ビスの更なる向上につなげていくことが求められています。 
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（２）暮らしの潮流 

①人口減少・少子高齢化の進行 

  国勢調査による我が国の総人口は、2005 年(平成 17 年)の 1 億 2,777 万人をピークに減

少に転じ、2020 年(令和２年)の国勢調査では、1 億 2,614 万 6,000 人となっています。ま

た、国立社会保障人口問題研究所の推計(令和５年)では、今後も人口減少が続くとされ、

2050 年(令和 32 年)には 1 億 468 万 6,000 人(2020 年比 17％減)になると見込まれていま

す。さらに、人口減少と併せて少子高齢化が進行しており、年少人口、生産年齢人口の減

少と、高齢化率の上昇が顕著になっています。これらの傾向は今後も続くと考えられ、地

域経済の衰退や財政負担の増加等の影響を及ぼすことが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②若い世代や子育て世代に対する支援の必要性 

  少子化の要因として、非正規雇用の増加、給与所得の減少、晩婚化、さらには子育て費

用の増加等が挙げられており、若い世代や子育て世代が、夢と希望を持って生活できる社

会づくりに向け、就業や結婚、子育て等、多面的な分野での支援が必要となっています。 

 

③安全・安心に対する関心の高まり 

  近年、気候変動による災害リスクに対する関心が高まっています。また、我が国は 2011

年（平成 23年）に発生した東日本大震災等、地震災害に対するリスクも有しており、この

ような災害に対する防災・減災や迅速な復旧・復興を実現するための取り組みが求められ

ています。一方、日常生活においても、地域コミュニティの希薄化・高齢化が進む中で、交

通事故や犯罪の防止といった取り組みも求められており、日常生活の様々な面で安全・安

心の確保が強く求められています。 

 

④暮らし方に対する意識の多様化 

  人々の暮らしの中で、家族観や結婚観、職業観などが多様化しています。また、核家族

や共働き世帯の増加による保育ニーズの高まりもみられ、居住地の選定、住宅の所有意識

や様式等に変化をもたらしています。また、人種・性別・嗜好・価値観・信仰等の多様性を

理解し受け入れることが求められ、国際化やダイバーシティへの対応も必要となっていま

す。 

 2020年(令和 2年)  2050 年(令和 32年) 

総人口 1億 2,614 万 6,000 人 ⇒ 1億 468万 6,000 人 

年少人口 1,503 万 1,000人 
⇒ 

1,040 万 6,000人 

(総人口に占める割合) 11.9％ 9.9％ 

生産年齢人口 7,508 万 7,000人 
⇒ 

5,540 万 2,000人 

(総人口に占める割合) 59.5％ 52.9％ 

老年人口 3,602 万 6,000人 
⇒ 

3,887 万 8,000人 

(総人口に占める割合) 28.6％ 37.1％ 

出典:国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（令和５(2023)年推計） 
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⑤生活圏域の広域化と行政の広域化 

  私たちの生活は、デジタル化や自動車利用により、市町村という枠組みを超えた行動圏

が形成されており、自市町村への依存が低下しています。一方で、行政では、人口減少が

見込まれる中で、持続可能な地域づくりの視点として、広域化が重要なキーワードになっ

ており、この２つの広域化に対応した拠点づくりが求められます。（＝暮らしを支える拠点

づくりが必要） 

 

⑥地域の継承に対する問題の顕在 

  少子高齢化や人口減少が進む中で、古くから形成されてきた地域コミュニティや歴史・

文化等の継承も課題になりつつあります。古くからの集落やコミュニティは、地域の産業

や環境を維持するために重要な要素であり、このような地域の変化に関心を持つ必要があ

ります。 

 

 ⑦社会資本の老朽化 

  高度経済成長期に多く整備された道路、橋りょう、公園、下水道などの社会資本が一斉

に更新時期を迎えつつあり、これらへの対応が必要となっています。また、人口減少や少

子化による公共施設の統廃合も必要となっており、統合や跡地の利活用に関する対応が必

要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



20 

第３章 本庁舎及び公共施設の現状及び課題と整備の必要性について 

１．本庁舎の現状及び課題と整備の必要性 

 （１）本庁舎の現状及び課題 

 （２）新庁舎整備の必要性 

２．公共施設の現状及び課題と整備の必要性 

 （１）公共施設の現状及び課題 

 （２）公共施設整備の必要性 

                                      

 

１．本庁舎の現状及び課題と整備の必要性 

（１）本庁舎の現状及び課題  

①本庁舎及び総合支所の概要 

   本市は、「鉾田市役所の位置を定める条例」により、鉾田市役所（鉾田市鉾田 1444 番

地１）を、「鉾田市総合支所設置条例」により、鉾田市旭総合支所（鉾田市造谷 605 番地

３）及び鉾田市大洋総合支所（鉾田市汲上 2415番地５）を定めています。 

   ※以下、鉾田市役所については、「本庁舎」と表記します。 

  

 ア．建物概要等 

 ①本庁舎 ②旭総合支所 ③大洋総合支所 

外観 

   

建設年度 昭和 49(1974)年度 平成元(1989)年度 平成 24(2012)年度 

築年数 52年 37年 14年 

構造 
鉄筋コンクリート造 

(一部鉄骨鉄筋コンクリート造) 
鉄筋コンクリート造 鉄骨造 

階数 ３階建 ３階建 平屋建 

延床面積 3,984 ㎡ 2,703 ㎡ 358 ㎡ 

耐震基準 旧耐震基準 新耐震基準 新耐震基準 

 ※現在の本庁舎は、平成 17年の合併により、旧鉾田町役場の建物をそのまま活用していま

す。 
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女子ＷＣ倉庫

商工観光課

吹　抜

議会事務局

農業委員会 図書室

階段男子
ＷＣ

機械室

多目的
ＷＣ 無線

放送室

選挙
管理

委員会
監査委員室 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

電話交換室

傍聴席
階段

男子
ＷＣ

議員控室

第３会議室

議　場

女
子

ＷＣ

応接室

委員会室

湯沸室

正副議長室

(参考)旧耐震基準と新耐震基準の違い 

区分 基準年月 震度５強程度の地震 震度６強～７程度の地震 

旧耐震 昭和 56年５月まで 建築物が倒壊・崩壊しない 規定なし 

新耐震 昭和 56年６月から 建築物がほとんど損傷しない 建築物が倒壊・崩壊しない 

 

 イ．本庁舎のフロア        

  

男子
ＷＣ

入口

銀行
女
子
Ｗ
Ｃ

多
目
的
Ｗ
Ｃ

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
階段

市民課

保険年金課

収納課

ロビー

税務課

会計課

階段
公衆

電話

生活環境課

農業振興課

階段

男子
ＷＣ

女
子

ＷＣ

【１階】 【２階】 

【３階】 

女子ＷＣ
男子
ＷＣ

吹　抜

階段

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ総務課

階段

階段
男子
ＷＣ

湯沸室

女
子

ＷＣ

大会議室

応接室

都市計画課

道路建設課
政策秘書課

製図室

危機管理課

印刷室

財政課

庁舎・公共施設
再編整備推進課

まちづくり
推進課

打ち合
わせ室

多目的
ＷＣ
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DX推進係 広報広聴係

庁舎・公共施設再編整備推進課 整備推進係

市長 副市長 政策企画部 政策秘書課 政策調整係 秘書係

総務部 総務課 行政係 統計文書係 監査係

人事課 人事係 給与厚生係

まちづくり推進課 総合戦略係 地域振興係 プロジェクト推進係

財政課 財政係 契約係 管財係

管理係

税務課 市民税係 固定資産税係

収納課 管理係 収納係

危機管理課 防災危機管理係 安全安心まちづくり係

市民部 市民課 市民係 戸籍係

環境経済部 農業振興課 農政企画係 農業振興係 畜産林務係

旭市民センター 管理グループ 総合窓口グループ 地域相談係

大洋市民センター 管理グループ 総合窓口グループ 地域相談係

建設部 道路建設課 道路整備係 道路維持係

農業振興センター

商工観光課 観光振興係 商工労政係 シティセールス係

生活環境課 環境係 廃棄物対策係 不法投棄対策係

用地管理係

都市計画課 都市計画係 都市施設係 建築係

鹿島灘海浜公園拠点化推進室 拠点化推進係

鉾田クリーンセンター 業務係

旭保健センター

大洋保健センター

介護保険課 介護保険資格係 介護保険給付係 地域包括支援センター係

福祉保健部 健康増進課 保健予防係 健康増進係 保健施設係

鉾田保健センター

高齢福祉係

保険年金課 国保賦課係 国保給付係 国民年金係

福祉事務所 社会福祉課 社会福祉係 障がい福祉係 障がい者相談支援センター係

第一保育所

第二保育所

上下水道部 下水道課 業務係

保護グループ

子ども家庭課 児童福祉係 保育係 こども家庭相談係 すこやか親子サポート係

施設管理係

鉾田学校給食センター 学校給食係

会計管理者 会計課 出納係 審査係

教育委員会 教育長 教育部（事務局） 教育総務課 庶務係 学務係

施設管理係

市立鉾田中央公民館 事業係 文化振興係 庶務係

小学校

中学校

幼稚園

指導課 指導係

生涯学習課 生涯学習係

市立旭公民館

市立大洋公民館

市立図書館 奉仕係

総合公園

旭スポーツセンター

生涯学習館

文化財係 スポーツ振興係

業務係

水道課 業務係 施設係

議会 議会事務局 庶務係 議事調査係

鉾田分室

大洋分室

上下水道事業 上下水道部 下水道課 施設係

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局 選挙係(併任）

監査委員 監査委員事務局

農業委員会 農業委員会事務局 農政係 農地係

旭分室

大洋分室

ウ．行政組織図（令和８年４月時点）    

 

  

【凡例】 

 本庁舎      … ■ 

 旭総合支所    … ■ 

 鉾田保健センター … ■ 

 鉾田市福祉事務所 … ■ 
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エ．本庁舎の工事履歴 

工事件名 完了年度 

空調取替工事 平成 17（2005）年度 

屋根大規模改修工事 平成 26（2014）年度 

外壁大規模改修工事 平成 26（2014）年度 

電気大規模改修工事 平成 26（2014）年度 

機械大規模改修工事 平成 26（2014）年度 

耐震改修工事 平成 26（2014）年度 

太陽光発電システム設置工事 平成 26（2014）年度 

照明器具ＬＥＤ化 平成 29（2017）年度 

  ※合併後の大規模な改修工事等を抜粋して記載 

 

②本庁舎の耐用年数等 

  本庁舎の耐用年数は、以下のとおりです。鉾田市公共施設等個別施設計画（以下、「個別

施設計画」）において、「標準使用年数まで間近な建築物や劣化が著しいなどの長寿命化改

修等に適さない建築物については、標準使用年数まで使用」としており、本庁舎について

は、標準使用年数まで残り８年となっています。 

区分 
①耐用年数 

(減価償却) 
②標準使用年数 

③目標使用年数 

(要長寿命化) 

年数 50年 60 年 80 年 

残年数 △ 2年 8 年 28 年 

 

区分 年数の基準 

①耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定めのある年数 

②標準使用年数 

日本建築学会による「建築物の耐久計画に関する考え方」に基づいて、

個別施設計画の中で定めている年数  

(大規模改修実施が前提) 

③目標使用年数 

日本建築学会による「建築物の耐久計画に関する考え方」に基づいて、

個別施設計画の中で定めている年数 

(長寿命化実施が前提) 

 

③本庁舎のコンクリート圧縮強度 

 ア．コンクリート圧縮強度 

  コンクリート圧縮強度とは、そのコンクリートがどれだけの力に耐えることができる

かを示したもので、数値が大きいほど、より大きな力に耐えることができます。 

  ※例：18N/mm2の場合 ⇒ １cm2で 180kgの力に耐えることができる 
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イ．コンクリート圧縮強度から想定される建築物の耐用年数 

圧縮強度 耐用年数 

18 N/mm2  30年（短期） 

24 N/mm2  65年（標準） 

30 N/mm2  100年（長期） 

36 N/mm2    100年超（超長期） 

※耐用年数の年数はおおよその目安 

 

ウ．本庁舎のコンクリート圧縮強度 

  本庁舎のコンクリート圧縮強度は、平成 21年度及び令和３年度に実施した結果、以下の

とおりとなります。いずれの調査でも十分なコンクリート圧縮強度を満たしていない状況

です。 

階数 調査１ 調査２ 備考 

1階 13.5N/mm2 16.7N/mm2 採取サンプル数 

・調査１ … ３か所/階 

・調査２ … ４か所/階 

2階 14.3N/mm2 17.2N/mm2 

3階 15.6N/mm2 18.1N/mm2 

 ※調査１については平成 21年度、調査２については令和３年度に実施 

※いずれの結果も、階ごとに複数箇所のサンプルの平均値から標準偏差を考慮し推定した

もの 

 

④本庁舎の構造耐震指標(Ｉｓ値) 

 ア．構造耐震指標（Ｉｓ値） 

  構造耐震指標とは、建物の耐震性能を示す指標で、地震力に対する建物の強度・靭性（変

形力、粘り強さ）が大きいほどＩｓ値が大きく、耐震性能が高くなります。 

 

 イ．一般的な Is値の目安 

国土交通省告示により、示されている一般的な Iｓ値の目安は以下のとおりです。 

Ｉｓ値 地震に対する危険性 

Ｉｓ＜0.3 倒壊または崩壊する危険性が高い 

0.3≦Ｉｓ＜0.6 倒壊または崩壊する危険性がある 

  0.6≦Ｉｓ１１１ア 倒壊または崩壊する危険性が低い 

 

 ウ．公共施設等における Is値の目安 

国土交通省基準により、公共施設等における Iｓ値の目安は以下のとおりです。 

  Ｉｓ値 分類 対象の施設例 

0.6≦Ｉｓ＜0.75 Ⅲ類 Ⅰ・Ⅱ類以外の建築物 

0.75≦Ｉｓ＜0.9 Ⅱ類 災害応急対策活動に必要な建築物 等 

0.9≦Ｉｓ１１１１ Ⅰ類 災害応急対策活動に必要な特に重要な建築物 
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エ．本庁舎耐震補強前後のＩｓ値比較 

 本庁舎は、平成 26年度に耐震補強工事を行いました。その結果、Ｉｓ値は、桁行方向が

0.84～1.29、梁間方向が 0.77～0.91となっています。なお、国土交通省基準における公共

施設等におけるＩｓ値の分類はⅡ類（災害応急対策に必要な建築物等）となっています。 

方向 階数 耐震補強前(平成 24 年度) 耐震補強後(平成 26 年度) 

桁行方向 

１ 0.29 0.93 

２ 0.50 0.84 

３ 0.64 1.02 

４ 1.29 1.29 

梁間方向 

１ 0.28 0.81 

２ 0.48 0.77 

３ 0.48 0.87 

４ 0.54 0.91 

  ※本庁舎を正面玄関から見て、奥行きが「桁行方向」、左右が「梁間方向」  

  ※本庁舎には、一部トイレのみ４階部分があるため表記 

 

⑤本庁舎の課題 

  本庁舎は、築 52年が経過し、建物及び設備の老朽化に伴う影響により、様々な課題が生

じています。これらの課題を「建物の安全性」、「市民サービス」、「執務環境」等の観点から

整理しました。 

  ア．建物の安全性・・・「経年等による老朽化」、「耐震安全性」 

  イ．市民サービス・・・「利用者の窓口等利便性」、「ユニバーサルデザインの対応」 

  ウ．執務環境  ・・・「通信設備等の対応」、「事務作業の効率化」 

  エ．その他の状況 

 

 ア．建物の安全性 

区分 経年等による老朽化 耐震安全性 

主な課題 
・床の剥がれや歪み、窓枠・扉の歪み 

・標準使用年数(築後 60年)への対応 

・コンクリート圧縮強度の不足(推計) 

・構造耐震指標(Ｉｓ値)のⅠ類確保 

庁舎内の

様子 

  

 

▲ 廊下の床が波打っているほか、歩行時に揺れが 

生じることがある。 

▲ 耐震改修を行い、Ⅱ類の耐震安全性を確保している。 
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 イ．市民サービス 

区分 利用者の窓口等利便性 ユニバーサルデザインの対応 

主な課題 

・窓口の分散による利便性の低さ 

・窓口や待合スペースの不足 

・個別相談スペース等の不足 

・通路の段差及び狭隘 

・各課案内表示等のユニバーサルデザ

イン未対応 

・授乳室等の不足 

庁舎内の

様子 

  

  

ウ．執務環境 

区分 通信設備等の対応 事務効率化 

主な課題 

・ＯＡ床の未整備 

・情報化(デジタル化)の進展への対応 

・事務スペース、会議スペースの不足 

・セキュリティへの対応不足 

・本庁舎機能の分散 

庁舎内の

様子 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 会議スペースが不足しているため、廊下の一部を 

使い設置されている。 

▲ ＯＡ床でないため、執務室内の床上に配線を 

通している。 

▲ 窓口カウンターのすぐ後ろが通路となっており、 

通り抜けがしにくい。 
▲ 正面玄関の自動ドア部分に段差があり、つまずく 

危険性がある。 
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 エ．その他の状況 

区分 庁内の様子 

建物の 

老朽化 

 

来庁者 

スペース 

 

執務 

スペース 

 

 

（参考）職員アンケート 

  前構想の策定にあたり、本庁舎の執務環境や利用者(来庁者)環境等に関する職員の意見

を把握するために、令和５年 11月に職員アンケートを実施しました。 

  アンケートの結果、８割を超える職員が、現在の本庁舎の執務環境及び利用者（来庁者）

環境に不満を持っており、利用者（来庁者）にとって不便であると感じる項目は、「手続き

の動線」、「相談スペース」、「窓口スペース」という結果になりました。 

 

  

 

 

 

 

 

▲ 近年の局所的大雨等に対し 

排水能力が足りず、庁舎内で 

雨水があふれる事象が発生し 

ている。 

▲ あふれた雨水が窓口スペースや執務室 

まで流れている。 

※ 床上に電気・通信等を配線している 

場所も多く、危険である。 

雨漏りしている部分がある。 

(写真は階段の踊り場部分) 

▲ 駐車場が足りなくなる時があるほか、場内の動線が 

悪く、出入りに支障をきたすことがある。 

▲ 待合スペースが少なく、足りなくなる時があるほか、 

窓口間を移動する人の動線と交錯している。 

▲ 限られた執務室内に多くの机（職員）が配置されており、通路や文書の保管場所などが不足している。 
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（２）新庁舎整備の必要性 

  本庁舎の課題について前述のとおり列挙しましたが、多くが物理的、経済的な課題で

あり、現在の本庁舎を維持したままでは課題の解決は困難な状況です。さらに、多様化

する市民サービス等に対応するために新庁舎を整備する必要があります。 

 

 

     建物の安全性の確保 

    （※建て替え以外の解決は困難） 

  

 

     市民サービスの向上     

 （※物理的な課題が多く、現庁舎での対応は困難） 

 

 

     執務環境の向上      

 （※経済的な課題が多く、現庁舎での整備の費用対効果が低い） 

 

       

                 

 

 

    新庁舎整備の必要性 

      ◇ 防災拠点としての機能面の強化を図ることが必要 

      ◇ 利用者が使用しやすい環境整備について大幅な改善が必要 

      ◇ 事務効率化のための環境整備について改善が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 

２ 

３ 

課題解決と市民サービス等への対応 
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２．公共施設の現状及び課題と整備の必要性 

（１）公共施設の現状及び課題 

①鉾田市公共施設等個別施設計画の概要 

    本市では、令和２年 12 月に策定した「鉾田市公共施設等個別施設計画」に基づき、

市内公共施設の維持管理及び将来的な施設の方向性の検討を行っています。個別施設

計画の概要を以下のとおり記載します。 

 

 ア．背景・目的 

  ○本市は、昭和 40 年代から 60 年代にかけて増加する人口と行政需要に対応するため、

多くの公共施設を整備してきましたが、これらの公共施設等は建築後 30年以上が経過

し、老朽化により一斉に更新時期を迎えようとしています。一方、市財政は、人口減

少、少子高齢化の進行により、税収の減少が見込まれ、これらの公共施設等のすべて

を維持管理していくことが困難な状況にあります。 

  ○こうした中、国では平成 25年 11月に「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽化

対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）を策定し、地方公共団体は、インフラの

維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を示す「公共施設

等総合管理計画」を策定することが要請されました。さらに、地方公共団体は、公共施

設等総合管理計画に基づき、個別施設毎の具体的な方針を定めた個別施設計画を令和

２年度末までに策定することとされました。 

  ○このような背景の下、本市では平成 28 年度に、人口減少や財政状況など将来の動向を

見据え、公共施設等を将来にわたって最適に管理していくため、「鉾田市公共施設等総

合管理計画」を策定し、公共施設等マネジメントを推進しています。 

  ○個別施設計画は、総合管理計画をさらに推進するため、公共施設等の集約化や複合化

等に関する適正配置計画及び長期利用に関する長寿命化計画を統合した計画となりま

す。 

 

 イ．位置づけ 

   個別施設計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」に規定される個別施設計画とし

て位置づけるものです。 

  

▲ 個別施設計画より抜粋 
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ウ．対象施設 

   対象施設は以下の表のとおりです。（令和２年度時点） 

 

 

 

  

▲ 個別施設計画より抜粋 

閉校 閉校 
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 エ．削減目標 

  ◆公共建築物の保有量(延床面積)を今後 40年間で 30％削減する目標を掲げています。 

    （平成 28年度からの 40年間） 

 

     ※第１期  令和 3年度（2021 年度）～令和 12年度（2030年度） 10年間 

      第２期  令和 13年度（2031 年度）～令和 22年度（2040年度） 10年間 

      第３期  令和 23年度（2041 年度）～令和 37年度（2055年度） 15年間 

 

オ．公共施設等適正配置の基本方針 

  方針１ まちづくりとの整合                            

   １－１ 施設の機能や利用圏域を考慮して、バランスのよい配置を目指します。また、

上位計画等の位置づけなど将来まちづくりの方向性を総合的に評価し、適正

配置の方向性を検討します。 

 

  方針２ 公共施設等のスリム化                             

   ２－１ 施設の老朽化が著しい施設や需要が低い施設等については、１つ１つの施設

の「市民サービス」について、将来人口や市民ニーズ等を踏まえ、施設の再編

（集約化、複合化、転用、廃止等）を検討し、施設の適正規模を目指すととも

に、施設総量の削減を目指します。 

   ２－２ 閉校小学校をはじめとした遊休施設を積極的に有効活用し、コスト抑制や効

率化を図ります。 

   ２－３ 全ての公共サービスを公共施設等で賄うのでなく、民間施設の活用も検討し

つつ、市民や地域団体等による施設管理等、市民参加による施設の維持管理・

運営を促進していきます。 

▲ 個別施設計画より抜粋 
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   ２－４ 新たに施設を整備する場合は、施設総量の削減を考慮するとともに、賑わい

の創出に寄与する複合施設を検討します。 

 

  方針３ 建物の長期利用の促進                               

   ３－１ 今後も「市民サービス」を提供する施設については、長寿命化等の基本方針

に基づき、予防保全を実施する施設、事後保全を基本とする施設に分類し、

それぞれ適切に保全を行い、長期利用によりトータルコストの縮減と費用負

担の平準化を図ります。 

 

  方針４ 市民サービスの維持向上                           

   ４－１ 公共施設等に関する市民アンケート調査による市民意向に留意しつつ、施設

ありきではなく類似した機能を有する施設を統合的に捉え、分野が異なる施

設についても機能面からの複合化等のメリットを踏まえ、市民ニーズに応え

られるよう施設のあり方を検討します。 

 

カ．長寿命化の方針 

  方針１ 選択と集中による長寿命化の推進                        

    構造躯体の劣化が著しい場合や改築した場合と比較して長寿命化の費用対効果が低

い場合、政策的な判断により長寿命化をしない場合等を除き、原則として長寿命化を

図ります。また、用途を廃止する公共施設等であっても、建築物自体の劣化が少なく、

費用対効果が高いと考えられる場合は、用途転換を検討し、建築物の有効活用を図り

ます。 

 

  方針２ 安定性と安全性の確保                             

    劣化状況調査や日常点検、定期点検等を行い、それらを踏まえて必要となる修繕や

更新等を実施することにより、突発的な故障や不具合等を未然に防止し、安定した使

用、安全の確保のための予防保全に取り組みます。 

 

  方針３ 建築物の機能向上と環境負荷の低減                    

    定期的な修繕、計画的な更新等を行い、建築物の耐久性を確保するとともに、新た

に要求される性能を満たし、住民が利用しやすい施設を目指すとともに、建築物の省

エネルギー化や自然エネルギーの導入等により環境負荷の低減を図ります。 

 

  方針４ 財政負担の低減・平準化                          

    施設の劣化の状況を的確に把握し、優先順位を定め、計画的かつ効率的な修繕や更

新等を実施することで、修繕・更新等費用の低減及び平準化を図ります。 
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②公共施設の配置状況   

  本市にある公共施設は、下図のように配置されています。 

  鉾田市役所（本庁舎）、旭総合支所、大洋総合支所の周辺に一定の施設が隣接しています

が、多くの施設は市内各地に点在しています。 

    

鉾田市役所周辺 

旭総合支所周辺 

大洋総合支所周辺 



34 

③公共施設の課題 

  公共施設の課題については、人口、財政、公共施設等の現状や将来の見通しなどを踏ま

えると、以下のような項目が挙げられます。（個別施設計画より一部抜粋） 

  

 課題１ 需要変化への対応                              

   本市の総人口は、これまで右肩上がりで増加していましたが、今後は減少する見通

しです。このような人口減少及び少子高齢化による人口構造の変化に伴い、市民ニー

ズの量と質の変化が見込まれる中で、本市が所有する各種施設について、改めて公共

関与の必要性や妥当性を精査し、民間等による機能の代替可能性を検討する一方、行

政需要への的確な対応に向け、施設が有する機能等を最適化するとともに、施設の規

模や配置などの適正化を図ることが課題になっています。 

 

課題２ 公共施設等の老朽化や機能低下への対応                    

    本市の公共施設については、令和元年度調査時点において、築後 40 年以上 50 年未

満の施設が延床面積全体の 32％を占め、築後 30 年以上 40 年未満の施設についても

23.7％となっており、これらの施設が全体の過半を占めています。昭和 40年代から 60

年代にかけて、増加する人口と行政需要に対応するため、多くの公共施設を整備して

きましたが、築後 30年以上が経過し、一斉に更新時期を迎えるため、対応していく必

要があります。 

    つまり、今後は建築後 30年以上経過している建築物を中心に、需要や劣化状況等を

考慮しながら、改築、長寿命化改修等を検討・実施していき、建築物の長期利用や更新

等の時期及び費用の平準化を図る必要があります。 

 

  課題３ 機能が重複する公共施設等への対応                      

    １町２村の合併で誕生した本市は、合併前の段階において、各自治体がフルセット

による施設整備を進めてきたこともあり、類似施設がいくつも存在する一方、施設の

種別によっては、配置に偏りがあるなど不均衡な状況がある中、こうした状況を踏ま

え、施設の目的と利用圏域（施設を使用する利用者のエリア）の視点からの整理とと

もに、地域バランスを考慮した配置をいかに進めていくかが課題となっています。 

   

 

（２）公共施設整備の必要性 

  前述した公共施設の課題を踏まえ、人口減少を見据えた行政運営のスリム化は喫緊の課

題であり、公共施設の集約化・複合化は必要不可欠です。さらに、公共施設の老朽化によ

る維持管理費の負担増、施設の機能低下への対応が大きな課題となっています。これらの

ことから、個別施設計画等に基づく公共施設の適正配置及び利用者の利便性向上を図る必

要があります。 
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第４章 再編整備（２拠点整備）の方向性について 

１．再編整備（２拠点化）に向けた基本的な考え方 

 （１）２拠点化の推進 

 （２）２拠点への公共施設の集約化・複合化 

２．再編整備（２拠点整備）の基本的な方向性 

 （１）再編整備（２拠点整備）で重視する視点 

 （２）再編整備（２拠点整備）の基本的な方向性 

３．公共施設の再編整備の必要性 

 （１）公共施設の再編整備の必要性 

                                      

 

１．再編整備（２拠点化）に向けた基本的な考え方 

（１）２拠点化の推進 

  新庁舎及び公共施設の再編整備にあたっては、災害時、非常時（緊急時）におけるバッ

クアップ体制の観点から複数拠点化を目指すこととしました。また、建設候補地について

は、事業費抑制と市有地利活用の観点から、市有地を中心に検討を行いました。 

  それらを踏まえつつ、利用者の利便性及び事業費抑制を考慮した上で、今回の再編整備

については、公共施設再編整備の２拠点化（再編整備する土地を２箇所）を推進すること

としました。 

 

（２）２拠点への公共施設の集約化・複合化 

  新庁舎整備に併せて、公共施設の集約化・複合化を２拠点化で進めることにより、市民

の利便性及び財政的効果も期待でき、さらには、新たなまちづくり（地域活性化）を推進

することで、様々な相乗効果を図ることができます。このことから、利便性、経済性、新た

なまちづくり（地域活性化）の観点から将来を見据えた公共施設の２拠点での再編整備を

行います。 

  なお、個別施設計画における各公共施設の適正配置の実施時期については、公共施設の

再編整備の必要性を重視する観点から前倒しも含め検討を行うこととしました。 

 ①新庁舎及び公共施設の整備は、単に現庁舎の建て替えではなく、将来を見据えた公共施

設の再編整備を行うものです。 

②新庁舎及び公共施設の整備は、 

「現庁舎の建て替えの必要性」が生じたことから 

→「建て替えに併せて公共施設の集約化・複合化」を図ることが合理的  

→「公共施設の再編整備に併せて新たなまちづくり（地域活性化）を目指す」べき

であるという考え方に基づきます。 
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集約化 同じ用途の施設を１つにまとめるもの 

複合化 異なる用途の施設を１つにまとめるもの 

 

  なお、本市の公共施設の課題について前述のとおり記載しましたが、個別施設計画から

「需要変化への対応」、「公共施設等の老朽化や機能低下への対応」、「機能が重複する公共

施設等への対応」を挙げました。その課題への対応及び新庁舎整備に併せて公共施設を再

編整備する相乗効果を加味し、さらに新たなまちづくり拠点の形成に寄与する観点から、

以下のとおりその方向性及び必要性についてまとめました。 

 

２．再編整備（２拠点整備）の基本的な方向性 

（１）再編整備（２拠点整備）で重視する視点 

２拠点整備を推進する上で、重視していく視点を整理しました。２拠点整備にあって

は、以下の視点に留意しつつ、整備を行っていくこととします。 

  ①＜平常時の視点＞機能連携による市民（利用者）利便性の向上 

 ２つの拠点が機能を連携することで、多様な行政サービスを効率的に提供し、市民の

利便性向上を図ります。 

  ②＜災害時の視点＞拠点ごとの役割分担による災害体制の強化 

   ２つの拠点が災害時の役割を分担することで、防災拠点の機能強化及び迅速な災害対

応を図ります。 

  ③＜非常時の視点＞相互補完体制の確保によるバックアップ体制の強化 

   一方の拠点が機能停止した場合でも、もう一方の拠点が機能を補完し、行政サービス

の継続を図ります。 

  ④＜集約化・複合化の視点＞集約化・複合化の推進による持続可能な行政運営の推進 

   ２つの拠点に必要な機能を適切に、配置・組み合わせすることで施設全体の効率性や

持続可能性の向上を図ります。 

  ⑤＜まちづくり（人の流れ）の視点＞２拠点を中心とした人の流れとにぎわい創出 

   ２つの拠点を中心に人の流れを創出し、周辺との連携によるまちのにぎわい形成（地

域活性化）を図ります。 

 

 

 

● 市民（公共施設利用者）の利便性向上  

● 将来世代への負担軽減 

● 新たなまちづくり（地域活性化）の推進 

公共施設の 

集約化・複合化 

によって 

を目指します。 
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（２）再編整備（２拠点整備）の基本的な方向性 

  （１）で整理した重視する視点をもとに、２拠点整備における基本的な方向性を以下の

とおりまとめました。 

＜２拠点化の基本的な方向性＞ 

平常時には相互が役割分担と機能連携を図ることで市民サービスの向上と施設運営の効

率化を実現するとともに、災害時にはそれぞれの役割に応じて機能を担い、非常時には相

互補完可能な機能を担うことができる２拠点による公共施設の再編整備を推進します。ま

た、公共施設の最大限の集約化・複合化を図ることで、利便性を重視しつつ効率的かつ持

続可能な公共施設整備を目指します。さらに、まちづくりの視点において、面整備による

人の流れの創出とまちのにぎわい形成（地域活性化）を推進します。 

 

 

３．公共施設の再編整備の必要性 

（１）公共施設の再編整備の必要性 

  利便性、経済性、新たなまちづくり（地域活性化）の観点から、新庁舎の整備に併せて、

既存の公共施設の集約化・複合化を図るとともに、新たな公共施設の整備を行う「公共施

設の再編整備」の必要性について、以下のとおりまとめました。 

 

１ 市民（公共施設利用者）の利便性の向上 

  （⇔市民の利便性の向上、さらに将来を見据えた施設機能整備） 

 ・現在、市内には公共施設が点在していますが、これらの施設を２拠点に集約することで、

利用する市民の利便性の向上が図れます。 

・本庁舎周辺に、福祉事務所をはじめ一部の公共施設が集中していますが、当初から計画

的に建設されたものではなく、その配置などにより利便性が低いことから、この改善を

図る必要があります。 

 

２ 災害に強いまちづくり 

  （⇔防災拠点としての機能強化） 

 ・本市においても今後発生が懸念される首都直下地震などに対応するための災害拠点の整

備が求められています。また、近年は線状降水帯の発生による記録的な大雨などの災害

の頻度が増加傾向にあり、そのような災害に迅速に対応できる機能が求められています。 

 ・公共施設の再編整備により、災害時には様々な観点での防災拠点づくりを図ることが可

能となり、さらには、非常時には、２拠点によるバックアップ機能の強化が図れます。 
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３ 将来世代への負担の軽減 

  （⇔最大限の公共施設の集約化・複合化の推進）  

 ・公共施設については、令和２年度に策定した「鉾田市公共施設等個別施設計画」におい

て、将来人口の減少から、公共建築物の保有量（延床面積）を 40年間で 30％削減する目

標及び公共施設の適正配置計画が掲げられており、その着実な実行が求められています。 

 ・市内の公共施設の多くは、建築後 30 年以上が経過し、老朽化による維持管理費の増加が

見込まれます。公共施設の再編整備を行うことにより、維持管理費の抑制を図ります。   

 

４ 新たなまちづくり（地域活性化）の可能性 

  （⇔周辺インフラを含めたまちづくりの視点での整備） 

 ・新庁舎の整備だけでなく、公共施設の再編整備によって、より大きな「新たな人の流れ」

ができ、人の流れは新たなまちづくりの可能性を秘めています。 

 ・公共施設の再編整備に併せて、インフラを中心とした周辺整備を行うことにより、地域

の活性化につながるまちづくりを推進します。 

   

５ 文化活動・市民活動等の支援 

  （⇔文化醸成、コミュニティ活動の機能強化） 

 ・町村合併以来、ハード面においては文化醸成を目的としたホールの整備を目指してきま

したが実現に至っておらず、引き続き整備の検討が求められています。 

 ・文化醸成及び市民活動の活性化を図る観点から公民館機能だけでは賄えない機能につい

て、新たな公共施設の整備を検討する必要があります。 

 ・市総合計画においても、文化・芸術は心豊かな生活を実現していくため必要不可欠なも

のであり、市民が文化・芸術活動に参加しやすい環境づくりが必要であるとしており、

公共施設の再編整備の中で、その環境整備を図る必要があります。 

 ・公共施設の再編整備による利用者の利便性向上により、文化醸成・コミュニティ活動の

機能の強化を図ることができます。 

 

６ その他 

 ・駐車場及び会議室などの相互利用が可能となり、コスト削減及び利用環境向上が見込ま

れます。 

 ・職員の移動時間の短縮などにより、コスト削減及び一層の連携を図ることができます。 
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第５章 新庁舎及び公共施設整備の考え方と対象とする公共施設について 

 １．関連する上位計画 

２．新庁舎整備の考え方 

 ３．集約化・複合化を行う公共施設 

  （１）集約化・複合化の基本的な考え方 

  （２）集約化・複合化を行う公共施設の絞り込み 

（３）集約化・複合化の対象とする公共施設 

 ４．新たに整備を行う公共施設 

  （１）新たな公共施設整備の検討にあたっての考え方 

  （２）新たに整備を行う公共施設 

 ５．再編整備の対象とする公共施設 

                                           
 

１．関連する上位計画  

  本構想の策定にあたっては、まちづくりの基本となる総合計画をはじめ、市の様々な

計画との整合性を図りながら検討を進めていく必要があります。主な上位計画における

新庁舎整備等に関する記載は以下のとおりとなります。 

１ 第２次鉾田市総合計画後期基本計画（令和３年度策定）  ※令和 8年度策定予定               

ア．計画内容 

  総合計画は、本市が目指す将来像と将来の目標を明らかにする行政運営の指針となるも

のであり、まちづくりを進める上での最上位計画です。 

第２次鉾田市総合計画後期基本計画については、第２次鉾田市総合計画の計画期間(平成

29 年度から令和８年度)のうち、令和４年度から令和８年度までの５年間について計画し

ています。 

イ．本事業に関する記載内容 

第２次鉾田市総合計画後期基本計画において以下のとおり定めています。(P.122) 

市役所庁舎については、鉾田市公共施設等個別施設計画に沿った、建替えも視野に 

入れた集約化・複合化を検討します。 

 

２ 鉾田市都市計画マスタープラン（平成 21年度策定、令和３年度中間見直し）       

ア．計画内容 

  都市計画マスタープランは、都市の将来のあるべき姿や、都市づくりの方向性について

示す計画です。 

  鉾田市都市計画マスタープランについては、平成 22 年度から令和 12 年度までの計画と

なっており、令和３年度に中間年次における見直しを行っています。 

イ．本事業に関する記載内容 

 鉾田市都市計画マスタープランにおいて以下のとおり定めています。(P.42) 

現在の市役所は耐震化を図ったものの建物の老朽化等が進行しており、より日常の 

利便性や災害時の安全性を一層向上させるため、改築・移転整備等について検討を 

行います。 
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３ 鉾田市公共施設等総合管理計画（平成 28年度策定、令和４年度改訂）          

ア．計画内容 

  総合管理計画は、更新・統廃合・長寿命化などの公共施設等の管理に関する基本的な方

向性について示す計画です。 

  鉾田市公共施設等総合管理計画については、平成 28 年度から令和 37 年度までの計画と

なっており、令和４年度に国の指針に基づき改訂を行っています。 

イ．本事業に関する記載内容 

 鉾田市公共施設等総合管理計画において以下のとおり定めています。(P.40) 

市役所については、老朽化対策に加え、バリアフリー化など現在の社会的要求水準 

への対応が必要であるため、分散している関連施設を集約した新庁舎建設を検討し、 

今後も安全・安心で質の高い行政サービスを継続提供するとともに、災害時の「防 

災拠点」としての機能を確保する。 

 

 

４ 鉾田市公共施設等個別施設計画（令和２年度策定）                  

ア．計画内容 

個別施設計画は、総合管理計画に基づき、個別施設ごとの方向性やあり方、中長期的な

視点に立った施設の適正化などについて示す計画です。 

  鉾田市公共施設等個別施設計画については、令和３年度から令和 37年度までの計画とな

っており、現在は第１期(令和３年度から令和 12年度)の計画期間となっています。 

イ．本事業に関する記載内容 

  鉾田市公共施設等個別施設計画において以下のとおり定めています。(P.41) 

「鉾田市役所」、「鉾田市役所付属庁舎」については、老朽化が進行しており、建替 

えを含めて検討していきます。 

 

 

２．新庁舎整備の考え方 

  新庁舎の整備にあたっては、前述した課題を解決するとともに、新庁舎の整備にとどま

らず、他の公共施設と併せた再編整備を目指すことから、以下のとおり整備の考え方をま

とめました。 

 ①「建物の安全性の確保」、「市民サービスの向上」、「執務環境の向上」等を図るため、新庁

舎整備を行います。 

 ②「防災対応総合拠点」及び「行政・福祉の総合拠点」としての機能を最大限発揮できるよ

う新庁舎整備を行います。 

 ③新庁舎の整備にあたっては、再編整備する公共施設との調整を図り、機能分担の最適化

と相互連携の強化を推進します。 
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３．集約化・複合化を行う公共施設 

 庁舎・公共施設再編整備においては、「市民の利便性向上、さらに将来を見据えた施設機能

の整備」及び「最大限の公共施設の集約化・複合化」という方針に基づき、市内の既存の公共

施設の集約化・複合化の検討を行いました。 

 

（１）集約化・複合化の基本的な考え方 

①全ての既存の公共施設を対象として、集約化・複合化する公共施設の絞り込みを行い

ます。ただし、令和３年度以降に新築された施設については、築後５年程度の経過のた

め、除外することとし、対象施設は、個別施設計画の一覧によるものとします。さら

に、個別施設計画に記載があっても、すでに売却又は除却している施設は除外してい

ます。 

  ②個別施設計画における第３章の「適正配置の方向性」及び「適正配置のパターン」を

ベースとします。ただし、新庁舎の整備について、第２期（令和 13～22年）からの前

倒しを行うため、再編計画期間が第２期及び第３期のその他の公共施設についても検

討を行い、対象とした公共施設については、計画の前倒しを行うこととします。 

 

（２）集約化・複合化を行う公共施設の絞り込み 

   集約化・複合化する公共施設については、全ての既存の公共施設を対象としましたが、

絞り込みを行うにあたり、まず、対象とすべきではない公共施設を以下のとおり整理を

しました。 

 

  ①既に公共施設として供用していない施設 

   ・・・建物自体は存在する施設で、実際に公共施設として使用していない場合は集約

化・複合化の必要性はないため除外しました。 

  ②その場所になければならない施設 

   ・・・集会施設や小中学校、特定の施設の附属的施設などは、そこに存在していること

自体が前提条件であるため除外しました。 

  ③施設利用者が著しく限定される施設 

   ・・・一般の利用者が極めて限定されており、集約化・複合化の必要性が低いため除外

しました。 

  ④別途再編計画を策定中（策定予定）の施設 

   ・・・今回の計画とは別に再編計画などを策定若しくは策定予定の施設については、

除外しました。 
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大分類 中分類 施設名 

行政系施設 

庁舎等 鉾田市役所、鉾田市役所付属庁舎、大洋総合支所、旭総合支所 

その他行政系施設 

警備本部詰所（大竹海岸）、原子力防災倉庫、仮設相談室、 

防災倉庫（当間）、防災倉庫（鉾田）、防災倉庫（大洋）、防災倉庫（旭）、 

車庫（生活環境課）、公用車車庫、生涯学習課倉庫、文化財保管倉庫 

学校教育系施設 
学校 

鉾田北小学校、鉾田南小学校、鉾田北中学校、鉾田南中学校、 

大洋中学校、旭中学校 

その他教育施設 鉾田学校給食センター 

市民文化系施設 集会施設 

鳥栖地区学習等供用施設、舟木地区学習等供用施設、 

大川地区学習等供用施設、菅野谷地区学習等供用施設、 

青柳地区学習等供用施設、紅葉地区学習等供用施設、 

大和田地区学習等供用施設、大戸地区学習等供用施設、 

下冨田地区学習等供用施設、借宿地区学習等供用施設、市営住宅集会所、 

白鳥西地区地域学習館、上島西地区地域学習館、和田地区集会所、 

旭地区学習等供用施設 

社会教育系施設 

図書館 図書館 

博物館等 
環境学習施設、鉾田中央公民館、大洋公民館、旭公民館、 

生涯学習館（とくしゅくの杜） 

スポーツ・ 

レクリエーション

系施設 

スポーツ施設 

鉾田総合公園、社会体育施設（旧大和田小体育館）、 

社会体育施設（旧徳宿小体育館）、社会体育施設（旧舟木小体育館）、 

社会体育施設（旧鉾田小体育館） 

鉾田南柔剣道場、大洋体育館、大洋運動場、大洋武道館、 

くぬぎの森スポーツ公園、旭スポーツセンター 

レクリエーション

施設・観光施設 
涸沼観光センター 

産業系施設 産業系施設 さんて旬菜館、農業振興センター、ふるさと見聞館 

子育て支援施設 
幼稚園・保育園・

こども園 

第一保育所、第二保育所、鉾田北幼稚園、鉾田幼稚園、つばさ幼稚園、 

旭幼稚園 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 
福祉作業所（現のぞみ）、老人福祉センターともえ荘 

ワークプラザ鉾田、鉾田市福祉事務所、いきいきプラザ幸遊館 

保健施設 
ほっとパーク鉾田、とっぷ・さんて大洋、鉾田保健センター、 

大洋保健センター、旭保健センター 

医療施設 医療施設 巴診療所 

公営住宅 公営住宅 市営住宅 

供給処理施設 供給処理施設 
鉾田クリーンセンター、汚泥再生処理センターエコパーク鉾田、 

大洋サニタリーセンター 

上水道施設 上水道施設 
鳥栖配水場、西台浄配水場、串挽浄水場、青山配水場、大洋配水場、 

大洋配水場（配水ポンプ棟）、旭浄水場 

下水道施設 下水道施設 
鉾田水処理センター、舟木地区農業集落排水処理施設、 

青山・美原地区農業集落排水事業処理施設、上島西部地区農業集落排水処理施設 

その他 その他 
巴川排水機場、徳宿駅（トイレ）、商工会無料駐車場、新鉾田駅待合室、 

北浦湖畔駅（トイレ）等 

閉校 閉校 

旧諏訪小学校、旧大竹小学校、旧当間小学校、旧白鳥東小学校、旧白鳥西小学校、

旧上島東小学校、旧上島西小学校、旧旭東小学校、旧旭西小学校、旧旭南小学校、

旧旭北小学校 

①既に公共施設として供用していない施設を除外 

②その場所になければならない施設を除外 

③施設利用者が著しく限定される施設を除外 

④別途再編計画を策定中（策定予定）の施設を除外 
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（３）集約化・複合化の対象とする公共施設 

  （２）により、除外した施設を除き、集約化・複合化の対象とする既存の公共施設の検討

を行いました。 

  

①対象とした施設の条件等 

   集約化・複合化の対象とする既存の公共施設の条件を、市民の利便性、財政的観点な

どから以下のとおりとしました。 

 

◆市民（公共施設利用者）が多く利用し、市民の（施設間における）相互利用が想定され

る施設 

◆現在、本庁舎と近接している施設 

◆老朽化が進行しており、現時点においても修繕費が増加傾向にある施設 

◆一定の職員が常駐し、本庁舎の部署等との恒常的な事務処理が発生している施設 

◆駐車場、会議室などの設備の相互利用が可能となる施設 

 

 

＜参考＞ 

   集約化・複合化の必要性はありつつも対象としなかった施設 

   ・体育施設については、その規模を考慮し、今回の公共施設の再編整備における集約

化・複合化の対象とすることは困難であると判断しました。 

   ・旭地区、大洋地区における公共施設については、個別施設計画においても別途計画

があり、さらに地域性などの検討の必要性を考慮すると、今回の公共施設の再編整

備における集約化・複合化の対象とすることは困難であると判断しました。 
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  ②集約化・複合化の対象とする公共施設 

   対象とする条件等をもとに、本計画の公共施設の再編整備における集約化・複合化の

対象とした既存の公共施設は以下の表の朱書きの施設のとおりとしました。 

    
 大分類 中分類 施設名 

行政系施設 

庁舎等 
鉾田市役所、鉾田市役所付属庁舎、大洋総合支所、 

旭総合支所（教育委員会） 

その他行政系施設 

原子力防災倉庫（鉾田）、原子力防災倉庫（旭）、仮設相談室、 

防災倉庫（当間）、防災倉庫（鉾田）、防災倉庫（大洋）、防災倉庫（旭）、 

車庫（生活環境課）、公用車車庫、生涯学習課倉庫、文化財保管倉庫 

学校教育系施設 
学校  

その他教育施設  

市民文化系施設 集会施設  

社会教育系施設 

図書館 図書館 

博物館等 
環境学習施設、鉾田中央公民館、大洋公民館、旭公民館、 

生涯学習館（とくしゅくの杜） 

スポーツ・ 

レクリエーション

系施設 

スポーツ施設 

鉾田総合公園、社会体育施設（旧大和田小体育館）、 

社会体育施設（旧徳宿小体育館）、社会体育施設（旧舟木小体育館）、 

社会体育施設（旧鉾田小体育館）鉾田南柔剣道場、大洋体育館、 

大洋運動場、大洋武道館、くぬぎの森スポーツ公園、 

旭スポーツセンター 

レクリエーション

施設・観光施設 
涸沼観光センター 

産業系施設 産業系施設 さんて旬菜館、農業振興センター、ふるさと見聞館 

子育て支援施設 
幼稚園・保育園・

こども園 
 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 

福祉作業所（現のぞみ）、 

老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会）、 

ワークプラザ鉾田、鉾田市福祉事務所、いきいきプラザ幸遊館 

保健施設 
ほっとパーク鉾田、とっぷ・さんて大洋、鉾田保健センター、 

大洋保健センター、旭保健センター 

医療施設 医療施設  

公営住宅 公営住宅 市営住宅 

供給処理施設 供給処理施設  

上水道施設 上水道施設  

下水道施設 下水道施設  

その他 その他  

閉校 閉校  
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（参考）各公共施設の配置 

本庁舎周辺 

拡大図 

６.防災倉庫(旭) 

４.農業振興センター 

10.ワークプラザ鉾田 
  (シルバー人材センター) 

６.防災倉庫(当間) 

９.老人福祉センターともえ荘 
  (社会福祉協議会) 

６.防災倉庫(大洋) 

１.鉾田市役所 
 (車庫、公用車車庫を含む) 

12.鉾田保健センター 

６.防災倉庫 
２.鉾田市役所付属庁舎 

７.図書館 

８.鉾田中央公民館 

13.こども家庭センター 

11.鉾田市福祉事務所 

５.原子力防災倉庫 

３.仮設相談室 

▲ 国土地理院「空中写真」を基に作成 
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４．新たに整備を行う公共施設 

 今回の公共施設の再編整備にあたり、利便性向上などの観点から新たな公共施設の整備に

ついても検討を行いました。 

（１）新たな公共施設整備の検討にあたっての考え方 

①現在ある公共施設の集約化・複合化に留まらず、今回の再編整備にあたっては、新た

な公共施設の整備の検討も必要となります。（＝単なる公共施設の集約化・複合化では

ない。） 

②今回の再編整備に併せて整備することが効果的な施設の検討を行う必要があります。

（＝財源に限りがある中で、効果が高い施設に優先順位をつけて検討しなければなら

ない。） 

 ③上記内容を踏まえつつ、公共施設の再編整備の必要性を加味した結果、以下の内容に

合致する公共施設を対象としました。 

 ・利用者及び職員の利便性向上 

・防災拠点としての機能強化 

 ・文化醸成、コミュニティ活動の機能強化 

 ・他施設との機能連携強化 

  

（２）新たに整備を行う公共施設 

①防災拠点設備・施設 

  ・これまで小規模な防災倉庫は整備していますが、今後の自然災害などに対応するため

には、防災拠点の機能強化の観点から、一定規模の防災拠点設備・施設の整備を行う

必要性があります。 

 ・防災備蓄品、資機材等を保管するだけではなく、災害時に倉庫内での作業スペース（車

両への積み込み作業等）を整備することでより効果的な災害対応が可能となります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◀ 一定規模の防災倉庫 
（他自治体事例） 

◀ 現在の防災倉庫 
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②消費生活センター 

・鉾田市消費生活センターでは、「訪問販売や電話勧誘販売等による契約トラブルなど消

費生活の相談」、「多重債務者を早期に債務整理に導くための相談」、「消費者教育」など

を行っています。 

  ・現在は、本庁舎３階の商工観光課内に設置し運営していますが、執務スペースについ

ては商工観光課との連携確保を保ちつつ、相談スペースについては、より一層のプラ

イバシー保護の強化を図ることが求められています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

▲ 現在の消費生活センター 

 

 

③地域職業相談室（ふるさとハローワーク） 

  ・鉾田市地域職業相談室（ふるさとハローワーク）は、市と国（ハローワーク常陸鹿嶋）

が共同運営で、求職者に対する職業相談や職業紹介、求人情報及び労働市場の状況に

関する情報提供等を行っています。 

  ・現在、茨城県鉾田合同庁舎の一室を間借りしている状態となっており、市民の利便性

向上や商工観光課等との執務上の連携確保を図ることが求められています。 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

             ▲ 現在の地域職業相談室 
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④（仮）市民ホール 

   今回の庁舎・公共施設再編整備に併せて、令和５年度に事業中止になった「（仮称）鉾

田市子育て・コミュニティセンター整備事業」の内容について検討しました。 

   具体的には、当該事業における理念やコンセプト、施設機能などについて、今回の公

共施設の再編整備の中で取り込んでいくことが効果的なものについて検討しました。 

 

＜（仮称）鉾田市子育て・コミュニティセンター整備事業の概要＞ 

 ・鉾田市飯名地区において、計画をしていた（仮称）鉾田市子育て・コミュニティセン

ター整備事業については、令和５年６月に事業を中止しました。 

 ・中止の理由としては、世界的な原材料の品不足、原油等エネルギーの価格高騰、円安

の影響、ウクライナ危機の長期化により、幅広い資材において、価格高騰となり、基

本計画時点では、約 35 億円だった事業費が、基本設計において約 60 億円となった

ことなどです。 

基 本 理 念：鉾田の魅力を奏でるふれあい・にぎわい創出空間 

           ～ みんながあつまる未来ステーションほこた ～ 

施設整備機能：①子育て支援機能 

施設整備機能：②情報発信機能 

施設整備機能：③コミュニティ活動機能  等   

延 床 面 積：5,072㎡ 

   

   ○配置計画（屋外）  

プレイゾーン（屋外遊具広場）・水遊び広場 

マルシェ広場 

多目的スペース 

遊歩道整備と木漏れ日広場 

エントランス 

屋根広場 

 

   ○平面計画（屋内） 

A:子育て機能 
プレイルーム（屋内遊具） 

子ども図書館 

B:情報発信機能 
情報スペース 

カフェ 

C:コミュニティ活動機能 
多目的フロア（ホール） 

市民活動室・会議室 
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＜今回の公共施設の再編整備において整備する機能の検討＞ 

 （仮称）鉾田市子育て・コミュニティセンター整備事業における各機能について、検討を

行った結果、以下のとおりとなりました。 

 

 ※検討の（△）は、他施設等で対応できる可能性があるものです。 

 

 上記のとおり、今回の公共施設の再編整備において、「多目的フロア（今回の整理において

は、「（仮）市民ホール」とする。）」の整備を進めるとともに、「プレイルーム」、「子ども図書

館」、「情報スペース」、「市民活動室・会議室」については、再編整備を行う公共施設の中の機

能として対応を検討するものとします。また、「カフェ」については、周辺整備（民間活力等）

も含めた上で対応を検討していくものとします。 

 

 

■なお、新たな公共施設については、基本構想策定以降において、検討の必要が生じた場合

には、随時検討を行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

  

機能 検討 結果・理由 

屋外施設 × 
既に市内施設で整備されているほか、別途検討が可能で

あることから、今回は考慮しない 

屋

内

施

設 

プレイルーム ×(△) 
大規模な遊び広場の整備ではなく、再編整備の中でキッ

ズスペースなどを確保することで一部対応可能 

子ども図書館 ×(△) 再編整備を行う図書館の中で機能として対応可能 

情報スペース ×(△) 再編整備を行う他の施設で対応可能 

カフェ △ 周辺整備（民間活力等）も踏まえて検討が必要 

多目的フロア 

（ホール） 
○ 

・文化醸成・コミュニティ活動の拠点として、再編整備

と併せて整備する効果は高い 

・多目的フロアという名称ではなく、「（仮）市民ホール」

として整理をする 

・大洋公民館（308席）との差別化を図ることが必要 

市民活動室・会議室 ×(△) 再編整備を行う公民館などで機能として対応可能 
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５．再編整備の対象とする公共施設 

 前述のとおり検討を行った内容について、以下のとおりまとめました。今回の公共施設の

再編整備は、①既存の公共施設の最大限の集約化・複合化と、②今回整備することで効果が

高い新たな公共施設の整備の２本立てとなります。 

①集約化・複合化する公共施設（既存施設） 

※１車庫・書庫等(犬猫預かり所を含む)については、基本計画で別途検討を行います。 

※２農業振興センターについては、現在業務を行っていませんが、跡地利用などの観点か

ら今回の再編整備の対象施設とします。 

※３こども家庭センターは、令和６年度新設の施設であり個別施設計画には含まれていま

せんが、既に「集約化・複合化する公共施設」に位置付けている鉾田市福祉事務所の

増設施設であることから、既存施設の１つとして示します。 

②新たに整備を行う公共施設 

№ 施設名 

１４ 防災拠点設備・施設 

１５ 消費生活センター 

１６ 地域職業相談室（ふるさとハローワーク） 

１７ （仮）市民ホール 

№ 施設名 大分類 中分類 

１ 鉾田市役所（車庫、公用車車庫を含む）※１ 行政系施設 庁舎等 

２ 鉾田市役所付属庁舎 行政系施設 その他行政系施設 

３ 仮設相談室 行政系施設 その他行政系施設 

４ 農業振興センター ※２ 産業系施設 産業系施設 

５ 原子力防災倉庫 行政系施設 その他行政系施設 

６ 防災倉庫（当間・鉾田・大洋・旭） 行政系施設 その他行政系施設 

７ 図書館 社会教育系施設 図書館 

８ 鉾田中央公民館 社会教育系施設 博物館等 

９ 
老人福祉センターともえ荘 
（社会福祉協議会） 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 

１０ 
ワークプラザ鉾田 
(シルバー人材センター) 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 

１１ 鉾田市福祉事務所 保健・福祉施設 高齢福祉施設 

１２ 鉾田保健センター 保健・福祉施設 保健施設 

１３  こども家庭センター ※３ - - 
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▼ 集約化・複合化する公共施設（既存施設）の外観写真 

１．鉾田市役所（車庫、公用車車庫を含む） 

 

 

２．鉾田市役所付属庁舎 ３．仮設相談室  ４．農業振興センター 

 

 

 

 

 

 

 

５．原子力防災倉庫 ６．防災倉庫 ７．図書館 

 

 

 

  

 

８．鉾田中央公民館 
９．老人福祉センターともえ荘 

(社会福祉協議会) 
10．ワークプラザ鉾田 

(シルバー人材センター) 

 

 

 

 

 

 

11．鉾田市福祉事務所 12．鉾田保健センター 13．こども家庭センター 
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第６章 目指すべき方向性について 

 １．基本理念 

 ２．基本方針 

                                       

 

 基本理念は、庁舎・公共施設再編整備についての基本的な考え方を示すもので、基本方針

は、基本理念を達成するための具体的な方針を示すものになります。 

 基本理念及び基本方針は、庁舎・公共施設再編整備の考え方の基本となるもので、市の最

上位計画である第２次鉾田市総合計画に掲げるまちの将来像の実現、そして、現状の課題解

決、さらには市の将来のあるべき姿（目指すべき方向性）を見据え設定しました。なお、設定

にあたっては、前構想における基本構想検討委員会での熟議等を考慮し、前構想の基本理念

及び基本方針を踏襲しつつ、今回の再編整備の方向性を盛り込みました。 

 

１．基本理念 

基本理念 

   “歴史を受け継ぎ 未来へ紡ぐ 鉾田の新たな２拠点の創造”  

  

 

基本理念の説明  

   ◆第２次鉾田市総合計画に掲げている、自然との共生と歴史・文化という地域の“宝

物”を大切にしながら、私たちが互いに手を取り合い、生きる喜びと生きがいに満

ちた暮らしができるまち、すなわち、まちの将来像である『「いのち」と「くらし」

の先進都市』を実現するための礎となる庁舎・公共施設再編整備を目指します。 

   ◆鉾田市には長い歴史があり、その中で鉾田の先人たちは、より素晴らしいまちにす

るために新しいことに挑戦し続けてきました。私たちはその先人たちのまちづくり

の意思を受け継ぎ、２拠点整備による新たなまちづくり（地域活性化）を目指しま

す。 

   ◆「希望無限大の鉾田へ」の実現のために、現在（いま）だけでなく、人口減少及び

まちの活性化など未来を見据え、次世代においても持続可能な鉾田市となるための

２拠点整備を目指します。 

   ◆公共施設の再編整備により、更なる効率的な行財政運営を図るとともに、多世代の

市民の交流空間を創出し、新たなにぎわいの拠点を目指します。 

   ◆２拠点の立地特性を活かし、災害時、非常時への対応力強化を図るとともに、市民

の利便性向上を目指します。 
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２．基本方針  

 

（１）生活・文化の新たな「交流拠点」の創造  

   ○公共施設の再編整備による生活・文化機能の充実と多様な交流の推進 

   ○誰もが親しみやすく「ずっと居たくなる」環境づくりの推進 

   ○再編整備する公共施設間での機能分担と連携の構築 

○景観と利便性に配慮した公共施設の配置の創意工夫 

○公共施設の再編整備に併せた周辺インフラ整備の推進  

 

 

（２）住民自治と協働のまちづくりの推進 

   ○議会活動を推進する施設 

   ○協働を推進する施設 

   ○市民誰もがわかりやすく利用しやすい施設 

○機能的で働きやすい施設 

 

 

（３）防災と災害時の復旧・復興拠点機能の強化  

   ○災害に強い２拠点化の推進 

   ○防災対策機能が充実した２拠点化の推進 

   ○災害時、非常時の復旧・復興設備を備えた２拠点化の推進 

   ○災害時、非常時の相互バックアップ機能を備えた２拠点化の推進 

 

 

（４）経済性の重視、環境への配慮及び社会変化への対応 

   ○建設費と維持管理費の抑制 

   ○自然エネルギー等の積極的な活用 

   ○将来の人口減少とデジタル社会へ対応できる業務・市民サービスの確立 

   ○将来の変化に柔軟に対応できる空間デザインの採用 

   ○シンプルな外観デザイン等の採用 
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第７章 再編整備を行う新庁舎及び公共施設の機能について 

 １．新庁舎に必要となる機能 

 ２．再編整備を行う公共施設に必要となる機能 

                                       

 

１．新庁舎に必要となる機能 

本構想において定める本事業の基本理念・基本方針の内容を踏まえつつ、以下の８つの視

点から新庁舎に必要となる機能を整理しました。なお、新庁舎には利用者の利便性を考慮し、

水道部門、下水道部門、福祉部門、教育部門等の窓口機能等の集約化を図ります。 

また、各視点において、自治体 DX（市民の利便性の向上に資する地域 DXと行政事務の効率

化に資する行政 DX）の取り組みを推進します。 

さらに、必要となる機能の検討に併せ、機構改革を含めた組織のあり方等についても検討

していきます。  

 ※自治体 DX（デジタルトランスフォーメーション）では、人口減少や住民ニーズの多様化に伴い、

デジタル技術を活用することで、持続可能な自治体運営を目指すとともに、これまで困難であ

った様々な住民ニーズを満たすための取り組みを行っていきます。また、行政サービスのさら

なる向上を目指すため、各機能が具備するべき内容を整理し、その機能を最大限発揮できるよ

うデジタル技術を用いた手法を検討していきます。 

 

 ８つの視点  

   ①市民サービス機能   ⑤行政執務機能 

   ②福祉窓口機能     ⑥防災拠点機能 

  ③議会機能       ⑦環境配慮機能 

   ④協働機能       ⑧社会変化対応機能 

 

①市民サービス機能（市民の利便性を高めるための機能） 

  ・低層階への窓口業務の集約化 

  ・安全で分かりやすい動線の確保 

  ・ユニバーサルデザインの導入 等 

②福祉窓口機能（誰もが利用しやすい庁舎とするための機能） 

  ・バリアフリー化の推進 

  ・相談室等（プライバシー）の確保 

・キッズスペース等の確保 等 

 ③議会機能（議会運営を効率的・効果的に行うための機能）   

  ・市民に開かれた議会スペースの確保（ICT化、傍聴席等）  

  ・必要な諸室の確保 等 

 

各視点において DX の取り組みを推進 



55 

④協働機能（市民の活動、協働を推進するための機能） 

  ・市民活動の支援機能の推進 

  ・情報発信機能の強化 等 

⑤行政執務機能（行政執務を効率的・効果的に行うための機能） 

  ・ユニバーサルレイアウトの導入 

  ・庁舎セキュリティの強化 

  ・職員が働きやすい環境の推進 

  ・必要な諸室の確保（会議室、書庫、休憩室等） 等 

 ⑥防災拠点機能（市民の安全・安心を支えるための機能） 

  ・災害対応拠点としての機能の確保 

  ・業務継続機能（電気、水、通信等）の確保 等   

 ⑦環境配慮機能（環境負荷の軽減を図るための機能） 

  ・ZEB（Net Zero Energy Building）化の推進 

  ・ライフサイクルコストの低減 

・SDGｓに関する取り組みの推進 等 

⑧社会変化対応機能（社会の変革にも対応するための機能） 

  ・行政手続きのオンライン化、情報セキュリティの強化 

  ・フレキシブルに対応できる執務機能の導入（事務スペース、会議室等）  

・社会に適応する外観デザインへの配慮（地域の景観及び再編整備する公共施設との調

和、シンプルで親しみやすいデザインの導入） 等 

 

２．再編整備を行う公共施設に必要となる機能     

 本構想において定める本事業の基本理念・基本方針の内容を踏まえ「新庁舎に必要となる

機能」として整理した８つの視点に、再編整備を行う公共施設に必要となる機能として「⑨

生活・文化機能及び学習・教育機能」と「⑩健康・福祉機能」の視点を加え整理しました。 

 なお、再編整備における公共施設の機能については、これまでの施設の機能をそのまま移

行するというだけでなく、施設の利便性及び将来に渡る利用形態等も十分考慮した上で、検

討を行っていきます。 

 さらに、新庁舎と同様に、必要となる機能の検討に併せ、機構改革を含めた組織のあり方

等についても検討していきます。 

①集約化・複合化する公共施設（既存施設） 

№ 施設名 必要となる機能 

1 
鉾田市役所 

（車庫、公用車車庫を含む） 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○議会機能       ○協働機能 

○行政執務機能     ○防災拠点機能 

○環境配慮機能     ○社会変化対応機能 
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2 
鉾田市役所付属庁舎 

（旧地籍調査課） 

○行政執務機能 

（必要な諸室の確保） 等 

3 仮設相談室 
○行政執務機能 

（必要な諸室の確保） 等 

4 農業振興センター 

－ 

※現状として業務を行っていないため、機能は農業

振興課の業務に組み込むこととします。 

5 
原子力防災倉庫 

（鉾田市役所敷地内） 

○防災拠点機能 

（原子力災害に備えた資機材の確保） 等 

6 
防災倉庫 

（当間・鉾田・大洋・旭） 

○防災拠点機能 

（災害に備えた食糧品、資機材の確保） 等 

7 図書館 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○協働機能       ○行政執務機能 

○環境配慮機能     ○社会変化対応機能 

○生活・文化機能／学習・教育機能 

（市民の学びを支える場の創出） 

（幅広い世代へ配慮したスペースの創出） 

（子どもの教育・「楽習」を支える場の創出） 等 

8 鉾田中央公民館 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○協働機能       ○行政執務機能 

○防災拠点機能     ○環境配慮機能 

○社会変化対応機能 

○生活・文化機能／学習・教育機能 

（生涯にわたり学べる場の創出） 

（市民の活動・交流を支える場の創出） 等 

9 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○行政執務機能     ○防災拠点機能 

○環境配慮機能     ○社会変化対応機能 

○健康・福祉機能 

（多様な福祉ニーズへの対応） 

（地域福祉の推進を図る場の創出）   等 

10 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○行政執務機能     ○環境配慮機能 

○社会変化対応機能 

○健康・福祉機能 

（高齢者の就労・社会参加の支援） 

（高齢者の生きがいの場の創出）    等 

11 鉾田市福祉事務所 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○行政執務機能 

（必要な諸室の確保） 等 

12 鉾田保健センター 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○行政執務機能     ○防災拠点機能 

○環境配慮機能     ○社会変化対応機能 

○健康・福祉機能   

（多様な保健ニーズへの対応） 

（市民の健康を支える場の創出）    等 
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13 こども家庭センター 

○市民サービス機能   ○福祉窓口機能 

○行政執務機能 

（必要な諸室の確保） 等 

  

  

②新たに整備を行う公共施設                       

№ 施設名 必要となる機能 

14 防災拠点設備・施設 
○防災拠点機能 

（災害対応拠点機能の強化） 等 

15 消費生活センター 

○市民サービス機能  ○福祉窓口機能 

○行政執務機能 

（必要な諸室の確保）    等 

16 
地域職業相談室 

（ふるさとハローワーク） 

○市民サービス機能  ○福祉窓口機能 

○行政執務機能 

（必要な諸室の確保）    等 

17 （仮）市民ホール 

○市民サービス機能  ○福祉窓口機能 

○協働機能      ○行政執務機能 

○防災拠点機能    ○環境配慮機能 

○社会変化対応機能 

○生活・文化機能／学習・教育機能 

（文化芸術に親しむ場の創出） 

（生涯にわたり学べる場の創出） 

（市民の活動・交流を支える場の創出） 等 

  

※上記機能を中心に基本計画でさらに検討を進めることとします。 

 ※上記の他、飲食機能（飲食スペース）については、建物内、敷地内、周辺地で検討を行

っていくこととします。 

 

  ①市民サービス機能          ②福祉窓口機能 

  ③議会機能              ④協働機能 

  ⑤行政執務機能            ⑥防災拠点機能 

  ⑦環境配慮機能            ⑧社会変化対応機能 

  ⑨生活・文化機能／学習・教育機能   ⑩健康・福祉機能 

 

 

  

新庁舎に必要となる機能 

公共施設に必要となる機能 
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第８章 再編整備の建設候補地について 

 １．建設候補地の選定等要件 

 （１）建設候補地の選定の基本的な考え方 

 （２）建設候補地の選定要件の整理 

 （３）建設候補地となる市有地の抽出条件の整理 

 ２．建設候補地の選定 

  （１）建設候補地となる市有地の抽出 

  （２）建設候補地となる市有地の評価項目 

  （３）建設候補地となる市有地の比較評価 

  （４）建設候補地となる市有地の決定 

                                         

 

１．建設候補地の選定等要件 

（１）建設候補地の選定の基本的な考え方 

  本構想については、建設候補地を前計画からの大きな見直し事項としています。建設候

補地については、事業費抑制（用地購入費等）及び市有地利活用の観点から、市有地を中

心に検討を行いました。 

 そして、建設候補地の選定の手順としては、まず、建設候補地の選定要件を設定し、そ

の上で市有地の抽出を行い、比較評価を行った上で、建設候補地の決定とすることとしま

した。なお、２拠点整備を踏まえ、市有地の中から２箇所を建設候補地とすることとしま

した。 

 

（２）建設候補地の選定要件の整理 

  建設候補地の選定にあたり、市内全域からの抽出は困難であるため、まず建設候補地の

選定要件の整理を行い、以下のとおりとしました。 

  

【建設候補地の選定要件】 

① 鉾田市洪水・津波ハザードマップの危険区域外の範囲 

② 人口重心及び市域形状的中心（地理的中心）から半径３km以内の範囲 

③ 幹線道路等と近接・隣接している範囲 

 

【各選定要件の詳細】 

①鉾田市洪水・津波ハザードマップの危険区域外の範囲 

   新庁舎及び公共施設は、防災拠点としての機能が求められることから、洪水・津波の

被害が想定される範囲を除外する必要があります。よって、鉾田市洪水・津波ハザード

マップの危険区域は選定から除外することとしました。 
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②人口重心及び市域形状的中心（地理的中心）から半径３km 以内の範囲 

    建設候補地の選定にあたっては、要件を定めずに、市全域からすべての市民にとっ

て平等で利便性の高い場所を選定することは困難です。したがって、「人口」と「地理」

の２つの視点から平等で利便性の高い一定の範囲を定め、その範囲の中から建設候補

地を選定することとしました。 

 

   ア．一定の範囲の設定 

 一定の範囲の設定については、徒歩及び自転車を考慮した範囲とし、その上で、『歩

いて暮らせるまちづくりに関する世論調査』（内閣府、Ｈ21.7 調査）小都市（10 万人以

下）の結果を参考に、以下のとおり検討しました。 

  

▲ 鉾田市洪水・津波ハザードマップ 
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   ○歩いて行ける範囲の移動手段 

歩いて行ける範囲…501ｍ～1,000ｍ（39.2％） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

     ○自転車で行ける範囲の移動手段 

自転車で行ける範囲…1,001ｍ～3,000ｍ（36.2％） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   歩いて行ける範囲は１ｋｍ、自転車で行ける範囲は３ｋｍまでの割合が高い結果にな

っています。このことから、半径３ｋｍの範囲を一定の範囲と設定しました。 

 

 

 イ．人口重心から半径３ｋｍ以内の範囲 

     「人口」の視点については、人口重心を設定しました。人口重心は、人口分布の総合

的な指標であり、地域内の人口の増減による人口分布の偏りによって変化します。５

年ごとに行われる国勢調査の結果から、全国及び市町村ごとに人口重心の位置（緯度

経度）が公表されており、本市については、『北緯 36.170034、東経 140.525526』（R2

国勢調査結果より）が人口重心になっています。この人口重心から一定の範囲（半径

３ｋｍ）を人口の視点からの選定する範囲としました。 

    ※人口重心は、市全体の人口バランスが取れる地点で、市内に住むすべての人にと

って理論上平等な場所であり、人口重心を中心として建設候補地を設定すること

で、市民から新庁舎及び公共施設までの距離を理論上平等に設定することができ

ます。  
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＜人口重心から半径３ｋｍの範囲＞ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ウ．市域形状的中心（地理的中心）から半径３ｋｍ以内の範囲 

     「地理」の視点については、市域形状的中心（地理的中心）を設定しました。本市の

東西南北の最端部の座標から北緯・東経の中間点を計算し、本市の市域形状的中心（地

理的中心）を便宜上算出しました。算出の結果、中心が『北緯 36.169958、東経

140.512972』となり、この中心から一定の範囲（半径３ｋｍ）を地理の視点からの選定

する範囲としました。 

※市域形状的中心（地理的中心）付近に建設候補地を設定することで、市全域から新

庁舎及び公共施設までの距離を平均的にすることができます。 

＜市域形状的中心（地理的中心）から半径３ｋｍの範囲＞ 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◀ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 

◀ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 
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エ．選定する範囲のまとめ 

   前述したアからウを踏まえ選定する範囲は、人口重心又は市域形状的中心から半径

３ｋｍの範囲とすることとします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③幹線道路等と近接・隣接している範囲 

   庁舎・公共施設の利用者の主な来庁手段は、自動車の割合が多くなることが想定され

ます。よって、選定においては、幹線道路（１級市道を含む）に近接・隣接等している

ことを要件として設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

半径３km の範囲 

幹線道路 

凡例  

 主要箇所 …  

人口重心又は市域形状的中心から半径３km の範囲 

人口重心 

市域形状的中心(地理的中心) 

▲ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 

▲ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 
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（３）建設候補地となる市有地の抽出条件の整理 

  次に、建設候補地となる市有地を抽出するにあたり、以下のとおり抽出条件の整理を行

いました。 

【抽出する市有地の条件】 

①市有地の面積が 10,000 ㎡以上 

    新庁舎及び公共施設の想定敷地面積は前構想において、約４ha （40,000 ㎡）であり、

一定の面積を有しない市有地については、建設候補地としての優位性を見いだすのは

難しいと判断しました。（用地購入面積が大きくなるため）そのため、２拠点整備を前

提に、前構想の想定敷地面積を２分割した 20,000 ㎡の半分に当たる 10,000 ㎡以上の

市有地を建設候補地として抽出しました。 

②他事業で利用されていないもの 

    現在、他事業で利用されていない市有地を対象とします。ただし、本事業の集約化・

複合化の対象施設で使用されている市有地は対象とします。 

 

２．建設候補地の選定 

（１）建設候補地となる市有地の抽出 

  前述の「建設候補地の選定要件の整理」及び「建設候補地となる市有地の抽出条件の

整理」をもとに、以下のとおり建設候補地となる市有地の抽出を行いました。 

「現庁舎市有地」、「飯名地区市有地」、「旧諏訪小学校市有地」、「旧当間小学校市有地」、

「桜本地区市有地」を建設候補地として抽出 

※「旧新宮小学校市有地」、「旧鉾田小学校市有地」、「旧串挽小学校市有地」などについ

ては、面積要件を満たさないため除外しました。 

 

  
建設候補地の市有地 

旧当間小学校 

飯名地区 

旧諏訪小学校 

現庁舎 

桜本地区 

▲ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 
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（参考）色別標高図 

旧当間小学校 

飯名地区 

現庁舎 

桜本地区 

旧諏訪小学校 

▲ 国土地理院「地理院地図」を基に作成 
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現庁舎市有地                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎情報 

所在地 鉾田 1444-1 他 

市有地面積 約 22,200 ㎡ 
（上記他借地約 8,000 ㎡有） 

現在用途 
庁舎 

その他公共施設 

用途区域 

第二種住居地域 

第一種中高層住居 

専用地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

接道 

県道 

水戸鉾田佐原線 

Ｗ≒12ｍ 

 

市道 

Ｗ≒10ｍ 

Ｗ≒5ｍ 

 

約 2,520㎡ 

（二住） 

約 1,008㎡ 

（二住） 

約 13,150㎡ 

（二住） 

【施設・道路配置】 

【市有地面積】                

市道 

福祉事務所等 

図書館 

中央公民館 

鉾田市役所 

【抽出した市有地の詳細】 

約 5,590㎡ 

※平地部分は約 3,850㎡ 

（一中高） 

保健ｾﾝﾀｰ 
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飯名地区市有地                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎情報 

所在地 飯名 484-7 他 

市有地面積 約 27,200 ㎡ 

現在用途 更地 

用途区域 第二種住居地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

接道 

県道 

水戸鉾田佐原線 

Ｗ≒15ｍ 

 

市道 

Ｗ≒3ｍ 

  

  

 

【施設・道路配置】 

【市有地面積】 

約 27,200㎡ 

（二住） 

市道 
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旧諏訪小学校市有地                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎情報 

所在地 柏熊 983 他 

市有地面積 約 18,500 ㎡ 

現在用途 学校用地（閉校） 

用途区域 無指定 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

接道 

県道 

水戸鉾田佐原線 

Ｗ≒10ｍ 

 

校舎 

体育館 

【施設・道路配置】 

【市有地面積】 

約 18,500㎡ 

（無指定） 
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旧当間小学校市有地                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎情報 

所在地 当間 2122-6 他 

市有地面積 約 11,300 ㎡ 

現在用途 学校用地（閉校） 

用途区域 無指定 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

接道 
市道 

Ｗ≒4ｍ 

 

約 11,300㎡ 

（無指定） 

【施設・道路配置】 

【市有地面積】 

校舎 

体育館 
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桜本地区市有地                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎情報 

所在地 鉾田 679-12 他 

市有地面積 約 12,300 ㎡ 

現在用途 更地 

用途区域 
第一種低層住居専用

地域及び無指定 

建ぺい率 40％ 

容積率 80％ 

接道 
市道 

Ｗ≒3.5ｍ 

 

※その他近隣に市有地(約 13,400 ㎡) 

  がある。ただし、幹線道路等に 

近接・隣接していない。 

 

【施設・道路配置】 

【市有地面積】 

約 895㎡ 

（無指定） 

約 3,290㎡ 

（無指定） 

 

約 1,134㎡ 

（一低） 

約 1,535㎡ 

（一低） 

約 5,467㎡ 

（一低） 
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 （２）建設候補地となる市有地の評価項目 

建設候補地の選定については、２拠点整備の方向性を踏まえ、立地上の利便性のみな

らず様々な要因から５箇所の市有地を建設候補地として評価する項目を設定しました。

なお、今回の評価については、建設候補地が市有地に限定されているため、より具体的

な７つの評価項目の設定をしました。 

①安全性                                       

   ・土砂災害警戒区域の該当について（災害危険性の低い土地の選定） 

   ・緊急輸送道路への接道状況について（災害時の連絡や輸送ルートの確保） 

 

②アクセス利便性                                   

・県道及び市道への接道状況について（自家用車やデマンドタクシー等によるアクセ

ス性の確保） 

   ・複数道路への接道について（複数の出入口の確保） 

    ※車両のすれ違いが困難である狭隘な道路（幅員 4ｍ未満）は評価対象としない 

 

③整備コストの縮減可能性                                     

 ・仮設整備及び移転費用発生の可能性について（庁舎等の仮設整備及び移設費用の発

生による事業費増大の抑制） 

・建設工事制約の状況について（既存建物の解体等による事業スケジュールや工事制

約の影響を最小限に抑制） 

 

④インフラの整備状況                                     

・上下水道の整備状況について（既インフラの活用による事業費抑制） 

・雨水排水先の整備状況について（既インフラの活用による事業費抑制） 

 

⑤都市計画との整合性                                       

・用途指定による建築の制限の有無について（用途指定による建物の用途・規模等へ

の影響の抑制） 

・都市機能誘導区域の指定状況について（国交付金の活用による市の財政負担軽減） 

 

⑥中心市街地との連携                                    

   ・用途地域の設定状況について（中心市街地との近接性による連携） 

    ※中心市街地の位置づけ…市役所を含む用途地域が指定された地域 

 

⑦市有地の形状等                                       

   ・敷地の面積について（民有地取得による事業費増大の抑制） 

   ・一団性の有無について（敷地内の建物等の配置の制約を最小限に抑制） 
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（３）建設候補地となる市有地の比較評価 

   建設候補地の評価項目を踏まえ、５箇所の市有地の建設候補地について、７つの評価

項目により比較評価を行いました。 

              

【比較表】 〇：適している △：課題はあるが概ね適している ×：課題が大きい 

 現庁舎 飯名地区 
旧諏訪 

小学校 

旧当間 

小学校 
桜本地区 

①安全性 〇 〇 〇 △ △ 

②アクセス利便性 〇 △ △ × × 

③整備コストの縮減可能性 × 〇 △ △ 〇 

④インフラの整備状況 〇 △ △ △ △ 

⑤都市計画との整合性 〇 〇 △ △ × 

⑥中心市街地との連携 〇 〇 × × 〇 

⑦市有地の形状等 〇 〇 △ △ × 

総合評価 ◎ 〇 △ △ △ 

 

【評価内容】 

①安全性 

〇：土砂災害警戒区域外かつ緊急輸送道路に面している 

△：土砂災害警戒区域外又は緊急輸送道路に面している 

×：土砂災害警戒区域外かつ緊急輸送道路に面していない 

②アクセス利便性 

〇：幅員４ｍ以上の複数の道路に接道している 

△：幅員４ｍ以上の１つの道路に接道している 

×：幅員４ｍ以上の道路に近接している 

③整備コストの縮減可能性 

〇：更地 

△：解体する既存施設があるかつ作業可能な平地が十分確保されている 

×：解体する既存施設があるかつ作業可能な平地が十分確保できない 

④インフラの整備状況 

〇：上下水道及び雨水排水処理が整備済み 

△：上下水道及び雨水排水処理の整備が一部未整備 

×：上下水道及び雨水排水処理が未整備 
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⑤都市計画との整合 

〇：都市機能誘導区域内かつ用途指定による建築制限なし 

△：都市機能誘導区域外かつ用途指定による建築制限なし 

×：用途指定による建築制限あり 

⑥中心市街地との連携 

〇：中心市街地（用途地域）との近接性がある 

△：－ 

×：中心市街地（用途地域）との近接性がない 

⑦市有地の形状等 

〇：面積 20,000 ㎡以上かつ一団の土地 

△：面積 20,000 ㎡以上又は一団の土地 

×：面積 20,000 ㎡以下かつ分散した土地 

 

（４）建設候補地となる市有地の決定 

５箇所の市有地の比較評価により、「現庁舎市有地」及び「飯名地区市有地」を本事

業の建設候補地としました。 
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第９章 ２拠点のコンセプト及び整備する公共施設について 

 １．２拠点のコンセプトの設定 

  （１）２拠点におけるコンセプトの設定 

  （２）２拠点としてのコンセプトの設定 

 ２．２拠点で整備する公共施設 

  （１）再編整備を行う公共施設の分類 

  （２）２拠点で整備する公共施設 

 ３．２拠点整備による効果 

                                       

 

１．２拠点のコンセプトの設定 

２拠点整備にあたり、前章で建設候補地とした「飯名地区市有地」と「現庁舎市有地」

について、それぞれの地域特性や周辺の土地利用状況等を踏まえたコンセプトを設定しま

した。さらに、２つの拠点が連携し、相乗効果を図る必要があることから、２拠点を一体

的にとらえたコンセプトについても設定しました。 

 

（１）２拠点におけるコンセプトの設定     

   ①飯名地区市有地                                    

 ＜土地等の特徴＞ 

東関東自動車道の鉾田ＩＣに近接しており、水戸鉾田佐原線（環状線）にも接道して

いることから、防災時における広域的な対応及び支援物資の効率的な輸送に適した候

補地であり、防災対応拠点として優れています。 

また、飯名地区市有地では、以前に「（仮称）鉾田市民交流館整備事業」、「（仮称）

鉾田市子育て・コミュニティセンター整備事業」を計画していましたが、いずれの事業

も中止となったことから現在は更地となっています。 

 ＜拠点化としての方向性＞ 

   土地の特性を活かし、飯名地区市有地については、以下のとおり拠点としての機能

整備を図っていきます。さらに、現在、更地であり整備期間の短縮も可能であること

から、合併特例債の活用を予定している新庁舎整備に適していると判断しました。 

◎防災対応総合拠点 

◎行政・福祉の総合拠点 

◆行政・福祉の総合拠点として、公用施設の集約化・複合化を図ります。 

    

＜コンセプトの設定＞ 

 ・行政系施設及び保健・福祉施設の集約化・複合化による、利用者の利便性の向上 

 ・行政系施設の集約化・複合化による、効率的な行政運営の推進 

 ・保健・福祉施設の集約化・複合化による、福祉行政の充実の推進 

 ・防災対応総合拠点整備による、防災対応力の強化 

 ・東関東自動車道鉾田 IC及び水戸鉾田佐原線（環状線）を活かした利便性の向上 

 

  

『新たな行政・福祉拠点として優しい利用環境の創出』 
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  ②現庁舎市有地                                  

 ＜土地等の特徴＞ 

周辺には、茨城県立鉾田第一高等学校、茨城県立鉾田第二高等学校、鉾田市立鉾田南

中学校が立地する歴史がある文教地区の一角です。日常的に図書館や鉾田中央公民館

などの社会教育施設の利用が多い候補地であり、学習活動や文化活動の場として適し

ています。また、大洗鹿島線新鉾田駅から徒歩 10分程度であり、公共交通機関の利便

性が高い候補地です。 

現在は、現庁舎、鉾田中央公民館、図書館、鉾田保健センターなどの建物があること

から、取り壊し後に整備を行うこととなります。 

 

 ＜拠点化としての方向性＞ 

   土地の特性を活かし、現庁舎市有地については、以下のとおり拠点としての機能整

備を図っていきます。なお、旧鉾田町時代から町役場があり、文教地区と併せて人の

交流が盛んであったことから、社会教育系施設の整備に適していると判断しました。 

◎防災対応支援拠点 

◎人と生活・文化の交流拠点   

◆人と生活・文化の交流拠点として、公共施設（公の施設）の集約化・複合化を

図ります。 

 

＜コンセプトの設定＞ 

 ・社会教育系施設の集約化・複合化による、利用者の利便性向上の推進 

 ・社会教育系施設の集約化・複合化による、文化・芸術活動の推進 

 ・防災対応避難者支援拠点整備による、防災対応力の強化 

 ・文教地区の特性を活かした「にぎわい」づくりの推進 

 

 

『新たな文化拠点として豊かな学びと交流空間の創出』 

 

 ※公用施設は自治体などの行政主体自らの事務や事業を遂行するために使用する施 

設を指し、公共施設（公の施設）は地域住民の共同の福祉・利便のために利用され

る施設全般を指します。 

 

 

（２）２拠点としてのコンセプトの設定 

今回の２拠点整備においては、それぞれの拠点を単独のものとして捉えるのではなく、

一体的に連携して相乗効果を図る必要があります。 

 

＜２拠点の相乗効果を図る取り組み＞ 

・鉾田 IC、新鉾田駅など公共交通を活かした面整備として検討を行っていきます。 

・２つの拠点に公共施設を集約することで、機能分担による行政サービスや交流、生

活利便性の充実を図ります。 
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・人が集い、交流が生まれる空間づくりによる、市街地（まち）のにぎわい創出を図

ります。 

・多様な機能が調和し、活力ある拠点と地域が一体となる共創の形成を図ります。 

・異なる性質をもつ２拠点と、その間で作り出される人の流れから、まちの新たなエ

ネルギー（まちづくり・にぎわい）を生み出します。 

 

 

   ＜２拠点としてのコンセプト＞ 

『２拠点を中心としたまちづくりと市街地のにぎわい創出』 

    飯名地区市有地に公用施設を中心に整備することによる新たなまちづくり（地域

活性化）と現庁舎市有地に公共施設（公の施設）を中心に整備することによるまち

づくりの継承を図りつつ、相互連携による市街地のにぎわい創出を目指します。 

 

 

 

 

   

  

※コンセプトのイメージ 



76 

２．２拠点で整備する公共施設 

飯名地区市有地と現庁舎市有地については、それぞれの立地特性等を踏まえた上で、拠点

のコンセプトに基づき、それぞれの市有地で整備する公共施設の検討を行いました。  

 

（１）再編整備を行う公共施設の分類 

再編整備の対象とする公共施設については、第５章で記載したとおりですが、これらの 17

の公共施設について、大きく３つの機能に分類し、整理しました。 

 

  ①行政系施設・産業系施設                            

  住民サービスの提供と行政運営の中心的役割を担い、各種手続きや相談対応を行いま

す。また、災害時においては対策本部等の防災拠点として、情報収集・発信や関係機関と

の連携を行うなど、平常時、非常時の双方に対応可能な機能を有します。 

【該当施設】 

  （１）鉾田市役所      （２）鉾田市役所付属庁舎  （３）仮設相談室  

（４）農業振興センター   （５）原子力防災倉庫    （６）防災倉庫  

（１４）防災拠点設備・施設 （１５）消費生活センター  （１６）地域職業相談室 

 

  ②保健・福祉施設                               

  子育て支援、高齢者福祉、障害福祉、保健サービスなど、住民の生活を総合的に支え、

誰もが安心して利用できる相談支援や健康づくりの推進を通じて、地域全体の福祉の向

上を図るための機能を有します。また、行政機能との連携により、各種手続きや支援を切

れ目なく提供できる体制を構築する機能を有します。 

【該当施設】 

（９）老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会） 

（１０）ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター）  （１１）鉾田市福祉事務所  

（１２）鉾田保健センター  （１３）こども家庭センター 

 

  ③社会教育系施設                                  

住民の学びや交流の機会を創出し、地域コミュニティの活性化を促進する役割を担う

機能を有します。また、生涯学習活動や文化活動の拠点として、多世代が気軽に集い交流

できる場を創出する機能を有します。 

【該当施設】 

（７）図書館    （８）鉾田中央公民館   （１７）（仮）市民ホール 
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（２）２拠点で整備する公共施設 

  ２拠点のそれぞれのコンセプトと前述の機能分類をもとに、整備する公共施設の検討を

行いました。 

飯名地区市有地については、「新たな行政・福祉拠点として優しい利用環境の創出」とい

うコンセプトのもと、①行政系施設・産業系施設と②保健・福祉施設の公用施設を整備す

ることとし、現庁舎市有地については、「新たな文化拠点として豊かな学びと交流空間の創

出」というコンセプトのもと、③社会教育系施設の公共施設を整備することとします。 

 

 

 

 （１）鉾田市役所 （２）鉾田市役所付属庁舎 （３）仮設相談室 

（４）農業振興センター （５）原子力防災倉庫 （６）防災倉庫 

（１４）防災拠点設備・施設 （１５）消費生活センター （１６）地域職業相談室 

 （９）老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会） 

（１０）ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター） 

（１１）鉾田市福祉事務所 （１２）鉾田保健センター （１３）こども家庭センター 

 

  

 

（７）図書館 （８）鉾田中央公民館 （１７）（仮）市民ホール 

 

※上記については、整備する施設を示しているものであり、各施設の建物の組み合わせ等につ

いては今後、基本計画において検討を行うものとします。 

 

 

 

 

 

      

飯名地区市有地 

現庁舎市有地 
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３．２拠点整備による効果 

 今回の庁舎・公共施設の２拠点整備による効果について、次のとおりまとめました。本整

備は、飯名地区市有地と現庁舎市有地の２拠点において整備を行うため、その効果を最大限

図る必要があります。 

（１）市民（公共施設利用者）の利便性の向上 

＜市民の利便性向上と将来を見据えた施設機能の整備＞ 

 ・現在、市内に点在している公共施設を機能ごとに整理し、集約化・複合化を進めること

で、利用者の利便性の向上を図ります。 

・現庁舎市有地には福祉事務所などの公共施設が集中していますが、これらは計画的に配

置されたものではなく、動線など利用者の利便性に課題があります。これらの施設を目

的による機能別に、２拠点に整備することで、利用者がよりスムーズに利用できる環境

を整えていきます。 

№ 施設名 機能分類 整備する市有地 

１ 鉾田市役所(車庫、公用車車庫を含む) ①行政・産業系施設 飯名地区 

２ 鉾田市役所付属庁舎 ①行政・産業系施設 飯名地区 

３ 仮設相談室 ①行政・産業系施設 飯名地区 

４ 農業振興センター  ①行政・産業系施設 飯名地区 

５ 原子力防災倉庫 ①行政・産業系施設 飯名地区 

６ 防災倉庫 ①行政・産業系施設 飯名地区 

７ 図書館 ③社会教育系施設 現庁舎 

８ 鉾田中央公民館 ③社会教育系施設 現庁舎 

９ 
老人福祉センターともえ荘 
（社会福祉協議会） 

②保健・福祉施設 飯名地区 

１０ 
ワークプラザ鉾田 
(シルバー人材センター) 

②保健・福祉施設 飯名地区 

１１ 鉾田市福祉事務所 ②保健・福祉施設 飯名地区 

１２ 鉾田保健センター ②保健・福祉施設 飯名地区 

１３  こども家庭センター ②保健・福祉施設 飯名地区 

１４ 防災拠点設備・施設 ①行政・産業系施設 飯名地区 

１５ 消費生活センター ①行政・産業系施設 飯名地区 

１６ 地域職業相談室 ①行政・産業系施設 飯名地区 

１７ （仮）市民ホール ③社会教育系施設 現庁舎 



79 

（２）災害に強いまちづくり 

＜防災拠点の機能強化、災害時の復旧力の向上＞ 

 ・本市においても今後発生が懸念される首都直下地震などに対応するための災害拠点の整

備が求められています。また、近年は線状降水帯の発生による記録的な大雨などの災害

の頻度が増加傾向にあり、そのような災害に迅速に対応できる機能が求められています。 

 ・２拠点整備とすることでバックアップ機能の強化が図られ、一方の拠点が被災しても、

もう一方の拠点で災害対応を行うことが可能であり、また、行政機能を継続することも

可能となることから災害時の復旧力の向上に期待できます。（災害時にはそれぞれの役割

に応じた機能を担い、非常時には補完可能な機能を担います。） 

（３）将来世代への負担の軽減 

＜最大限の公共施設の集約化・複合化＞ 

 ・公共施設については、令和２年度に策定した「鉾田市公共施設等個別施設計画」におい

て、将来人口の減少から、公共建築物の保有量（延床面積）を 40年間で 30％削減する目

標及び公共施設の適正配置計画が掲げられており、その着実な実行が求められています。 

 ・建築後 30年以上が経過した公共施設の老朽化対策は、市にとって喫緊の課題であります。

現在の公共施設の集約化・複合化を行うことで、将来にわたる維持管理費を抑制し、利

便性の高い公共サービスの提供を目指します。 

（４）新たなまちづくり（地域活性化）の可能性 

＜周辺インフラを含めたまちづくりの視点での整備＞ 

・新庁舎及び公共施設を２拠点において整備することにより、各拠点へ向けて「新たな人

の流れ」ができ、人の流れは地域活性化の可能性を秘めています。 

 ・公共施設の再編整備に併せて、インフラ整備を中心とした周辺整備を行うことにより、

地域の活性化につながるまちづくりを推進します。 

（５）文化活動・市民活動等の支援 

＜文化醸成、コミュニティ活動の機能強化＞ 

 ・文化醸成及び市民活動の活性化を図る観点から公民館機能だけでは賄えない機能（市民

ホールなど）を整備することで文化醸成・コミュニティ活動の活性化が見込まれます。 

 ・公共施設の集約化・複合化により、各施設の相互利用及び一体的な利用が可能となるこ

とから、それぞれの施設が単独である場合と比較すると、文化醸成・コミュニティ活動

の機能強化が図れます。 

（６）コストの削減等 

 ・集約化・複合化によるスケールメリットを活かした施設のエネルギー管理、光熱費管理

などの効率化が見込まれ、温暖化対策が図れます。 

・集約化・複合化により、会議室、駐車場などの相互利用が可能となり、コスト削減が見込

まれます。さらに、職員の移動時間の軽減などにより、目に見えないコストの削減も図

れます。 
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・現時点で想定される面積の削減については、以下のとおりとなります。（前構想における

検討結果より） 

①延床面積 

   ア．同様の施設スペースを考慮した削減 

    ・鉾田中央公民館及び（仮）市民ホールにおいて、市民活動スペースが計上されて

いることから、（仮）市民ホールにおける延床面積の削減を図ります。（△300 ㎡） 

    ・老人福祉センターともえ荘及びワークプラザ鉾田において、同様の研修（会議室）

スペースが計上されていることから、老人福祉センターにおける延床面積の削減

を図ります。（△170㎡） 

イ．新庁舎への機能集約を考慮した削減 

    ・消費生活センター、職業相談室については、新庁舎への機能集約により延床面積

の削減を図ります。 

消費生活センター △ 60～ 90 ㎡ 

職業相談室    △ 80～120 ㎡ 

             計      △140～210 ㎡ 

 

会議室など共用が想定される機能を考慮した削減 

   ・一般的に集約化・複合化により、会議室、事務スペース、休憩スペースなどの削減

を図れるとされており、本市においては、面積及びレイアウト等について、未確定で

すが、今後の基本計画以降でさらに削減を図っていきます。 

   

 

②建築面積 

建築面積については、公共施設の建築における組み合わせは基本計画において検討

することとしているため、基本構想における削減効果は見込まないものの、基本計画

以降で削減を行います。 
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第１０章 再編整備を行う公共施設の規模について 

 １．規模の算定の考え方 

  （１）再検討における規模の算定の考え方 

  （２）規模の算定の主な手順 

  （３）個別算定を行う公共施設 

２．新庁舎の規模の算定 

（１）新庁舎の規模の算定の概要  

（２）算定の手法及び条件 

（３）建物規模（延床面積）の仮算定 

（４）建物規模（延床面積）の算定 

（５）建物規模（建築面積）の算定 

（６）駐車場規模（台数及び面積）の算定 

（７）新庁舎の規模のまとめ（建物規模・駐車場規模） 

 ３．公共施設の規模の算定 

（１）公共施設の規模の算定の概要  

（２）算定の手法及び条件 

（３）建物規模（延床面積）の仮算定 

（４）建物規模（延床面積）の算定 

（５）建物規模（建築面積）の算定 

（６）駐車場規模（台数及び面積）の算定 

（７）公共施設の規模のまとめ（建物規模・駐車場規模） 

 ４．２拠点で整備する公共施設の規模 

  （１）前構想との比較 

  （２）飯名地区市有地で整備する公共施設の規模 

  （３）現庁舎市有地で整備する公共施設の規模 

  （４）２拠点の市有地面積との整合性 

  （５）再編整備を行う公共施設規模のまとめ 

                                       

 

１．規模の算定の考え方 

（１）再検討における規模の算定の考え方 

  前構想では、「大まかな規模を把握すること」を目的に施設規模の算定を行いましたが、

本構想においては、市としての事業の方向性を明確にするために一般的に基本計画以降で

組み込む「人口減少」や「事業費抑制」等の観点を一定程度考慮しました。 

  したがって、前構想で算定した施設規模である延床面積及び建築面積について削減を図

りました。 
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（２）規模の算定の主な手順 

  規模の算定については、主に以下の手順により行いました。また、それぞれの公共施設

を単独で整備すると仮定し、算定しています。なお、建物の組み合わせについては、最大

限の建物の集約化を図ることを前提に、基本計画で検討していくこととします。 

 ＜規模の算定の手順＞ 

①各公共施設から、建物の延床面積の個別算定を必要とする施設の抽出 

②前計画をベースにしつつ、各公共施設の延床面積を仮算定 

  ③仮算定した延床面積に、「人口減少」及び「事業費抑制」の観点等による延床面積の削

減を加味した上で算定 

  ④算定した延床面積から建築面積を算定 

  ⑤駐車場面積を算定 

  ⑥建築面積、駐車場面積、緑地面積から敷地面積を算定 

 

（３）個別算定を行う公共施設  ＜規模の算定手順①＞ 

 ①再編整備を行う公共施設の現況と個別施設計画における想定 

  再編整備を行う公共施設について、現況の延床面積と個別施設計画において想定されて

いる延床面積は、以下のとおりとなります。新たに整備を行う公共施設を含め、これらの

面積を参考にしつつ、再編整備を行う公共施設の規模の算定を行います。 

 

Ⅰ．集約化・複合化する公共施設（既存施設）            （単位：㎡） 

№ 施設名 現況 個別施設計画 

1 鉾田市役所（車庫、公用車車庫を含む） 4,624 

8,556 
2 鉾田市役所付属庁舎（旧地籍調査課） 208 

3 仮設相談室 26 

4 農業振興センター 510 

5 原子力防災倉庫（鉾田市役所敷地内） 30 30 

6 防災倉庫 50 50 

7 図書館 943 943 

8 鉾田中央公民館 1,876 1,876 

9 老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会） 1,967 

3,162 
10 ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター） 369 

11 鉾田市福祉事務所 541 

12 鉾田保健センター 1,754 

13 こども家庭センター  211 計画なし 

 計 13,109 14,617 
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 Ⅱ．新たに整備を行う公共施設                    （単位：㎡） 

№ 施設名 現況 個別施設計画 

14 防災拠点設備・施設 － － 

15 消費生活センター － － 

16 地域職業相談室 － － 

17 （仮）市民ホール － － 

 計 － － 

  ※新たに整備するものであるため、現時点において施設等は有していません。 

 

②個別での延床面積の算定を行わない施設 

  公共施設については、個別の施設規模の算定を行いますが、例外的に以下に示す各施設

は個別での延床面積の算定を行わないこととします。 

 ア.「№1 鉾田市役所（車庫、公用車車庫を含む）」の延床面積に含む施設  

   以下に示す各施設は、いずれも事務室機能や会議室機能等により構成されており「新

庁舎」で算定する延床面積に含まれることから、個別での延床面積の算定を行わないこ

ととします。 

№ 施設名 

2 鉾田市役所付属庁舎 

3 仮設相談室 

4 農業振興センター 

11 鉾田市福祉事務所 

13 こども家庭センター 

 

イ.「№14 防災拠点設備・施設」の延床面積に含む施設  

以下に示す各施設は、いずれも災害時に活用する備蓄品等を保管する倉庫であり、新

たに整備する「防災拠点設備・施設」の中で対応可能なことから、個別での延床面積の

算定を行わないこととします。 

№ 施設名 

5 原子力防災倉庫 

6 防災倉庫 

 

 

 ③個別で算定を行う公共施設 

  上記②の施設を除いた公共施設で、下記のとおり個別で算定を行うこととしました。ま

た、「飯名地区市有地」と「現庁舎市有地」で整備する公共施設の並び替えを行いました。 
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＜個別で算定を行う公共施設＞  

№ 施設名 区分 算定  

1 
鉾田市役所 

（車庫、公用車車庫を含む） 
既存 ○ 

飯名地区 

市有地 

2 鉾田市役所付属庁舎 既存 №1に含む 

3 仮設相談室 既存 №1に含む 

4 農業振興センター 既存 №1に含む 

5 原子力防災倉庫 既存 №12に含む 

6 防災倉庫 既存 №12に含む 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
既存 ○ 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
既存 ○ 

9 鉾田市福祉事務所 既存 №1に含む 

10  鉾田保健センター 既存 ○ 

11 こども家庭センター 既存 №1に含む 

12 防災拠点設備・施設 新設 ○ 

13 消費生活センター 新設 №1に含む 

14 地域職業相談室 新設 №1に含む 

15 図書館 既存 ○ 
現庁舎 

市有地 
16 鉾田中央公民館 既存 ○ 

17 （仮）市民ホール 新設 ○ 

 

 

２．新庁舎の規模の算定 

（１）新庁舎の規模の算定の概要  

基本構想においては、新庁舎の建物規模、駐車場規模、敷地規模等について、総務省の旧

基準、国土交通省の基準、近年整備された自治体庁舎事例などを踏まえつつ、大まかな規

模を把握することを目的に算定を行いました。 

各種手法により算定を行った上で、人口減少、事業費抑制を考慮した削減の検討を行い

ました。なお、この項目では「新庁舎」を単独で整備すると仮定した規模（建物規模・駐車

場規模）を算定します。 

 

（２）算定の手法及び条件 

 ①算定の手法（延床面積） 

  算定は、以下の手法を用いて算定し、それぞれの算定結果をもとに、規模の設定を行い

ます。 
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  ・総務省の旧基準 A（起債許可標準面積算定基準） 

  ・総務省の旧基準 B（市町村役場機能緊急保全事業における標準面積） 

  ・国土交通省の基準（新営一般庁舎面積算定基準） 

  ・他自治体の庁舎整備事例 

 

 ②算定の条件（延床面積、駐車場面積） 

■新庁舎において業務を行う職員数 

  今回の整備においては、窓口を新庁舎へ集約することを想定しているため、現在の本

庁舎に所属する部署のほか、保健センター、福祉事務所、水道事務所に所属する部署、教

育委員会に勤務する職員（旭総合支所）を、新庁舎において業務を行う職員数とします。

（水道事務所の委託業者分等については、県水道事業の統合を注視しつつ、基本計画に

おいて改めて算定することとします。） 

なお、職員数の見込みについては、第４次鉾田市定員適正化計画における最終年度（令

和９年度）の基準職員数は、令和５年度と同数となっており、今後も横ばいで推移するも

のと想定されます。よって、仮算定については、令和８年度時点での職員数を基準として

行うこととします。 

また、算定手法においては、対象とする職員数を正職員のみとしていますが、庁舎の勤

務実態として、会計年度任用職員等も業務を行っていることから、これらの職員も算定

に加えることとします。 

 

 【新庁舎において業務を行う職員数】 ※令和８年４月１日時点      （単位：人） 

 部長 課長 課長補佐 係長 一般職 正職員計 会計年度 全体計 

政策企画 1 4 5 10 17 37 5 42 

総務 1 3 6 5 9 24 2 26 

市民 1 3 5 8 22 39 11 50 

環境経済 1 3 4 5 17 30 11 41 

建設 1 3 3 6 11 24 3 27 

福祉保健 1 3 8 12 29 53 19 72 

福祉事務所 1 2 5 14 23 45 13 58 

会計 1 0 1 1 3 6 1 7 

教育 1 3 4 8 14 30 7 37 

上下水道 1 2 3 3 9 18 1 19 

議会 1 0 2 1 1 5 0 5 

農業委員会 1 0 1 2 3 7 2 9 

計 12 26 47 73 160 318 75 393 

新庁舎で業務を行う職員数は３９３人（会計年度任用職員含）とします。 
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【参考】※令和８年４月１日時点                    （単位：人） 

 正職員 会計年度 計 

現庁舎で業務を行っている職員数 181 38 219 

鉾田市全体の職員数 421 242 663 

 

 ■議員数 

  鉾田市議会議員の定数を定める条例に基づき、18名とします。 

 

 ■駐車場台数 

  駐車場台数のうち、来庁者に係る台数の算定については、「市・区・町役所の窓口事務

施設の調査」（関龍夫 著）及び「最大滞留量の近似的計算法」（岡田正光 著）をもとに行

います。そのほか、公用車については令和８年度時点の台数、職員・議員に係る台数につ

いては、先に示した「新庁舎において業務を行う職員数」「議員数」をもとに行います。 

 

（３）建物規模（延床面積）の仮算定   ＜規模の算定手順②＞ 

  算定の条件をもとに、４つの算定手法を用いて、以下のとおり仮算定を行いました。 

 

   ① 総務省の旧基準 A（起債許可標準面積算定基準）    

室名区分 職員数 
（人） 

換算率 
換算 

職員数 
(人) 

基準 

面積 
必要床面積(㎡) 

 役職区分 

事務室 

特別職 4  20 80 
職員 

1人 

あたり 

4.5 ㎡ 

360.0 

部長 12 9 108 486.0 

課長 26 5 130 585.0 

補佐・係長 120   2 240 1,080.0 

一般職 235 1 235 1,057.5 

小計 397  793  3,568.5 

倉庫 事務室面積×13％ 464.0 

会議室・トイレ等 職員数× 7㎡ 2,779.0 

玄関・廊下・階段等 (事務室+倉庫+会議室等)×40％ 2,724.6 

議場・委員会室・控室等 議員定数×35㎡ 630.0 

合計 網かけの合算 10,166.1 

 

  ◆ 総務省の旧基準 A により算定される延床面積を１０，１６６．１㎡とします。  

 

  ※職員換算率については、部長級を含む区分を適用するものとします。 

※当該基準については、市民交流や防災、福利厚生等のための面積が含まれていないた

め、必要に応じ上記面積に加算する必要があります。 
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② 総務省の旧基準 B（市町村役場機能緊急保全事業における標準面積） 

基準面積 … 職員１人あたり 35.3 ㎡（特別職は含まない） 

393人 × 35.3㎡ ＝ 13,872.9 ㎡ 

  ◆ 総務省の旧基準 B により算定される延床面積を１３，８７２．９㎡とします。 

 

   ③ 国土交通省の基準（新営一般庁舎面積算定基準）    

室名区分 職員数 
（人） 

換算率 
換算 

職員数(人) 
基準面積 必要面積(㎡) 

 役職区分 

事務室 

特別職 4 18 72.0 
職員１人 

あたり 

3.63 ㎡ 

(10％加算

含む) 

261.4 

部長 12 9 108.0 392.1 

課長 26 5 130.0 471.9 

課長補佐 47 2.5 117.5 426.6 

係長 73 1.8 131.4 477.0 

一般職 235 1 235.0 853.1 

小計 397  793.9  2,882.1 

付属 

会議室 職員 100人あたり 40 ㎡+10 人増毎 4㎡加算 176.0 

電話交換室 換算職員数 600人以上 68.0 

倉庫 事務室面積(加算前)×13％ 340.6 

宿直室 １人まで 10㎡+１人増毎 3.3 ㎡加算 10.0 

庁務員室 １人まで 10㎡+１人増毎 1.65 ㎡加算 10.0 

湯沸室 13㎡/箇所 39.0 

受付等 最小 6.5㎡ 6.5 

便所等 職員数×0.32 ㎡ 127.0 

医務室 職員 350人以上 95.0 

食堂等 職員 350人以上 161.0 

小計 区分「付属」の計 1,033.1 

その他 

加算 

議会 総務省基準を準用 630.0 

会議室等 不足分として加算（補足） 968.5 

小計 区分「その他加算」の計 1,598.5 

設備 

機械室 有効面積 5,000㎡以上 831.0 

電気室 有効面積 5,000㎡以上 131.0 

自家発電室 有効面積 5,000㎡以上 29.0 

小計 区分「設備」の計 991.0 

交通部分 各小計の合計の 35％ 2,179.3 

合計 網かけの合算 8,684.0 

  ◆ 国土交通省の基準により算定される延床面積を８，６８４．０㎡とします。 
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※会議室については当該基準に含まれているものの、現庁舎の会議室１室の大きさにも

満たなく、明らかに規模が足りていないため、総務省の旧基準 Aにおいて算定した

「会議室・トイレ等」の面積から、重複する項目（電話交換室、便所等）を引いた面

積を会議室の不足分として、加算しました。 

  ※当該基準については、国の一般庁舎の延床面積算定に用いられるものであり、自治体

が必要とする機能については、一部が含まれていません。用途に応じ、必要な面積を

加算する必要があります。今回の算定では、議会等と会議室の機能について、総務省

旧基準 A を準用し加算しました。そのほか、市民交流や防災、福利厚生等のための面

積が含まれていないため、必要に応じ上記面積に加算する必要があります。 

 

④ 他自治体の庁舎整備事例   

   他自治体の庁舎整備事例を参考として、建物規模を算定します。なお、職員数につい

て、現庁舎（219 人）と新庁舎（393 名を想定）に規模が近い自治体の事例を中心に、1,000

人以下の自治体の事例を参考としています。 

 

 【職員１人当たりの庁舎床面積】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・これらの各自治体の職員１人当たりの床面積の平均は 27.6 ㎡です。 

・ただし、実際の傾向として上図の累乗近似曲線（赤点線）が示すように、職員数が少ない

ほど職員１人当たりの床面積が大きく、職員数が多いほど職員１人当たりの床面積が小

さくなる傾向にあります。 

・上記を参考に、職員１人あたりの床面積について、平均値ではなく、実態に近い数値であ

る 25㎡/人と設定して算出した場合、以下のとおりとなります。 

 

職

員

一

人

当

た

り

の

床

面

積 

(㎡/人) 

※現在の鉾田市本庁舎（延床面積：3,984 ㎡ 職員数：219 人） 

393 

庁舎に勤務する職員（人） 想定職員数 
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基準面積 … 職員１人あたり 25㎡（特別職は含まない） 

393人 × 25㎡／人 ＝ 9,825.0 ㎡ 

 

  ◆ 他自治体の庁舎整備事例により算定される延床面積を９，８２５．０㎡とします。 

  

  ※各自治体の職員１人当たりの床面積の算出については、基本計画等に記載のある想定

職員数と、竣工後の延床面積等を用いて行いました。 

 

⑤延床面積の仮算定 

   各基準を用いた延床面積の仮算定結果は以下のとおりとなります。 

算定方法 算定した延床面積（仮算定） 

①総務省の旧基準 A  １０，１６６．１㎡ 

②総務省の旧基準 B １３，８７２．９㎡ 

③国土交通省の基準  ８，６８４．０㎡ 

④他自治体の庁舎整備事例 ９，８２５．０㎡ 

  上記のうち、①と③を用いて算定した延床面積については、市民交流や防災等に関する

機能を含めていないため、それらの機能を加えるためには床面積を加算する必要がありま

すが、基本構想段階においては、具体的な加算面積の算出は困難です。 

よって、床面積を包括的に算定している②と、他自治体の実績値である④を用いて算定

した延床面積の平均値をもとに、一定の幅（±1,000 ㎡）を持たせた上で、建物規模（延

床面積）の仮算定値とします。 

 ・②と④の平均値 （13,872.9＋9,825）÷2 

                     ＝ 11,848.9 ㎡ 

                     ≒ 11,000㎡（千㎡未満切捨） 

 

  ◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１０，０００㎡～１２，０００㎡とします。 

 

（４）建物規模（延床面積）の算定   ＜規模の算定手順③＞ 

  （３）において、新庁舎の建物規模（延床面積）の仮算定を行いましたが、これをもと

に人口減少に伴う職員数の減少、事業費抑制等の観点から、延床面積の削減の検討を行

いました。 

   なお、以下の①から③の観点から算定を行いました。 
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    ①人口減少を踏まえた職員数減少の仮定をした延床面積  

   ⇒2060 年頃(≒竣工から 30年後程度)の職員数を 330 人と仮定し試算 

    ②工事費の高騰を踏まえた事業費抑制の仮定をした延床面積  

   ⇒発注を想定する令和 11年度頃の工事費が前構想策定時比 33％増と仮定し試算 

    ③前計画において検討した延床面積  

   ⇒前計画の基本計画（策定途中）において、シミュレーションを行った延床面積で 

試算 

 

   ①人口減少を踏まえた職員数減少の仮定をした延床面積  

  今後の人口減少を踏まえ、職員数の減少を仮定した上で、「総務省の旧基準 B（市町村役

場機能緊急保全事業における標準面積）」及び「他自治体の庁舎整備事例」の手法を用いて

試算を行いました。 

 

ア．職員数の推移（2005 年を 100 とした場合） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・市町村等で働く職員の数は、平成の大合併による人員の適正化等により、全国、茨

城県内、鉾田市のいずれの場合も減少が続いていました。 

・ただし、2010 年代半ば頃を境に、全国及び茨城県内は増加傾向に転じており、鉾田

市は横ばいから若干の減少傾向で推移しています。 

・全国の人口は 2010 年国勢調査から減少が続いていますが、業務の多様化などにより、

職員数の減少に直結している状況ではありません。 

   ・鉾田市の第４次鉾田市定員適正化計画(令和 6 年度～令和 9 年度)では、新たな職員

配置の必要性や定年の段階的引き上げ等を踏まえ、職員の削減を目標とせず、長期

的視点を持って、安定した住民サービスの提供に必要な職員数の確保を目指し、現

在の職員数を維持する計画としています。 

   ・しかしながら、さらなる人口減少が想定されることから、以下のとおり仮定し、本

構想における鉾田市職員数の将来予測を行うものとします。 
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  イ．人口減少を踏まえた職員数減少の仮定 

 

 

 

 

 

 

    

・市町村合併に伴う職員数の減少は 2010 年代半ばまでに概ね進んだと仮定します。 

・2013 年(第２次定員適正化計画の開始時点)から 2024 年までの職員数の減少率をも

とに、新庁舎竣工から概ね 30 年後(≒大規模改修の時期)となる 2060 年時点の職員

数を予測しました。 

   ・この予測による職員数は、約３３０人です。 

   ※この将来予測は、本構想において設定するものであり、実際の職員定員の管理は、

鉾田市定員適正化計画等に基づいて行っていくものとします。 

 

 ウ．延床面積の算定   

  人口減少を踏まえた職員数減少の仮定により、職員数を３３０人と仮定したことか

ら、総務省の旧基準Ｂ及び他自治体の庁舎整備事例を用いて延床面積を算定します。 

総務省の旧基準 B（市町村役場機能緊急保全事業における標準面積） 

基準面積 … 職員１人あたり 35.3 ㎡（特別職は含まない） 

（393人→330人） × 35.3 ㎡ ＝ 11,649.0 ㎡ 

 

他自治体の庁舎整備事例   

基準面積 … 職員１人あたり 25㎡（特別職は含まない） 

（393人→330人） × 25㎡／人 ＝ 8,250.0 ㎡ 

      

   ◆平均値 （11,649+8,250） ÷ ２ ＝ 9,949.5 ㎡  

 

    ①職員数減少の仮定をした延床面積       ９，９４９．５㎡ 

                       ≒９，０００㎡（千㎡未満切捨て） 
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  ②工事費の高騰を踏まえた事業費抑制の仮定をした延床面積  

  物価上昇を加味した上で、事業費抑制の観点から延床面積の試算を行いました。 

ア．物価上昇の状況（2015 年を 100 とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・鉄筋コンクリート造（RC造）、鉄骨造（S造）いずれも工事費が高騰しており、前構想

時に基準としていた令和５年頃と比較し、令和７年時点で 11％（１年あたり 5.5％）

程度高騰していると予想されます。 

 ※前構想において定めた概算工事費については、今後の物価変動等により「15％前後の

増減を見込む」としていました。 

 

イ．物価上昇と延床面積の削減のシミュレーション 

概算工事費は「１㎡あたりの工事費」と「延床面積」を乗じて算定しています。 

このため、物価上昇により１㎡あたりの工事費が高騰している状況においては、延床

面積を削減することで概算工事費の抑制が可能になると考えられます。そこで、これ

らの関係性について、以下のとおり整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事費が年 5.5％ずつ上昇すると仮定した場合、工事の発注を想定している令和 11

年(緑実線)には、令和５年(灰実線)と比べ 33％程度上昇していると考えられます。 

 ・令和 11年においては、延床面積を前構想比で 15％削減すると、概算工事費が前構想

で想定した範囲内に収まります。（赤点線） 

  ・したがって、概算工事費を前構想と同等程度に抑制するには、延床面積を前構想比で

約 15％削減することが必要となります。 
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※(一財)建設物価調査会「建設物価 建築費指数」等を基に作成 
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  ウ．延床面積の算定 

   工事費高騰を踏まえつつ、概算工事費を前構想と同等程度に抑制するには、延床面

積を前構想比で 15％削減する必要があることから、仮算定した規模(11,000 ㎡)を用い

て下記のとおり算定しました。 

■基準面積：11,000 ㎡ × 0.85 ＝ 9,350 ㎡ 

    ②事業費抑制の仮定をした延床面積       ９，３５０㎡ 

                       ≒９，０００㎡（千㎡未満切捨て） 

                  

  ③前計画において検討した延床面積  

  ア．前計画における検討内容 

前計画の基本計画策定段階において、新庁舎の床面積の検討を一部進めていました

ので、この検討内容の整理を行いました。 

   検討内容としては、すでに整備が完了している他自治体のスペースなどを参考に可

能な限り最小限の床面積の検討を行いました。しかしながら、最終的な検討に至らな

かったため、今回の算定においては、１つの参考値として取り扱うこととしました。 

  ※令和７年度発注 「鉾田市新庁舎・公共施設等整備基本計画策定及び発注支援業務

委託」より 

 

  イ．延床面積の算定 

   前計画における検討内容を踏まえ、下記の表のとおりとなります。 （単位：㎡） 

エリア名 室名 想定面積 根拠 

執務スペース 

特別職室 135 既存市長室面積：45㎡×3室 

執務室 2,751 他自治体庁舎参考：7㎡/人×職員数 

小計 2,886  

会議スペース 1,100 必要数積み上げ 

書庫倉庫スペース 376 国交省基準(執務スペースの 13％) 

福利厚生スペース 

更衣室 197 モデルレイアウト：0.5㎡/人×職員数 

休憩室 90 45 ㎡/室×2室想定 

食堂 161 国交省基準(350人以上の場合) 

小計 448  

その他諸室 200 総務省基準や既存床面積から想定 

議会関係 630 総務省基準(35㎡/人×議員定数) 

庁舎共用部分 3,360 全体床面積の約 37％ 

合 計 9,000  

    ③前計画において検討した延床面積       ９，０００㎡ 
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④新庁舎の延床面積の算定 

   新庁舎の建物規模（延床面積）の仮算定をもとに人口減少に伴う職員数の減少、事業

費抑制等の観点から、①から③の算定方法で、延床面積の削減の検討を行った結果、以

下のとおりとなります。 

 算定結果 端数処理 

①職員数減少の仮定をした延床面積 9,949.5㎡ 9,000.0 ㎡ 

②事業費抑制の仮定をした延床面積 9,350.0㎡ 9,000.0 ㎡ 

③前計画おいて検討した延床面積 9,000.0㎡ 9,000.0 ㎡ 

 

 ⇒いずれの延床面積の算定結果も、端数処理（千㎡未満切捨）を行うと 9,000 ㎡となりま

す。   

  よって、9,000 ㎡を基準とし、基本構想では諸室の詳細な検討は困難であるため、本構想

における延床面積は、一定の幅（±1,000㎡）を持たせた上で、以下のとおり設定します。 

  

     ≪建物規模（延床面積）≫       ８，０００㎡～１０，０００㎡ 

 

※仮に 9,000 ㎡で整備した場合、令和８年４月時点での職員１人あたりの床面積は約

22.9㎡/人となり、同等規模の庁舎の平均値(25㎡/人)よりも狭くなりますが、現状

の庁舎(約 18.4 ㎡/人)と比較すると、職員１人あたりのスペースが確保されていま

す。さらに、将来的に職員数が削減された場合には１人あたりのスペースは平均値以

上に確保できると想定しています。 

 

 

（５）建物規模（建築面積）の算定  ＜規模の算定手順④＞ 

延床面積をもとに、建物の階数を３階建又は４階建と仮定して、建築面積を算定した結

果は以下のとおりとなります。 

なお、建物の階数については、高層化に伴う強度に関するコストがかかること、低層化

における基礎に関するコストがかかることを考慮して、他自治体の例を参考に３階若しく

は４階建てを想定しました。 

今後、基本計画において、利用者の利便性、建築コストなどを考慮しつつ、検討をして

いくこととします。 

区分 建築面積 

（延床面積） （8,000㎡    ～ 10,000 ㎡） 

３階建  3,000㎡    ～ 3,500 ㎡あ 

４階建  2,000㎡    ～ 2,500 ㎡あ 

※３階建については、１階部分の床面積を多く確保しています。 

     ≪建物規模（建築面積）≫       ２，０００㎡～３，５００㎡ 
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（６）駐車場規模（台数及び面積）の算定  ＜規模の算定手順⑤＞ 

① 来庁者用駐車場台数 

  来庁者に係る駐車場台数の算定については、「市・区・町役所の窓口事務施設の調査」（関

龍夫 著）及び「最大滞留量の近似的計算法」（岡田正光 著）をもとに、また、車いす対応

駐車場の台数については、国土交通省「道路の移動等円滑化に関するガイドライン」をも

とに行いました。なお、優先駐車場(おもいやり駐車場)については、一般駐車場の台数に

含むものとし、詳細な配置・台数等については基本設計以降で検討します。 

≪算定条件≫ 

人口 45,601人（住民基本台帳 R8.4時点） 

来庁者割合 窓口：人口の 0.9％ ／ 窓口以外：人口の 0.6％ 

車での来庁者割合 95％ 

集中率 30％ 

平均滞留時間 窓口：30分 ／ 窓口以外：60分 

 

≪１日あたりの来庁台数≫ 

来庁台数＝人口×来庁者割合×車での来庁割合 

窓口 45,601人 × 0.9％ × 95％ ≒ 390 台／日 

窓口以外 45,601人 × 0.6％ × 95％ ≒ 260 台／日 

 

≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝最大滞留量＝来庁台数×集中率×平均滞留時間 

窓口 390台／日 × 30％ × 30／60分 ≒ 59台 

窓口以外 260台／日 × 30％ × 60／60分 ≒ 78台 

合計台数 137台 

 

≪車いす対応駐車場≫ 

必要台数＝全駐車台数×1／50以上（駐車場 200台以下の場合） 

必要台数 137台 × 1／50台 ≒ 3台 

   来庁者用駐車場台数を１４０台(うち車いす対応３台)とします。 

※現庁舎の駐車場は 108台（うち車いす対応 6台）です。 

(福祉事務所・図書館・公民館利用者分を含む) 

   

② 公用車駐車場台数   

  公用車の台数は、令和８年度の保有台数とします。なお、現在本庁舎周辺で管理してい

る公用車のほか、教育委員会（旭総合支所）、水道事務所等が管理している公用車を含むも

のとします。 

  ※ミニローダー、大型草刈り機などの作業車については基本計画で別途検討します。 
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≪公用車台数≫ 

乗用車等 107台（教育委員会、水道事務所等管理分を含む） 

バス 1台（旭・大洋配置のバスは含まない） 

合計台数 108 台 

 

  公用車駐車場台数を１０８台（うちバス１台）とします。 

 

 

   ③ 職員等駐車場台数 

  職員等の駐車台数は、算定の条件で示した「新庁舎において業務を行う職員数」「議員数」

を基に行います。 

≪職員等駐車台数≫ 

職員 396台（市長・副市長・教育長を含む） ※議長分は議員で計上 

議員 18台（議員定数）  

合計台数 414 台 

 

  職員等駐車場台数を４１４台とします。 

 

 

 ④駐車場台数及び面積の算定  

①～③で算定した駐車場台数をもとに、合計の駐車場台数と駐車場面積を算定した結果

は以下のとおりとなります。 

区分 駐車場台数 単位面積 駐車場面積 

来庁者 137 台 25 ㎡／台  3,425㎡ 

来庁者(車いす対応)   3台 30 ㎡／台     90㎡ 

公用車 107 台 25 ㎡／台  2,675㎡ 

公用車(バス)     1台 70 ㎡／台    70㎡ 

職員・議員 414 台 25 ㎡／台  10,350㎡ 

合計 662 台  16,610 ㎡ 

 

  ≪駐車場規模（台数及び面積）≫ 

    台数：６６２台   ／   面積：１６，６１０㎡ 
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（７）新庁舎の規模のまとめ（建物規模・駐車場規模） 

新庁舎の「建物規模」、「駐車場規模」をまとめた結果は以下のとおりです。 

区分 面積 

建物規模（延床面積） ８，０００㎡ ～  １０，０００㎡ 

建物規模（建築面積） ２，０００㎡ ～   ３，５００㎡ 

駐車場規模（台数）  ６６２台 

駐車場規模（面積） １６，６１０㎡ 

  ※上記は、新庁舎単体で算定したものです。 

  ※再編整備する公共施設との削減効果は見込んでいません。 
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３．公共施設の規模の算定  

（１）公共施設の規模の算定の概要 

基本構想においては、再編整備を行う公共施設の建物規模、駐車場規模、敷地規模等に

ついて、大まかな規模を把握することを目的に規模の算定を行いました。なお、公共施設

の規模の算定にあたっては、庁舎のような一定の基準が設けられていない施設もあること

から、施設によって異なる手法で行いました。 

そして、それぞれの公共施設ごとの算定を行った上で、人口減少、事業費抑制を考慮し

た削減の検討を行いました。なお、この項目ではそれぞれの公共施設を単独で整備すると

仮定した規模（建物規模・駐車場規模・敷地規模）を算定します。 

  さらに、新庁舎の算定と同様に基本構想段階においては、施設の規模は概算の数値とし

て想定するとともに、一定の幅を持たせて算定を行うこととします。 

 

（２）算定の手法及び条件 

 ①個別算定の対象とした公共施設                

№ 施設名 （算定に含む施設） 
削減効果 

（第９章参照） 

1 鉾田市役所 

№2市役所付属庁舎 

№3仮設相談室 

№4農業振興センター 

№9鉾田市福祉事務所 

№11こども家庭センター 

№13消費生活センター 

№14地域職業相談室 

№13及び№14を市役所に

機能集約 

（△140㎡～210㎡） 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 

 №8との相互利用 

（△170㎡） 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 

  

10  鉾田保健センター   

12 防災拠点設備・施設 
№5原子力防災倉庫 

№6防災倉庫 

 

15 図書館   

16 鉾田中央公民館   

17 （仮）市民ホール 
 №16 との相互利用 

（△300㎡） 

   ※「№13消費生活センター」、「№14地域職業相談室」については、必要面積を把握

するため、参考までに仮算定を行いました。 

 

 

 



99 

②算定の手法（延床面積） 

  再編整備を行う公共施設については、新庁舎のような基準がないため、以下の手法など

を参考に算定し、それぞれの算定結果をもとに、規模の設定を行いました。なお、建物の

組み合わせが決定していないため、それぞれ単独の施設として算定を行いました。 

  ・類似する算定方法 

  ・他自治体の類似施設の規模 

  ・現状の施設規模（加算、削減など） 

  ・本市における設計実績 等 

 

◆規模の算定の主な手順（再掲） 

  規模の算定については、主に以下の手順により行いました。また、算定は、それぞれの

公共施設を単独で整備すると仮定し、算定しています。なお、建物の組み合わせについて

は、最大限の建物の集約化を図ることを前提に、基本計画で検討していくこととします。 

 ＜規模の算定の手順＞ 

①各公共施設から、建物の延床面積の個別算定を必要とする施設の抽出 

②前計画をベースにしつつ、各公共施設の延床面積を仮算定 

  ③仮算定した延床面積に、「人口減少」及び「事業費抑制」の観点等による延床面積の削

減を加味した上で算定 

  ④算定した延床面積から建築面積を算定 

  ⑤駐車場面積を算定 

  ⑥建築面積、駐車場面積、緑地面積から敷地面積を算定 

 

 ③算定の条件（建築面積、駐車場台数及び面積） 

 ■建築面積 

  各施設における階数については、原則低層階を想定することとしつつ、現状の施設状

況を踏まえて想定します。 

（飯名地区市有地及び現庁舎市有地で再編整備する公共施設の建物の組み合わせについ

ては、次の段階である基本計画において検討を行います。） 

 

 ■駐車場台数 

  駐車場の台数は、以下のとおり条件を定めます。 

  ・来庁者駐車場・・・1日あたりの施設来庁者の実績からの推計 

・公用車駐車場・・・現在の所有数（ただし、新庁舎算定分は除く） 

・職員駐車場・・・・現在の人員（ただし、新庁舎算定分は除く） 

 

（３）建物規模(延床面積)の仮算定  ＜規模の算定手順②＞ 

  各施設について、仮算定した建物規模（延床面積）を以下に示します。なお、各公共施設

については、単独の建物として仮算定しました。                                
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 ①各公共施設の仮算定 

№7 老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会）  【飯名地区市有地】 

現況 1,967 ㎡ 個別施設計画 3,162 ㎡(複合化) 

仮算定基準 350㎡ 仮採用面積 130～230㎡ 

算定手法 

・現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

※算定基準がないことから、上記をもとに算定します。 

※№8 との削減効果△170㎡を見込みます。 

○現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

現状の施設のうち、社会福祉協議会として使用している床面積について引き続き同等程度

が必要になることから、以下のとおり算定します。 

区分 面積 

事務スペース 95㎡ 

会議室 168 ㎡ 

調理室 68㎡ 

計 331 ㎡ 

  

上記面積(331 ㎡)については玄関等が含まれないことから、約 5％を加算した 350㎡をも

とに、他の公共施設との組み合わせを考慮し、一定の幅（約 15％、±50㎡）を持たせた上

で、建物規模（延床面積）の仮算定とします。その上で、削減効果△170㎡を見込みます。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１３０㎡～２３０㎡とします。 

                 ※削減前（３００㎡～４００㎡） 

 

№8 ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター）  【飯名地区市有地】  

現況 369㎡ 個別施設計画 3,162 ㎡(複合化) 

仮算定基準 250㎡ 仮採用面積 200～300㎡ 

算定手法 
・現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

※算定基準がないことから、上記をもとに算定します。 

○現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

現状の施設については、エントランス部分等余裕を持った造りとなっていることから、施

設面積の 30％程度を削減できると見込み、算定します。 

  現状の施設規模 × （100％-30％） 

    369 ㎡   × 70％ ＝ 258.3 ㎡ ≒ 250㎡ （端数切捨て） 

よって、算定した延床面積（250㎡）をもとに、他の公共施設との組み合わせを考慮し、

一定の幅（20%、±50㎡）を持たせた上で、建物規模（延床面積）の仮算定とします。 

 ◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を２００㎡～３００㎡とします。 
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№10 鉾田保健センター  【飯名地区市有地】 

現況 1,754 ㎡ 個別施設計画 3,162 ㎡(複合化) 

仮算定基準 1,300 ㎡ 仮採用面積 1,100～1,500 ㎡ 

算定手法 

・現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

・(参考)他自治体の類似施設の規模 

※算定基準がないことから、上記をもとに算定します。 

○現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

 現状の保健センターにおける諸室について利用状況等を踏まえて、運営に必要な面積を算

定します。なお、利用者の利便性を考慮し１階建てとします。 

区分 現況  必要な面積 増減理由 

諸室スペース 

(相談室・体力増進室等) 
975㎡ 

⇒ 

945㎡ 
利用状況を踏まえ一部諸室

を削減 

事務スペース 

(事務室・給湯室等) 
37㎡ 3㎡ 

新庁舎に見込んでいるため

削減(給湯室を除く) 

建物スペース 

(階段・トイレ等) 
742㎡ 319㎡ 

1階建てを想定し、階段や２

階共用部分等を削減 

計 1,754㎡ ⇒ 1,267 ㎡  

 上記「必要な面積」の算定過程において削減している「２階共用部分」には、廊下も含ま

れていることから、一定の面積を加え、現在の施設状況により算定される延床面積を１，３

００㎡とします。 

  

(参考)他自治体の類似施設の規模    

市町村 人口(※R8.4 時点) 延床面積 

鹿嶋市 約 6.3 万人 1,444 ㎡ 

潮来市 約 2.6 万人 1,273 ㎡ 

行方市 約 3.1 万人 1,307 ㎡ 

小美玉市 約 4.8 万人 1,383 ㎡ 

鉾田市(現況) 約 4.6 万人 1,754 ㎡ 

「現状の施設規模」において算定した延床面積は、他自治体の類似施設と比較し同等程度と

なっています。 

 

 よって、現状の施設規模により算定した延床面積をもとに、他の公共施設との組み合わせ

などによる諸室の変動等を考慮し、一定の幅（約 15％、±200㎡）を持たせた上で、建物規

模（延床面積）の仮算定とします。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１，１００㎡～１，５００㎡とします。 
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№12 防災拠点設備・施設  【飯名地区市有地】 

現況 －㎡ 個別施設計画 －㎡ 

仮算定基準 400㎡ 仮採用面積 300～500㎡ 

算定手法 
・他自治体の類似施設の規模 

・現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

○他自治体の類似施設の規模 

防災拠点設備・施設については、設置の目的や備蓄品等の種類により必要な規模は異なり

ますが、以下に他自治体の類似施設の規模を示します。 

市町村 人口（R8.4 時点） 延床面積 

小美玉市 約 4.8 万人 348 ㎡ 

ひたちなか市 約 15.2 万人 1,140 ㎡ 

 

○現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

現状の施設規模（防災拠点設備・施設へ集約化を予定している施設）は以下のとおりとな

ります。 

区分 面積 

原子力防災倉庫（鉾田市役所敷地内） 30㎡ 

防災倉庫（当間・鉾田・大洋・旭） 50㎡ 

計 80㎡ 

 上記の各倉庫については、それぞれ通路等がなく、備蓄品等の出し入れなどについて支障

をきたしています。防災拠点設備・施設の整備にあたっては、備蓄量の強化だけでなく、有

事の際により効率的な活動を行えるよう、通路スペースや、車両への積み込み等の作業を行

うスペース等の確保を図ります。 

区分 計算 面積 

備蓄量の強化 現状の延床面積(80 ㎡)×1.5 120 ㎡ … ① 

通路スペースの確保 備蓄に供するスペース(①)×2 240 ㎡ … ② 

作業スペースの確保 5ｍ×7ｍ×4台 140 ㎡ … ③ 

計 ②+③ 380㎡≒400㎡ 

   

  よって、現状の施設規模により算定した延床面積をもとに、消防備品の検討及び備蓄量

の検討などを踏まえ、一定の幅（約 25％、±100㎡）を持たせた上で、建物規模（延床面

積）の仮算定とします。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を３００㎡～５００㎡とします。 
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№13 消費生活センター＜参考＞  【飯名地区市有地】 

現況 －㎡ 個別施設計画 －㎡ 

仮算定基準 75㎡ 仮採用面積 60～90㎡ 

算定手法 
・類似する算定方法 

・(参考)他自治体の類似施設の規模 

○類似する算定方法 （新庁舎の規模算定時に用いた手法） 

 新庁舎の規模算定時に用いた「総務省の旧基準」を用いて算定を行います。 

 (※)が総務省の旧基準を用いて算定している項目です。 

≪算定条件≫ 

事務スペース(※) 職員数×4.5 ㎡      

倉庫スペース(※) 事務スペース×13％   

作業・相談スペース 40㎡（相談室３室程度）  

通路・待ちスペース等(※) 上記３スペースの合計×40％ 

 上記算定条件を基に各スペースについて計算します。 

区分 計算 面積 

事務スペース ３名×4.5 ㎡ 13.5 ㎡ … ① 

倉庫スペース ①×13％  1.8 ㎡ … ② 

作業・相談スペース 40㎡ 40.0 ㎡ … ③ 

通路・待ちスペース等(※) （①+②+③）×40％ 22.1 ㎡ … ④ 

計 ①+②+③+④ 77.4 ㎡≒75 ㎡(端数処理) 

  

  よって、類似する算定方法により算定した延床面積をもとに、他の公共施設との組み合

わせなどによる諸室の変動等を考慮し、一定の幅（約 20％、±15㎡）を持たせた上で、建

物規模（延床面積）の仮算定とします。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を６０㎡～９０㎡とします。 

 

（参考）他自治体の類似施設の規模  

 市町村 人口（R8.4 時点） 延床面積 備考 

かすみがうら市 約 3.9万人 20 ㎡ 相談デスク１つ 他 

常陸大宮市 約 3.6万人 57 ㎡ 相談室１室 他 

大洗町 約 1.5万人 60 ㎡ 相談室１室 他 

神栖市 約 9.3万人 84 ㎡ 相談室３室 他 

 ※備える機能などから自治体ごとの規模に差があります。 
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№14 地域職業相談室＜参考＞  【飯名地区市有地】 

現況 －㎡ 個別施設計画 －㎡ 

仮算定基準 100㎡ 仮採用面積 80～120㎡ 

算定手法 
・類似する算定方法 

・(参考)他自治体の類似施設の規模 

○類似する算定方法 （新庁舎の規模算定時に用いた手法） 

 新庁舎の規模算定時に用いた「総務省の旧基準」を用いて算定を行います。 

 (※)が総務省の旧基準を用いて算定している項目です。 

≪算定条件≫ 

事務スペース(※) 職員数×4.5 ㎡      

倉庫スペース(※) 事務スペース×13％   

作業・相談スペース 50㎡（相談室３室、検索 PC３台程度） 

通路・待ちスペース等(※) 上記３スペースの合計×40％ 

 上記算定条件を基に各スペースについて計算します。 

区分 計算 面積 

事務スペース ４名×4.5 ㎡ 18.0 ㎡ … ① 

倉庫スペース ①×13％  2.3 ㎡ … ② 

作業スペース 50㎡ 50.0 ㎡ … ③ 

通路・待ちスペース等(※) （①+②+③）×40％ 28.1 ㎡ … ④ 

計 ①+②+③+④ 98.4 ㎡≒100 ㎡(端数処理) 

  よって、類似する算定方法により算定した延床面積をもとに、他の公共施設との組み合

わせなどによる諸室の変動等を考慮し、一定の幅（約 20％、±20㎡）を持たせた上で、建

物規模（延床面積）の仮算定とします。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を８０㎡～１２０㎡とします。 

 

（参考）他自治体の類似施設の規模 ※県内のふるさとハローワーク設置自治体 

 市町村 人口(R8.4) 延床面積 備考 

常陸太田市 約 4.3万人 56 ㎡ 相談デスク２つ、検索 PC３台 他 

ひたちなか市 約 15.2万人 70 ㎡ 相談デスク３つ、検索 PC３台 他 

取手市 約 10.6万人 104 ㎡ 相談デスク２つ、検索 PC２台 他 

つくば市 約 26.2万人 150 ㎡ 相談デスク３つ、検索 PC４台 他 
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№15 図書館   【現庁舎市有地】 

現況 943㎡ 個別施設計画 943 ㎡ 

仮算定基準 1,750 ㎡ 仮採用面積 1,600～2,000 ㎡ 

算定手法 

・類似する算定方法 

A：図書館スペース計画 ―必要総面積の概算法－ （出口祥子著） 

B：公立図書館における整備状況（日本図書館協会） 

・(参考)他自治体の類似施設の規模 

○類似する算定方法 

A：図書館スペース計画 ―必要総面積の概算法― 

≪算定条件≫ 

蔵書数 91,000冊（現状：約 89,000 冊） ※蔵書数については、床面積算定のため暫定的に設定したもの。 

書架面積 10冊ごとに 1ft2（≒0.09 ㎡） 

面積配分 書架面積(通路含)：利用者面積：事務作業面積＝５：２：１ 

 ※ft2＝平方フィート（ヤード・ポンド法における面積の単位） 

≪書架面積≫ 

書架面積 ＝ 蔵書数 × 1.11(余裕のスペース分) × 1/10 

91,000冊 × 1.11 × 1/10 ＝ 10,101ft2 

 

≪書架通路面積≫ 

書架通路面積 ＝ 書架面積 × 20％ 

10,101 ft2 × 20％ ≒ 2,020ft2 

 

≪延床面積≫ 

延床面積 ＝（書架面積(通路含)÷5×8）ft2 × 0.09 

12,121ft2 ÷ 5 × 8 ≒ 19,393ft2 / 19,393ft2 × 0.09 ≒ 1,745 ㎡ ≒（1,750 ㎡） 

図書館スペース計画より算定される延床面積を 1,750 ㎡とします。 

B：公立図書館における整備状況（表の一部抜粋） 

人口段階別 1万人未満 1～3 万人 3～10 万人 

平均人口（人） 6,500 17,900 49,800 

延床面積（㎡） 896 1,591 2,937 

蔵書冊数（冊） 53,067 93,373 213,984 

今後の人口減少及び現在の本市図書館の蔵書数を踏まえ、人口段階別区分「1～3万人」を採

用し、公立図書館における整備状況により算定される延床面積を 1,600 ㎡とします。 
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(参考)他自治体の類似施設の規模 

市町村 人口（R8.4 時点） 延床面積 

鉾田市(現況) 約 4.6 万人 943 ㎡ 

行方市 約 3.1 万人 946 ㎡ 

つくばみらい市 約 5.4 万人 1,604 ㎡ 

常陸太田市 約 4.3 万人 1,619 ㎡ 

常陸大宮市 約 3.6 万人 1,918 ㎡ 

潮来市 約 2.6 万人 3,556 ㎡ 

 本市は、図書館が設けられている県内自治体（37 市町村）の中で、施設の延床面積が最

も小さい自治体となっており、多くの自治体では 1,600㎡以上となっています。 

 

よって、A：図書館スペース計画により算定した延床面積（1,750 ㎡）をもとに、他の公共施

設との組み合わせなどによる諸室の変動及び子ども図書館機能などを考慮し、一定の幅（約

15%、±250 ㎡）を持たせた上で、建物規模（延床面積）の仮算定とします。 

 ただし、下限値については、B：公立図書館における整備状況と（参考）他自治体の類似施

設の規模を踏まえ、1,600 ㎡とします。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１，６００㎡～２，０００㎡とします。 

 

 

 

№16 鉾田中央公民館  【現庁舎市有地】 

現況 1,876 ㎡ 個別施設計画 1,876 ㎡ 

仮算定基準 1,800 ㎡ 仮採用面積 1,600～2,000 ㎡ 

算定手法 

・現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

・本市における設計実績 

※算定基準がないことから、上記をもとに算定します。 

○現状の施設規模（上乗せ、削除など） 

現在の鉾田中央公民館のうち、大集会室（ホール）については、再編整備の中で検討する

№17 (仮)市民ホールを整備することから、算定の対象から除外します。 

（現状の大集会室の施設規模 300 ㎡） 

▲ 現在の図書館の様子 ▲ 他自治体の図書館の様子 
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○本市における設計実績 

鉾田中央公民館の機能を移転することを前提とし設計されていた（仮称）鉾田市民交流館

の整備内容を踏まえ、現在の中央公民館に不足している機能を追加します。 

区分 現況  
必要な面積 

市民交流館 

ベース 

備考 

会議室等 307㎡ 

⇒ 

316 ㎡  

和室 94㎡ 78㎡  

その他貸館 63㎡ 238 ㎡ 創作室・調理室等により増 

収納 78㎡ 105 ㎡  

管理 31㎡ 0㎡  

計 573㎡ ⇒ 737 ㎡ （＋164㎡） 

（現況面積） － （控除分） ＋ （上乗せ分） 

 1,876㎡  －    300 ㎡  ＋    164㎡ ≒   1,740㎡ 

                        ≒  1,800㎡ 

よって、算定した延床面積（1,800 ㎡）をもとに、他の公共施設との組み合わせなどによる

諸室の変動及び情報発信機能、市民交流スペースなどを考慮し、一定の幅（約 11%、±200 ㎡）

を持たせた上で、建物規模（延床面積）の仮算定とします。 

 ◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１，６００㎡～２，０００㎡とします。 

 

 

№17（仮）市民ホール  【現庁舎市有地】 

現況 －㎡ 個別施設計画 －㎡ 

仮算定基準 2,700 ㎡ 仮採用面積 2,200～3,200 ㎡ 

算定手法 

・本市における設計実績 

※(仮称)鉾田市子育て・コミュニティセンター基本設計 

・(参考)他自治体の類似施設の規模 

※№16 との削減効果△300 ㎡を見込みます。 

○本市における設計実績 ※(仮称)鉾田市子育て・コミュニティセンター基本設計 

 （仮）市民ホールについては、その施設の規模や設備の充実度により面積が大きく異なる

ことから、(仮称)鉾田市子育て・コミュニティセンターにおいて検討を進めていた規模をも

とに、必要な延床面積を算定します。 

区分 面積 備考 

ホールスペース 1,817 ㎡ ホール(約 600 席)、ホワイエ等 

諸室スペース 456 ㎡ 会議室(楽屋)、倉庫等 

共用スペース 427 ㎡ 廊下、トイレ等 

計 2,700 ㎡  
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 ※延床面積には、エントランスや事務室を含んでいません。また、ホールの座席数をどの

程度に設定するかによって、ホールスペースの規模が異なります。 

  

 (仮称)鉾田市子育て・コミュニティセンター基本設計により算定した延床面積をもとに、

小ホールの検討及び席数の変動を踏まえ、一定の幅（約 18％、±500 ㎡）を持たせた上で、

建物規模（延床面積）の仮算定とします。その上で、削減効果△300 ㎡を見込みます。 

◆ 建物規模（延床面積）の仮算定値を１，９００㎡～２，９００㎡とします。 

※削減前（２，２００㎡～３，２００㎡）                     

 

自治体 席数（人） 延床面積（㎡） 

茨城町 500 3,733 

筑西市 503 3,149 

ひたちなか市 520 1,882 

行方市 548 2,158 

小美玉市（みの～れ） 590 4,819 

城里町 600 4,430 

※席数と延床面積が必ず比例するものではありません。 

≪建物規模（延床面積）≫          

他自治体のホール(600席)の様子 ▶ 

 

 

 

 

（４）建物規模（延床面積）の算定  ＜規模の算定手順③＞ 

  （３）において、公共施設の建物規模（延床面積）の仮算定を行いましたが、これをもと

に人口減少への対応、事業費抑制等の観点から、延床面積の削減の検討を行いました。 

   なお、公共施設については、詳細な諸室の検討は行えないことから、具体的な削減方

法は採用できないため、下記のとおり一律削減としました。 

 

  ①人口減少及び事業費抑制を考慮した延床面積の削減 

   ⇒全ての公共施設において、仮算定した延床面積から一律５％削減 

    ※基本構想段階では詳細な諸室の検討を行わないことから、共用部分の効率化による規模の

削減を検討しました。一般的に、施設における廊下等の共用部分の面積は延床面積の 30％

程度です。この共用部分について、今後の設計で求められる消防法やバリアフリー法など

の基準を考慮しつつ、可能な限り削減を図った場合、共用部分は、「延床面積の 25％」程

度が目安になるものと考えられます。これらを踏まえ、現段階では、仮算定した延床面積

から一律５％削減を図るものとします。なお、人口減少を考慮した削減については、現時

点で見込むことが困難であるため、この５％に含むものとします。 
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②前計画における基本計画時の検討を考慮した延床面積の削減 

   ⇒防災倉庫を除く各公共施設は集約化による相互利用等を行うことができる可能性 

が高いため、上記削減（５％）にさらに上乗せ（２～３％）し、７～８％削減 

    ※内閣府の「公共施設等の集約・複合化による経済・財政効果について」において「集約・

複合化する場合、共用部分の機能を維持したまま、面積を 10％程度縮小することが可能で

あると考えられる」とあることを踏まえて検討を行いました。公共施設については、原則

集約化・複合化により最小の建物数を想定することから、共用部分の延床面積の 10％程度

に相当する「延床面積の２～３％」を集約化・複合化による延床面積削減の上乗せ分の目

安として検討を行いました。 

 

 

各公共施設については、前述のとおり、延床面積は概算の数値として想定しているため

一定の幅を持たせています。これらについて、①（一律５％の削減）及び②（２～３％の削

減を上乗せ）による削減を踏まえ、建物規模（延床面積）を下記のとおり算定しました。 

なお、下限値については、削減した場合、施設機能に影響が出る可能性があることから、

仮算定から変更は行わず、上限値について削減を行いました。（概算工事費の算定では、上

限値を採用しているため、事業費の抑制は見込むことができます。） 

 

 ≪建物規模（延床面積）≫ 

  ＜公共施設別算定＞ 

№ 施設名 仮算定  算定 削減率 

7 
老人福祉センターともえ荘 
（社会福祉協議会） 

 130～ 230 ㎡ 

⇒ 

  130～ 215 ㎡ 6.5％ 

8 
ワークプラザ鉾田 
（シルバー人材センター） 

 200～ 300 ㎡   200～ 280 ㎡ 6.7％ 

10  鉾田保健センター 1,100～1,500 ㎡ 1,100～1,380 ㎡ 8.0％ 

12 防災拠点設備・施設   300～  500 ㎡  300～ 475 ㎡ 5.0％ 

15 図書館 1,600～2,000 ㎡ 1,600～1,840 ㎡ 8.0％ 

16 鉾田中央公民館 1,600～2,000 ㎡ 1,600～1,840 ㎡ 8.0％ 

17 （仮）市民ホール 1,900～2,900 ㎡ 1,900～2,670 ㎡ 7.9％ 

全体計 6,830～9,430 ㎡  6,830～8,700 ㎡  
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（５）建物規模(建築面積)の算定  ＜規模の算定手順④＞ 

  延床面積をもとに、建物の想定階数から、建築面積を算定した結果は以下のとおりとな

ります。なお、それぞれ単独の建物として仮定し、利用者の利便性を考慮し、可能な限り

低層階となるよう検討しました。また、新庁舎に組み込む公共施設もあることから、庁舎

も再掲しました。 

                    （単位：㎡） 

№ 施設名 延床面積 階数 建築面積 

１ 
鉾田市役所 

（車庫等を含む） 
8,000～10,000 

３階又は

４階 
2,000～3,500 

7 

公 

共 

施 

設 

老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
  130～ 215 １階 130～  215 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
  200～ 280 １階 200～  280 

10  鉾田保健センター 1,100～1,380 １階 1,100～1,380 

12 防災拠点設備・施設  300～ 475 １階 300～  475 

15 図書館 1,600～1,840 ２階 800～  920 

16 鉾田中央公民館 1,600～1,840 
２階 

※１ 
1,200～1,380 

17 （仮）市民ホール 1,900～2,670 
２階 

※２ 
1,600～2,370 

- 小計 6,830～8,700 － 5,330～7,020 

全体計 14,830～18,700 － 7,330～10,520 

 ※１ №16 鉾田中央公民館については２階建てとしますが、利用者の利便性や現状の施設

状況等を踏まえ、２階部分の床面積を延床面積の 25％と想定しました。 

 ※２ №17（仮）市民ホールについては１階建てとしますが、ホールの形状(階段状)から、

ホワイエ(注)の一部や機器類の調整室(300 ㎡程度)が２階部分になります。 

    (注)エントランスからホールまでの間に設けられたロビー空間を指します。 

 

（６）駐車場規模(台数及び面積)の算定   ＜規模の算定手順⑤＞ 

  各公共施設について、駐車場規模（台数及び面積）の検討を行いました。なお、各公共施

設の算定の詳細については次ページ以降に示します。また、前構想において見込んだ削減

効果については、市有地を利活用するため、今回の構想では見込まず、基本計画で検討す

ることとします。  
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 ①駐車場規模（台数）                      （単位：台） 

№ 施設名 台数 
内 訳 

一般用 公用車 職員用 

１ 
鉾田市役所 

（車庫等を含む） 
662 140 108 414 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
80 10 32 38 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
26 11 8 7 

10 鉾田保健センター 85 82 3 － 

12 防災拠点設備・施設 － － － － 

15 図書館 50 44 0 6 

16 鉾田中央公民館 71 67 0 4 

17 （仮）市民ホール 269 265 0 4 

小計 1,243 619 151 473 

※№1 鉾田市役所（車庫等を含む）については、P.95～96に記載しているため、算定の詳

細については省略します。     

※№10 鉾田保健センターの窓口については、新庁舎へ集約することを想定しているため、

公用車（健診バスを除く）及び職員用の駐車場については№1の台数に含めています。 

※№12 防災拠点設備・施設については、一般市民の利用を想定していないため、駐車場台

数及び面積については見込まないものとします。 

◆一般用には、車いす駐車場及び優先駐車場（おもいやり駐車場）を含みます。また、公用

車には、公用バス等を含みます。 

 

№7 老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会）  【飯名地区市有地】 

≪算定条件≫ 

来所者数 30人/日 

車での来所者割合 95％ 

集中率 30％ 

公用駐車場 32台 

職員用駐車場 38台 
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≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝来所者数×車での来所者割合×集中率 

30人/日×95％×30％≒9台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/50以上（駐車場 200 台以下の場合） 

９台×1/50≒1台 

  

(駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 10 台 車いす対応 1 台含む 

公用車 32 台  

職員用 38 台  

計 80 台  

 

№8 ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター）  【飯名地区市有地】 

≪算定条件≫ 

来所者数 33人/日 

車での来所者割合 95％ 

集中率 30％ 

公用駐車場 8台 

職員用駐車場 7台 

その他機械 32㎡ ※ローダー等 

 

≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝来所者数×車での来所者割合×集中率 

33人/日×95％×30％≒10台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/50以上（駐車場 200 台以下の場合） 

10台×1/50≒1台 

(駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 11 台 車いす対応 1 台含む 

公用車 8台  

職員用 7台  

計 26 台  

  ※上記のほか、ローダー等の機械があります。 
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№12 鉾田保健センター  【飯名地区市有地】 

≪算定条件≫ 

必要駐車台数 80台(一般) ※健診等の利用実態を踏まえた数 

健診バス 3台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/50以上（駐車場 200 台以下の場合） 

80台×1/50≒2台 

 

(駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 82 台 車いす対応２台含む 

公用車 3台 健診バス 3台 

職員用 0台 ※ 

計 85 台  

  ※公用車及び職員用駐車場については、「新庁舎」における台数算定に含んでいるため、

今回の駐車場台数には含まないものとします。 

 

№15 図書館  【現庁舎市有地】 

≪算定条件≫ 

来館者数 150人/日 

車での来館者割合 95％ 

集中率 30％ 

職員用駐車場 6台 

 

≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝来館者数×車での来館者割合×集中率 

150人/日×95％×30％≒43台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/50以上（駐車場 200 台以下の場合） 

43台×1/50≒1台 
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 (駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 44 台 車いす対応 1 台含む 

公用車 0台  

職員用 6台  

計 50 台  

 

№16 鉾田中央公民館  【現庁舎市有地】  

≪算定条件≫ 

来館者数 150人/日 

１台当たりの乗車数 2.2人/台 (子育てコミセン基本計画における条件) 

車での来館者割合 95％ 

職員用駐車場 4台 

 

≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝来館者数÷１台当たりの乗車数×車での来館者割合 

150人/日÷2.2人×95％≒65台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/50以上（駐車場 200 台以下の場合） 

65台×1/50≒2台 

  

(駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 67 台 車いす対応 2 台含む 

公用車 0台  

職員用 4台  

計 71 台  

 

№17 (仮)市民ホール  【現庁舎市有地】 

≪算定条件≫ 

来館者数 600人/日 

１台当たりの乗車数 2.2人/台 (子育てコミセン基本計画における条件) 

車での来館者割合 95％ 

職員用駐車場 4台（公民館と同等と想定） 
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≪必要駐車台数≫ 

必要駐車台数＝来館者数÷1台あたりの乗車数×車での来館者割合 

600人/日÷2.2人/台×95％≒260台 

  

≪車いす対応駐車場≫ 

必要駐車台数＝全駐車台数×1/100+2 以上（駐車場 200 台以上の場合） 

260台×1/100+2台≒5台 

  

(駐車場台数) 

区分 台数 備考 

一般用 265 台 車いす対応５台含む 

公用車 0台  

職員用 4台  

計 269 台  

 

②駐車場規模（面積） 

①で算定した駐車場台数をもとに、合計の駐車場台数と駐車場面積を算定した結果は以

下のとおりとなります。  

区分 駐車場台数 単位面積 駐車場面積 

来庁者 467 台 25 ㎡／台  11,675㎡ 

来庁者(車いす対応)   12台 30 ㎡／台     360 ㎡ 

公用車 40台 25 ㎡／台  1,000㎡ 

公用車(バス)     3台 70 ㎡／台    210 ㎡ 

職員 59台 25 ㎡／台  1,475㎡ 

合計 581 台 - 14,720 ㎡ 
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（７）公共施設の規模のまとめ（建物規模・駐車場規模） 

再編整備を行う公共施設の「建物規模」、「駐車場規模」をまとめた結果は以下のとおりで

す。（新庁舎分は含んでいません。） 

区分 面積 

建物規模（延床面積） ６，８３０㎡ ～   ８，７００㎡ 

建物規模（建築面積） ５，３３０㎡ ～   ７，０２０㎡ 

駐車場規模（台数）  ５８１台 

駐車場規模（面積） １４，７２０㎡ 

  ※上記は、それぞれの公共施設を単体で算定したものです。 

   

 

 

 

 

（参考）現況施設の規模と基本構想における規模の比較          （単位：㎡） 

 現況 基本構想に 

おける規模 
比較 

内訳 合計 

鉾田市役所 4,624 

6,120 

（下限値） 8,000 +1,880 
鉾田市役所付属庁舎 208 

仮設相談室 26 

農業振興センター 510 

鉾田市福祉事務所 541 

（上限値）10,000 +3,880 
こども家庭センター 211 

消費生活センター - 

ふるさとハローワーク - 

老人福祉センターともえ荘 
（社会福祉協議会） 

1,967 
（下限値）   130 △1,837 

（上限値）   215 △1,752 

ワークプラザ鉾田 
（シルバー人材センター） 

369 
（下限値）   200 △  169 

（上限値）   280 △   89 

鉾田保健センター 1,754 
（下限値） 1,100 △  654 

（上限値） 1,380 △  374 

防災拠点設備・施設 - 

80 

（下限値）   300 +  220 

原子力防災倉庫 30 

（上限値）   475   +  395 
防災倉庫 50 

図書館 943 
（下限値） 1,600 +  657 

（上限値） 1,840 +  897 

鉾田中央公民館 1,876 
（下限値） 1,600 △  276 

（上限値） 1,840 △   36 

（仮）市民ホール - 
（下限値） 1,900 +1,900 

（上限値） 2,670 +2,670 

 ※現況施設の規模と基本構想における規模の比較を参考に示します。 
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４．２拠点で整備する公共施設の規模 

 前節まで新庁舎及び公共施設の規模の算定を行いましたが、この節で、前構想との規模の

比較の整理、２拠点で整備する公共施設の規模の整理を行いました。 

 

（１）前構想との比較 

  施設規模について、以下のとおり前構想と比較を行いました。前述のとおり、本構想に

おいては、市としての事業の方向性を明確にするために一般的に基本計画以降で組み込む

「人口減少」や「事業費抑制」等の観点を一定程度考慮しました。したがって、前構想で算

定した施設規模について延床面積及び建築面積の削減を図った結果をまとめました。 

 

 ①延床面積の比較 

  ＜総括表＞ 

 本構想 前構想 比較 

延床面積 14,830～18,700㎡ 16,830～21,430㎡ 
下限値：△2,000㎡ 

上限値：△2,730㎡ 

内
訳 

①新庁舎  8,000～10,000㎡ 10,000～12,000㎡ 
下限値：△2,000㎡ 

上限値：△2,000㎡ 

②公共施設  6,830～ 8,700㎡  6,830～ 9,430㎡ 
下限値：±    0㎡ 

上限値：△  730㎡ 

 

  ＜公共施設の内訳（延床面積）＞ 

 
 本構想 前構想 

比較 

（上限値） 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
130～ 215 ㎡ 130～ 230㎡ △ 15㎡ 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
200～ 280 ㎡ 200～ 300㎡ △ 20㎡ 

10 鉾田保健センター 1,100～1,380 ㎡ 1,100～1,500㎡ △120㎡ 

12 防災拠点設備・施設 300～  475 ㎡ 300～  500㎡ △ 25㎡ 

15 図書館 1,600～1,840 ㎡ 1,600～2,000㎡ △160㎡ 

16 鉾田中央公民館 1,600～1,840 ㎡ 1,600～2,000㎡ △160㎡ 

17 （仮）市民ホール 1,900～2,670㎡ 1,900～2,900㎡ △230㎡ 

 合計 6,830～8,700㎡ 6,830～9,430㎡ △730㎡ 
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  ②建築面積の比較 

  ＜総括表＞ 

 本構想 前構想 比較 

建築面積  7,330～10,520㎡  7,830～11,630㎡ 
下限値：△  500㎡ 

上限値：△1,110㎡ 

内
訳 

①新庁舎  2,000～ 3,500㎡   2,500～ 4,000㎡ 
下限値：△ 500㎡ 

上限値：△ 500㎡ 

②公共施設  5,330～ 7,020㎡   5,330～ 7,630㎡ 
下限値：±    0㎡ 

上限値：△  610㎡ 

 

  ＜公共施設の内訳（建築面積）＞ 

 
 本構想 前構想 

比較 

（上限値） 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
130～ 215 ㎡ 130～ 230㎡ △ 15㎡ 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
200～ 280 ㎡ 200～ 300㎡ △ 20㎡ 

10 鉾田保健センター 1,100～1,380 ㎡ 1,100～1,500㎡ △120㎡ 

12 防災拠点設備・施設 300～  475 ㎡ 300～  500㎡ △ 25㎡ 

15 図書館 800～  920 ㎡ 800～1,000㎡ △ 80㎡ 

16 鉾田中央公民館 1,200～1,380 ㎡ 1,200～1,500㎡ △120㎡ 

17 （仮）市民ホール 1,600～2,370㎡ 1,600～2,600㎡ △230㎡ 

 合計 5,330～7,020㎡ 5,330～7,630㎡ △610㎡ 

 

 

 ③駐車場（台数及び面積）の比較 

  ＜総括表＞ 

 本構想 前構想 比較 

駐車場台数 

    面積 

1,243 台 

31,330 ㎡ 

975台 

24,675 ㎡ 

+268 台 

+6,655 ㎡ 

内
訳 

①新庁舎 
 662台 

16,610㎡ 

577台 

14,530㎡ 

+85 台 

+2,080 ㎡ 

②公共施設 
 581台 

14,720㎡ 

398台 

10,145㎡ 

+183台 

+4,575 ㎡ 
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  ＜公共施設の内訳（駐車場）＞ 

  本構想 前構想 比較 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 

80 台 

2,005㎡ 

36台 

905㎡ 

+44台 

+1,100㎡ 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 

26 台 

655 ㎡ 

22台 

555㎡ 

+4台 

+100㎡ 

10 鉾田保健センター 
85 台 

2,270㎡ 

61台 

1,670㎡ 

+24台 

+600㎡ 

12 防災拠点設備・施設 
0台 

0㎡ 

0台 

0㎡ 

0台 

0㎡ 

15 図書館 
50 台 

1,255㎡ 

37台 

930㎡ 

+13台 

+325㎡ 

16 鉾田中央公民館 
71 台 

1,785㎡ 

52台 

1,310㎡ 

+19台 

+475㎡ 

17 （仮）市民ホール 
269 台 

6,750㎡ 

190台 

4,775㎡ 

+79台 

+1,975㎡ 

 
合計 

581 台 

14,720 ㎡ 

398台 

10,145 ㎡ 

+183台 

+4,575 ㎡ 

  ※駐車場については、前構想においては、削減効果を見込んでいましたが、本構想にお

いては、市有地を活用するため、構想段階で削減効果は見込まず、基本計画で検討する

こととしました。 

 

（２）飯名地区市有地で整備する公共施設の規模  ＜規模の算定手順⑥＞ 

  飯名地区で整備する公共施設の規模を以下のとおりとりまとめました。 

 

（飯名地区市有地） 

 下限値 上限値 備考 

建築面積 3,730㎡ 5,850 ㎡ - 

駐車場面積 21,540㎡ 21,540 ㎡ 853 台分 

緑地面積 3,280㎡ 3,987 ㎡ 敷地面積の 25％ 

合計 28,550 ㎡ 31,377 ㎡ - 

   

◆ 飯名地区市有地における想定敷地面積  ２８，６００㎡～３１，３００㎡  
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＜飯名地区で整備を行う公共施設＞                （単位：㎡） 

№ 施設名 延床面積 建築面積 駐車場面積 

１ 鉾田市役所 8,000～10,000 2,000～3,500 16,610 

2 鉾田市役所付属庁舎 （№1鉾田市役所に含む） 

3 仮設相談室 （№1鉾田市役所に含む） 

4 農業振興センター （№1鉾田市役所に含む） 

5 原子力防災倉庫 （№12防災拠点・設備に含む） 

6 防災倉庫 （№12防災拠点・設備に含む） 

7 
老人福祉センターともえ荘 

（社会福祉協議会） 
  130～ 215 130～  215 2,005 

8 
ワークプラザ鉾田 

（シルバー人材センター） 
  200～ 280 200～  280 655 

9 鉾田市福祉事務所 （№1鉾田市役所に含む） 

10  鉾田保健センター 1,100～1,380 1,100～1,380 2,270 

11 こども家庭センター （№1鉾田市役所に含む） 

12 防災拠点設備・施設  300～ 475 300～  475 0 

13 消費生活センター （№1鉾田市役所に含む） 

14 地域職業相談室 （№1鉾田市役所に含む） 

計 9,730～12,350 3,730～5,850 21,540 

＜敷地面積の算定の考え方＞ 

 ①建築面積のほか、必要となる駐車場台数(来庁者・職員・公用車等)から算定した「駐車

場面積」、茨城県の基準等を踏まえて算定した「緑地面積」を用いて、基本構想におけ

る敷地面積を算定しました。なお、基本構想段階における大まかな規模として設定す

るものであり、今後基本計画以降で具体化を進めていきます。 

 ②「飯名地区市有地」と「現庁舎市有地」でそれぞれ算定をしました。 

 ③駐車場面積は、２拠点化による効果を反映しない状態で算定しました。 

 

＜敷地面積の算定＞ 

  ①算定の手法（敷地面積） 

 敷地面積の算定にあたっては、下記の面積を合算したものとします。 

  ・各施設の建築面積 

  ・各施設の駐車場面積 

  ・緑地面積 

②緑地面積の算定の手法 

   緑地面積の算定にあたっては、都市計画法施行令（法的義務）及び茨城県公共施設緑

化基準（努力義務）に基づき算定を行います。なお、算定にあたっては、より多くの緑

地面積の確保が必要となる、茨城県公共施設緑化基準を踏まえて行うこととします。 
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◆都市計画法施行令第 25 条第 6号 

 開発区域の面積が 0.3 ヘクタール以上 5 ヘクタール未満の開発行為にあっては、開発区域

に、面積の合計が開発区域の面積の 3 パーセント以上の公園、緑地又は広場が設けられてい

ること。 

 

◆茨城県地球環境保全行動条例第 34条 

 規則で定められる公共の用に供する施設（以下「公共施設」という。）の設置者は、知事が

定める公共施設の緑化に関する基準に従い、その緑化に努めなければならない。 

 

◆茨城県公共施設緑化基準 

 １ 公共施設の敷地面積に対する緑地面積の比率に関する事項 

区分 目標とする緑地面積比率 

庁舎・社会教育施設 
新設 25パーセント以上 

既存 20パーセント以上 

  

（茨城県公共施設緑化基準イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑地面積 公共施設・駐車場 

公共施設の敷地面積 

公共施設等の敷地面積の 25％ 

なお、緑地面積の算定にあたり必要となる「公共施設・駐車場」の面積については、公

共、すなわち「広く市民が利用できる」ものであることを踏まえ、「各公共施設の建築面積」

と「一般用の駐車場面積（車いす対応を含む）」の合計として算定します。 
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③緑地面積の算定       

≪算定条件≫ 

建築面積 
最小 3,730 ㎡ 

最大 5,850 ㎡ 

駐車場面積 

一般用 5,900 ㎡ 

車いす対応 210㎡ 

計 6,110 ㎡ 

緑地面積の計算式 （建築面積 ＋ 駐車場面積）× 0.25 ÷ 0.75 

 

≪緑地面積（建築面積最小の場合）≫ 

（3,730 ＋ 6,110）× 0.25 ÷ 0.75 ＝ 3,280㎡ 

 

≪緑地面積（建築面積最大の場合）≫ 

（5,850 ＋ 6,110）× 0.25 ÷ 0.75 ≒ 3,987㎡ 

 

◆ よって、緑地面積を ３，２８０㎡～３，９８７㎡ とします。 

 

（参考）緑地とは 

 ◆都市計画法における緑地 ※都市計画運用指針より 

  ・主として自然的環境を有し、環境の保全、公害の緩和、災害の防止、景観の向上、及び

緑道の用に供することを目的とする公共空地 

 ◆茨城県地球環境保全行動条例における緑地 ※茨城県公共施設緑化基準より 

・樹林、樹木、草地、草花、水辺地等 

 

  

◀ 他自治体庁舎に 

おける緑地の 

イメージ 
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④想定敷地面積の算定  

区分 最小 最大 

建築面積（A） 3,730 ㎡ 5,850 ㎡ 

駐車場面積 

一般用 5,900 ㎡ 5,900 ㎡ 

車いす対応 210 ㎡ 210 ㎡ 

職員・公用車 15,150 ㎡ 15,150 ㎡ 

大型車 280 ㎡ 280 ㎡ 

小計（B） 21,540 ㎡ 21,540 ㎡ 

緑地面積（C） 3,280 ㎡ 3,987 ㎡ 

計（A+B+C） 28,550 ㎡ 31,377 ㎡ 

  よって、飯名地区市有地における想定敷地面積を以下のとおり設定します。 

想定敷地面積（飯名地区市有地）   約２８，６００㎡ から 約３１，３００㎡ 

 ＜敷地面積の考え方＞ 

・敷地面積 ＝ 建築面積 ＋ 駐車場面積 ＋ 緑地面積 ですが、現時点においては、駐車

場面積が多くなっており、基本計画において、さらなる検討が必要です。 

・駐車場面積の中で、ロータリー、駐輪場、歩行者通路等の検討を行うこととします。 

・緑地面積の中で、広場、調整池等の検討を行うこととします。 

・駐車場面積と緑地面積については、今後の配置などによって、相互に面積を調整する

など柔軟に対応することとします。 

     

 

（３）現庁舎市有地で整備する公共施設の規模  ＜規模の算定手順⑥＞ 

現庁舎市有地で整備する公共施設の規模を以下のとおりとりまとめました。 

 

（現庁舎市有地） 

 下限値 上限値 備考 

建築面積 3,600㎡ 4,670㎡ - 

駐車場面積 9,790㎡ 9,790㎡ 390台分 

緑地面積 4,347㎡ 4,704㎡ 敷地面積の 25％ 

合計 17,737 ㎡ 19,164 ㎡ - 

  ◆ 現庁舎市有地における想定敷地面積 １７，８００㎡～１９，１００㎡  
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＜現庁舎市有地で整備を行う公共施設＞                （単位：㎡） 

№ 施設名 延床面積 建築面積 駐車場面積 

15 図書館 1,600～1,840 ㎡ 800～ 920 ㎡ 1,255 ㎡ 

16  鉾田中央公民館 1,600～1,840 ㎡ 1,200～1,380 ㎡ 1,785 ㎡ 

17 （仮）市民ホール 1,900～2,670 ㎡ 1,600～2,370 ㎡   6,750 ㎡ 

計 5,100～6,350 ㎡ 3,600～4,670 ㎡ 9,790 ㎡ 

 

※＜敷地面積の算定の考え方＞、＜敷地面積の算定＞、＜緑地面積の算定の手法＞について

は、飯名地区市有地と同様となります。（P．119参照） 

 

③緑地面積の算定       

≪算定条件≫ 

建築面積 
最小 3,600 ㎡ 

最大 4,670 ㎡ 

駐車場面積 

一般用 9,200 ㎡ 

車いす対応 240㎡ 

計 9,440 ㎡ 

緑地面積の計算式 （建築面積 ＋ 駐車場面積）× 0.25 ÷ 0.75 

≪緑地面積（建築面積最小の場合）≫ 

（3,600 ＋ 9,440）× 0.25 ÷ 0.75 ≒ 4,347㎡ 

 

≪緑地面積（建築面積最大の場合）≫ 

（4,670 ＋ 9,440）× 0.25 ÷ 0.75 ≒ 4,704㎡ 

 

◆ よって、緑地面積を４，３４７㎡～４，７０４㎡とします。 
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④想定敷地面積の算定    

区分 最小 最大 

建築面積（A） 3,600 ㎡ 4,670 ㎡ 

駐車場面積 

一般用 9,200 ㎡ 9,200 ㎡ 

車いす対応 240 ㎡ 240 ㎡ 

職員・公用車 350 ㎡ 350 ㎡ 

大型車 0㎡ 0㎡ 

小計（B） 9,790 ㎡ 9,790 ㎡ 

緑地面積（C） 4,347 ㎡ 4,704 ㎡ 

計（A+B+C） 17,737 ㎡ 19,164 ㎡ 

  よって、現庁舎市有地における敷地面積を以下のとおり設定します。 

想定敷地面積（現庁舎市有地）    約１７，８００㎡ から 約１９，１００㎡ 

 

 ＜敷地面積の考え方＞ 

・敷地面積 ＝ 建築面積 ＋ 駐車場面積 ＋ 緑地面積 ですが、現時点においては、駐車

場面積が多くなっており、基本計画において、さらなる検討が必要です。 

・駐車場面積の中で、ロータリー、駐輪場、歩行者通路等の検討を行うこととします。 

・緑地面積の中で、広場、調整池等の検討を行うこととします。 

・駐車場面積と緑地面積については、今後の配置などによって、相互に面積を調整する

など柔軟に対応することとします。 
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（４）２拠点の市有地面積との整合性 

  （２）及び（３）で２拠点それぞれの想定される面積を算定したので、現在の市有地の

面積との整合性の確認を行いました。 

 

①各市有地の面積と想定面積の整理 

＜飯名地区市有地の面積と想定面積の整理＞ 

   面積 

市有地の面積 27,200㎡(右図青枠) 

想定面積 28,600～31,300㎡ 

整合性 最大 4,100 ㎡不足の可能性 

   

  

 ＜現庁舎市有地の面積と想定面積の整理＞  

   面積 

市有地の面積 22,200㎡(右図赤枠) 

想定面積 17,800～19,100㎡ 

整合性 市有地のみで整備可能（※） 

  ※市有地は高低差がある土地も含まれることから、一体 

的に利用可能な面積は約 17,000㎡ 

 

 ＜２拠点のまとめ＞   

   飯名地区市有地 現庁舎市有地 

市有地の面積 27,200 ㎡ 22,200 ㎡ 

想定面積 28,600～31,300㎡ 17,800～19,100㎡ 

整合性 最大 4,100 ㎡不足の可能性 市有地のみで整備可能(要工夫) 

 ・飯名地区市有地については、1,400 ㎡～4,100 ㎡程度の不足が発生する可能性が見込まれ

ます。ただし、施設の複合化、緑地面積などにより対応できる可能性があります。 

 ・現庁舎市有地については、想定上は市有地のみで整備可能な規模となっていますが、一

体的に利用可能な面積が限られていることから、敷地の利用方法に工夫を要すると見込

まれます。 

・必要面積はいずれも机上のものであり、土地の形状や利用方法等により、今後建物、駐車

場等の配置により、必要面積の増減が見込まれます。 

 

②対応方針 

  整理した課題を踏まえ、対応方針の案を下記のとおり示します。なお、今後基本計画以

降で、建物、駐車場等の配置により、必要な面積を把握した上で、対応を行うこととしま

す。よって、基本構想時点における対応方針とします。 

  ア．駐車場規模及び建物の建築面積等の調整などによる必要面積の削減 

  イ．最小限の用地購入などによる敷地面積の確保 
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（５）再編整備を行う公共施設規模のまとめ 

 飯名地区市有地 現庁舎市有地 計 

延床面積 9,730～12,350㎡ 5,100～6,350 ㎡ 14,830～18,700 ㎡ 

建築面積 3,730～5,850 ㎡ 3,600～4,670 ㎡ 7,330～10,520 ㎡ 

駐車場（台数） 853台 390 台 1,243 台 

駐車場（面積） 21,540㎡ 9,790 ㎡ 31,330 ㎡ 

緑地面積 3,280～3,987 ㎡ 4,347～4,704 ㎡ 7,627～8,691 ㎡ 

敷地面積 28,600～31,300㎡ 17,800～19,100㎡ 46,400～50,400 ㎡ 

 

※整備にあたっては、機能集約を図りつつ、可能な限り、建物の棟数を最小となるよう検

討していきます。特に、現庁舎市有地における社会教育系施設においては、集約化を検

討していきます。 

※書庫等については、保存書類の圧縮や、さらなる電子化に努めるとともに、保存形態の

改善に向けた見直しを進めていきます。 

※現存する公共施設の法的根拠の見直しを図り、より利便性などを考慮した上で検討して

いきます。（一例としては、現在の鉾田中央公民館は社会教育法に基づく施設ですが、こ

の見直しを図ります。） 

※今後の人口減少やデジタル化などの社会変化を十分考慮し、ソフト事業の充実も併せて

検討することにより、より効率的な施設整備を図ります。 

※健康・福祉施設の窓口集約化を図りつつ、事業実施機能のあり方について十分検討して

いきます。 

※公共施設を単に「造る」ということではなく、それぞれの機能を「兼ねる」という視点で

検討を行います。公共施設を多機能に効率的に併用することにより、最小限のコストで

最大限の効果を目指していきます。 
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第１１章 再編整備の概算工事費及び財源について 

 １．概算工事費の算定  

 （１）概算工事費の考え方 

 （２）新庁舎の概算工事費 

 （３）公共施設の概算工事費 

 （４）新庁舎及び公共施設の概算工事費 

２．事業における財源     

（１）事業の財源の考え方 

（２）事業の財源の想定 

                                       

 

１．概算工事費の算定  

（１）概算工事費の考え方 

  ①基本構想における概算工事費の算定 

概算工事費については、基本構想をもとに、今後基本計画、基本設計、実施設計と具

体的な検討を進めていくなかで詳細に算定していきます。なお、工事費だけでなく、事

業費として、設計費や備品購入費、移転に係る費用なども想定されます。 

基本構想においては、事業手法が決定していない等、概算事業費の算出は困難なこと

から、本事業に係ると見込まれる主な費用の目安を示すため、他自治体の庁舎整備事例

などを基に概算工事費の算定を行います。 

概算事業費 

その事業に係る全ての費用（各種委託料、備品購入費、外構工事費

など） 

⇒様々な未確定要素があるため基本構想策定時点での算出は困難 

概算工事費 

建物本体の工事等に係る費用 

⇒基本構想策定時点では、他自治体の庁舎整備事例や試算を基に参

考値として算出 

 

  ②算出方法 

   概算工事費の算出にあたっては、主に以下の方法を採用しました。 

   ア．公共施設の延床面積に平米単価を乗じて算出 

   イ．平米単価については、他自治体の事例を参考に算出している前構想の数値に、物

価上昇などを時点修正 

   ウ．平米単価については、前計画の基本計画における検討内容の一部を反映 

   エ．延床面積は、前章で算出した数値を採用 

    

   ※平米単価とは、工事費用を「１平方メートル（１㎡）あたり」に換算した指標で

す。以下「㎡単価」と表記します。 

 

 



129 

（２）新庁舎の概算工事費 

①前構想における概算工事費の㎡単価 

 前構想における概算工事費の㎡単価の算出について、以下のとおり抜粋しました。 

 

・・・・・・・・・・・・・・・＜以下前構想より抜粋＞・・・・・・・・・・・・・・ 

  今回試算した概算工事費は以下のとおりです。なお、現時点での試算であり、将来に渡

る物価上昇等は見込んでいません。 

 
 

 
 

 

構造等 
１㎡あたりの 

工事費 

概算工事費 

延床 10,000 ㎡ 延床 12,000 ㎡ 

① 

S造 

耐震 
3階建 約 47万円 約 47億円 約 56億円 

② 4階建 約 49万円 約 49億円 約 59億円 

③ 
免震 

3階建 約 52万円 約 52億円 約 62億円 

④ 4階建 約 53万円 約 53億円 約 64億円 

○A  ①から⑧の平均 約 55万円 約 55億円 約 66億円 

○B  他自治体の庁舎整備事例 約 56万円 約 56億円 約 67億円 

⑤ 

RC造 

耐震 
3階建 約 57万円 約 57億円 約 68億円 

⑥ 4階建 約 58万円 約 58億円 約 70億円 

⑦ 
免震 

3階建 約 62万円 約 62億円 約 74億円 

⑧ 4階建 約 64万円 約 64億円 約 77億円 

   ※○Aが、①から⑧の概算工事費の平均額です。 

   ※○Bが、他自治体の庁舎整備事例を基にした概算工事費です。 

 

  ・「１㎡あたりの工事費」は、構造等の「S 造（鉄骨造）」か「RC 造（鉄筋コンクリート

造）」、「耐震」か「免震」、「３階建」か「４階建」の組み合わせ方によって、全部で８

通り算定されます。 

  ・「概算工事費」は、「１㎡あたりの工事費」８通りそれぞれに対して、想定する延床面積

の「10,000 ㎡」か「12,000 ㎡」の２通りずつ、全部で 16通り算定されます。 

・最も安価な組み合わせ（S 造/耐震/３階建/10,000 ㎡：約 47 億円）と、最も高価な組

み合わせ（RC 造/免震/４階建/12,000 ㎡：約 77 億円）の間には、約 30 億円の差があ

ります。 

   

 

 

パ
タ
ー
ン 
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 ＜参考＞他自治体事例からの試算内容 

 

 

≪近年の他自治体の庁舎整備事例≫ 

  近年（主に令和３年度以降）竣工した他自治体の庁舎整備事例（延床面積 20,000 ㎡以

下）をもとに、庁舎規模と工事費等から、１㎡当たりの工事費を算定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○１㎡あたりの工事費  

約 45 万円～約 70 万円 （上図黄色線で囲んでいる範囲） 

 ○事務局調査の２５自治体の平均値 

   １㎡あたりの工事費 約 55.9万円（≒56万円） 

 ※上記の 25自治体は、建物の規模や構造、建設手法などが異なります。 

 

 

＜新庁舎の概算工事費＞ 

基本構想においては、前述のとおり、概算工事費を目安として示すこととします。さら

に、採用する構造等により、工事費が大きく異なることから、その旨の注釈を記載しまし

た。 

新庁舎の概算工事費は、１㎡あたりの工事費を 55万円と設定します。その設定理由とし

ては、基本構想においては、建物の構造及び組み合わせ等が不確定の中で、目安を示すに

想定する延床面積 10,000 ㎡ ～ 12,000 ㎡ 

１㎡あたりの工事費 約 56 万円／㎡ 

想定する延床面積の場合の 

概算工事費 

延床 10,000 ㎡ 延床 12,000 ㎡ 

約 56 億円 約 67 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当

た

り

の

工

事

費 
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あたり、様々な構造等を包括的に考慮した平均値を採用することに一定の妥当性があると

判断したためです。 

    

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・＜以上前構想より抜粋＞・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 ②新庁舎における㎡単価の設定に考慮すべき事項 

ア．４週８閉所及び猛暑日による休工の考慮 

   ・令和６年度以降に本格的に適用された 4 週 8 閉所への制度改正により、工事現場を

閉所する日数が令和５年度以前よりも増加し、工事費の増額が見込まれます。また、

昨今の記録的猛暑により休工となる日が発生することから、それによる工事費の増

額も見込まれます。 

     ⇒国土交通省の「工事における週休２日の取得に要する費用の計上に係る計算仕様」

及び「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算方法」及び前計画におけ

る検討を踏まえ、前構想との比較で 5.4％増と見込みました。 

  

  イ．物価上昇の考慮 

   ・令和５年１月以降の物価上昇について、（一財）建築物価調査会の公表データ(※)を

基に整理し、令和５年１月から令和７年 12 月までは実績値を、令和８年１月から令

和８年 12月までは過去の年平均値を用いて上昇率を整理しました。 

    ⇒Ｓ造とＲＣ造の物価上昇率を平均し、前構想との比較で 19％増と見込みました。 

    (※)…資材費や人件費等の変動傾向を表しています。 

  

 ③庁舎の概算工事費 

  ア．㎡単価の設定 

   前構想で設定した 55 万円/㎡を基に、前述のとおり考慮すべき事項を加味した上で、

㎡単価の時点修正を行いました。 

 

   55万円/㎡（前構想㎡単価） × 5.4％増（４週８閉所等） × 19％増（物価上昇） 

≒ 68万円/㎡ （約 24％増） 

       

  イ．新庁舎の概算工事費 

  ・68万円/㎡に、想定する新庁舎規模（延床面積）の「8,000㎡～10,000 ㎡」を乗じて算

定しました。 

    

 

 

 

１㎡あたりの工事費 約５５万円／㎡ 

１㎡あたりの工事費 約６８万円／㎡ 
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※上記の１㎡あたりの工事費及び概算工事費は、基本構想策定段階におけるおおよそ

の工事費の目安を示すものであり、他自治体の事例や試算を用いた上で、物価上昇な

どを考慮して算定しています。  

※採用する建物構造や建設手法などにより、工事費は変動が見込まれます。 

   ※経済状況などの影響により、工事費は変動が見込まれます。 

※実際にかかる工事費については、基本計画、基本設計、実施設計段階において、建物

の構造や、規模、デザイン、機能等を具体化していく過程で、改めて積算を行います。 

 

（３）公共施設の概算工事費 

①概算工事費の対象とした公共施設 

 概算工事費の試算の対象とした公共施設については、第10章で示したとおりです。なお、

「鉾田市役所付属庁舎」、「仮設相談室」、「農業振興センター」、「原子力防災倉庫」、「防災倉

庫」、「鉾田市福祉事務所」、「こども家庭センター」、「消費生活センター」、「地域職業相談

室」については、延床面積の算定を新庁舎等に含んでいるため、概算工事費の算定は行わ

ないこととします。 

 

№ 施設名 延床面積 

① 老人福祉センターともえ荘（社会福祉協議会） 130 ～   215 ㎡ 

② ワークプラザ鉾田（シルバー人材センター） 200 ～   280 ㎡ 

③ 鉾田保健センター 1,100 ～ 1,380㎡ 

④ 防災拠点設備・施設 300 ～   475 ㎡ 

⑤ 図書館 1,600 ～ 1,840㎡ 

⑥ 鉾田中央公民館 1,600 ～ 1,840㎡ 

⑦ （仮）市民ホール 1,900 ～ 2,670㎡ 

 合計 6,830 ～ 8,700㎡ 

 

②前構想における概算工事費の㎡単価 

 前構想における公共施設の概算工事費の㎡単価の算出について、以下のとおり抜粋しま

した。 

 

概算工事費 

約５４億円から約６８億円 

ただし、採用する構造等により 

工事費が 15％程度増減する場合がある 
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・・・・・・・・・・・・・・・＜以下前構想より抜粋＞・・・・・・・・・・・・・・ 

  一体整備を行う公共施設の概算工事費についても、新庁舎同様に事業規模の目安となる

ように試算を行いました。なお、概算工事費の考え方についても新庁舎同様となります。 

  今回試算した概算工事費は以下のとおりです。なお、現時点での試算であり、将来に渡

る物価上昇等は見込んでいません。 

   
S造 RC造 

平均 
耐震 免震 耐震 免震 

① 図書館 約 8.2億 
(約 41 万円/㎡) 

約 11.5 億 
(約 57 万円/㎡) 

約 12.2 億 
(約 61 万円/㎡) 

約 15.4 億 
(約 77 万円/㎡) 

約 11.8 億 
(約 59 万円/㎡) 

② 鉾田中央公民館 約 8.0億 
(約 40 万円/㎡) 

約 11.3 億 
(約 57 万円/㎡) 

約 12.0 億 
(約 60 万円/㎡) 

約 15.2 億 
(約 76 万円/㎡) 

約 11.6 億 
(約 58 万円/㎡) 

③ 
老人福祉センター

ともえ荘 
（社会福祉協議会） 

約 1.1億 
(約 46 万円/㎡) 

約 1.7億 
(約 73 万円/㎡) 

約 1.6 億 
(約 68 万円/㎡) 

約 2.2 億 
(約 94 万円/㎡) 

約 1.7 億 
(約 73 万円/㎡) 

④ ワークプラザ鉾田 
(シルバー人材センター) 

約 1.3億 
(約 43 万円/㎡) 

約 2.0億 
(約 68 万円/㎡) 

約 1.9 億 
(約 63 万円/㎡) 

約 2.6 億 
(約 88 万円/㎡) 

約 2.0 億 
(約 68 万円/㎡) 

⑤ 鉾田保健センター 約 6.1億 
(約 41 万円/㎡) 

約 8.5億 
(約 57 万円/㎡) 

約 9.0 億 
(約 60 万円/㎡) 

約 11.4 億 
(約 76 万円/㎡) 

約 8.8 億 
(約 58 万円/㎡) 

⑥ 防災拠点設備・施設 約 2.0億 
(約 41 万円/㎡) 

約 3.3億 
(約 65 万円/㎡) 

約 3.0 億 
(約 61 万円/㎡) 

約 4.2 億 
(約 84 万円/㎡) 

約 3.1 億 
(約 63 万円/㎡) 

⑦ 
(仮)多目的文化

ホール 
約 22.3億 
(約 77 万円/㎡) 

約 26.7 億 
(約 92 万円/㎡) 

約 27.7 億 
(約 95 万円/㎡) 

約 32.2 億 
(約 110 万円/㎡) 

約 27.2 億 
(約 94 万円/㎡) 

合計 約 49.0億 約 65.0 億 約 67.4 億 約 83.2 億 約 66.2 億 

  ※( )は１㎡あたりの工事費です。端数の関係で計算が一致しない場合があります。 

  ※各概算工事費は、規模が小さくなると１㎡当たりの工事費が高くなる傾向があり、実

際の額と異なってしまう可能性があるため、①で示した各公共施設の延床面積のうち、

最大の面積で試算しています。（よって、公共施設の試算については、新庁舎と異なり、

延床面積及び階数による幅は生じません。） 

 

  ・「S造（鉄骨造）」か「RC造（鉄筋コンクリート造）」、「耐震」か「免震」の組み合わせ

方によって、それぞれ概算工事費が異なります。 

  ・基本構想段階においては、各公共施設の組み合わせ等が決定していないことから、全

ての施設を単独で整備するものと仮定し、概算工事費を算定しています。 

   なお、各施設の組み合わせ等については、基本計画において検討を行いますが、その

組み合わせ方によって、工事費が大きく増減する可能性があります。 

  ・規模の小さな施設はスケールメリットが得られないため、特に「免震」を採用した際

に工事費が高くなる傾向があります。 

  ・「（仮）多目的文化ホール」については、大空間を要するなど特殊な造りであるため、全

体的に１㎡あたりの工事費が高くなる傾向があります。 

 ・・・・・・・・・・・・・・・＜以上前構想より抜粋＞・・・・・・・・・・・・・・ 

施設名 

構造等 
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 ③公共施設の概算工事費 

  本構想における公共施設の概算工事費については、以下のとおり算定しました。 

 ア．㎡単価設定の考え方 

・公共施設の㎡単価について、前構想では、S 造（耐震・免震）及び RC 造（耐震・免

震）の各構造における工事費を試算し、その平均値を用いて設定していました。 

・前計画の基本計画における検討や他自治体の事例等を踏まえると、公共施設につい

ては「S造・耐震」又は「RC造・耐震」を採用する可能性が高いと想定されます。 

・前計画において、建物の集約化・複合化の可能性が高い施設の検討を行いましたの

で、同一の㎡単価の採用が可能となると判断しました。 

⇒本構想において基準となる各公共施設の㎡単価は「S 造・耐震」及び「RC 造・耐震」

の平均値を用いて設定することとします。（防災倉庫については、「S 造・耐震」を採

用する可能性が高いことから、前構想の「S造・耐震」の㎡単価を採用することとし

ます。） 

⇒「図書館・公民館」及び「社会福祉協議会・シルバー人材センター・保健センター」

については、前計画での検討等を踏まえ、集約化の可能性が高いことから、同一の㎡

単価を採用することとします。 

  イ．公共施設の㎡単価の仮設定 

    前述のアの考え方に基づき、物価上昇などを見込んでいない中での、㎡単価の仮設

定を以下のとおりとりまとめました。 

【各公共施設の㎡単価】  

 
S造 RC造 

㎡単価 
耐震 免震 耐震 免震 

老人福祉センター 

ともえ荘(社会福祉協議会) 

1.1億円 
(46 万円/㎡) 

1.7億円 
(73 万円/㎡) 

1.6億円 
(68 万円/㎡) 

2.2 億円 
(94 万円/㎡) 

51万円/㎡ ワークプラザ鉾田 
(シルバー人材センター) 

1.3億円 

(43 万円/㎡) 

2.0億円 

(68 万円/㎡) 

1.9億円 

(63 万円/㎡) 

2.6 億円 

(88 万円/㎡) 

鉾田保健センター 
6.1億円 

(41 万円/㎡) 
8.5億円 

(57 万円/㎡) 
9.0億円 

(60 万円/㎡) 
11.4億円 

(76 万円/㎡) 

防災拠点設備・施設 
2.0億円 

(41 万円/㎡) 

3.3億円 

(65 万円/㎡) 

3.0億円 

(61 万円/㎡) 

4.2 億円 

(84 万円/㎡) 
41万円/㎡ 

図書館 
8.2億円 

(41 万円/㎡) 

11.5億円 

(57 万円/㎡) 

12.2億円 

(61 万円/㎡) 

15.4億円 

(77 万円/㎡) 
50万円/㎡ 

鉾田中央公民館 
8.0億円 

(40 万円/㎡) 
11.3億円 

(57 万円/㎡) 
12.0億円 

(60 万円/㎡) 
15.2億円 

(76 万円/㎡) 

(仮)市民ホール 
22.3億円 

(77 万円/㎡) 
26.7億円 

(92 万円/㎡) 
27.7億円 

(95 万円/㎡) 
32.2億円 

(110 万円/㎡) 
86万円/㎡ 

 ＜各公共施設の㎡単価の積算＞ 

（社会福祉協議会・シルバー人材センター・鉾田保健センターの㎡単価） 

合計工事費(各施設の S造耐震+RC 造耐震) ÷ 合計延床面積 ÷ ２(平均) ＝ ㎡単価  

（1.1億円+1.6億円+1.3億円+1.9億円+6.1億円+9.0億円）÷2,030㎡÷２＝ 51.7万円/㎡ 

  ⇒51万円/㎡（１万円未満切り捨て） 
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 （図書館・鉾田中央公民館の㎡単価） 

合計工事費(各施設の S造耐震+RC 造耐震) ÷ 合計延床面積 ÷ ２(平均) ＝ ㎡単価  

（8.2 億円+12.2億円+8.0 億円+12.0 億円）÷4,000 ㎡ ÷２ ＝ 50.5 万円/㎡ 

  ⇒50万円/㎡（１万円未満切り捨て） 

 （(仮)市民ホールの㎡単価） 

合計工事費(各施設の S造耐震+RC 造耐震) ÷ 合計延床面積 ÷ ２(平均) ＝ ㎡単価  

（22.3 億円+27.7 億円）÷ 2,900㎡ ÷ ２＝ 86.2 万円/㎡ 

  ⇒86万円/㎡（１万円未満切り捨て） 

ウ．公共施設における㎡単価の設定 

 イで仮設定した公共施設の㎡単価に、新庁舎でも考慮した「４週８閉所及び猛暑日によ

る休工」及び「物価上昇」を加味した上で、㎡単価の設定を行いました。 

 仮設定した㎡単価 加味する値 ㎡単価 

社会福祉協議会 

シルバー人材センター 

鉾田保健センター 

51万円/㎡  63 万円/㎡ 

防災拠点設備・施設 41万円/㎡ 51 万円/㎡ 

図書館 

鉾田中央公民館 
50万円/㎡ 62 万円/㎡ 

(仮)市民ホール 86万円/㎡ 107 万円/㎡ 

 

エ．公共施設の概算工事費 

・前述のとおり算定した㎡単価に延床面積を乗じて工事費の算定を行いました。 

・各概算工事費は、規模が小さくなると 1 ㎡あたりの工事費が高くなる傾向があり、実際

の工事と乖離する可能性があることから、各公共施設の延床面積の上限値（最大の面積）

で算出しました。よって、公共施設の概算工事費の算定については、新庁舎と異なり、延床

面積及び階数などによる変動幅は生じません。 

 ㎡単価 規模（上限） 工事費 

老人福祉センターともえ荘(社会福祉協議会) 

63 万円/㎡ 

   215 ㎡  1.4 億円 

ワークプラザ鉾田(シルバー人材センター)    280 ㎡  1.8 億円 

鉾田保健センター  1,380 ㎡  8.7 億円 

防災拠点設備・施設 51 万円/㎡    475 ㎡  2.4 億円 

図書館 
62 万円/㎡ 

 1,840 ㎡ 11.4 億円 

鉾田中央公民館  1,840 ㎡ 11.4 億円 

(仮)市民ホール 107万円/㎡  2,670 ㎡ 28.6 億円 

合計 65.7 億円 

【5.4％増】 

4週 8 閉所等によるもの 

【19％増】 

 物価上昇によるもの 

×5.4％増×19％増 
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基本構想においては、新庁舎と同様に概算工事費を目安として示すこととします。さら

に、採用する構造等により、工事費が大きく異なることから、その旨の注釈を記載しまし

た。 

再編整備を行う公共施設の概算工事費は、平均値である約 65.7 億円に１割の変動幅を持

たせた約 59 億円から約 73 億円と設定します。その設定理由としては、基本構想において

は、建物の構造及び組み合わせ等が不確定の中で、目安を示すにあたり、様々な構造等を

包括的に考慮した平均値を採用することが一定の妥当性があると判断したためです。さら

に、各公共施設においては、建物の組み合わせ、構造、デザイン、機能等について不確定要

素が多く含まれるため、基本構想においては、一定の変動幅を持たせることとしました。 

 

 

 

 

    

   

 ※上記の概算工事費は、基本構想策定段階における一定の概算工事費の目安を示すも

のです。  

※採用する建物構造や組み合わせなどにより、工事費は変動が見込まれます。 

   ※経済状況などの影響により、工事費は変動が見込まれます。 

※実際にかかる工事費については、基本計画、基本設計、実施設計段階において、建

物の組み合わせや構造、規模、デザイン、機能等を具体化していく過程で、改めて

積算を行います。 

 

（４）新庁舎及び公共施設の概算工事費 

 ①新庁舎及び公共施設の概算工事費 

 （２）、（３）で示した新庁舎及び再編整備を行う公共施設の概算工事費を合算し、庁舎・

公共施設再編整備における概算工事費を以下のとおりとしました。なお、前述のとおり

本整備における一定の目安として概算工事費を示すものとなります。 

  

区分 概算工事費の目安 

新庁舎 
約５４億円 から 約６８億円 

（採用する構造等により、工事費が 15％程度増減する場合がある） 

公共施設等 

約５９億円 から 約７３億円 

（採用する構造や各施設の組み合わせ等により、工事費が大きく増減する場

合がある） 

合 計 約１１３億円 から 約１４１億円 

※上記の概算工事費は、基本構想策定段階における一定の工事費の目安を示すものです。  

概算工事費 

約５９億円から約７３億円 

ただし、採用する構造や、各施設の組み合わせ等 

により工事費が大きく増減する場合がある 
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※採用する建物構造や建設手法などにより、工事費は変動が見込まれます。 

  ※経済状況などの影響により、工事費は変動が見込まれます。 

※実際にかかる工事費については、基本計画、基本設計、実施設計段階において、建物

の組み合わせや構造、規模、デザイン、機能等を具体化していく過程で、改めて積算

を行います。 

 

 ②前構想との比較 

 前構想 本構想 比較 

新庁舎 55～66億円 54～68億円 △1 ～ ＋2億円 

公共施設 60～72億円 59～73億円 △1 ～ ＋1億円 

計 115～138億円 113～141億円 △2 ～ ＋3億円 

※上記の他、用地取得費及び造成費等で約 7億円の削減が見込まれます。 

 

（参考）前構想の㎡単価を用いて、前構想の規模と本構想の規模を比較した場合 

 前構想 本構想 比較 

新庁舎 55～66億円 44～55億円 △11億円 

公共施設 60～72億円 55～67億円 △ 5億円 

計 115～138億円 99～122億円 △16億円 

⇒前構想と同条件で比較すると、本構想においては、新庁舎で約 11 億円分、公共施設で約

5億円分、合計約 16 億円分の削減が図られています。 

 

 ③今後の工事費の検討 

  基本構想においては、現段階における工事費の一定の目安をお示しするため概算工事費

を算定しました。 

  この概算工事費を踏まえつつ、今後の基本計画、基本設計、実施設計等の策定を進める

にあたっては、イニシャルコスト（事業費）及びランニングコスト（維持管理費）を十分に

考慮しながら行う必要があります。さらに、将来の人口動向及び本市の財政状況を踏まえ

た検討が必要となります。なお、これらの経費は基本計画、基本設計、実施設計の各段階

において具体化される事業計画に基づき、繰り返し精査していくものとなりますので、随

時更新してまいります。 

  なお、各段階における検討は、おおむね以下のとおり想定します。 

 

  ア．基本計画 

   ・大枠のイニシャルコスト算定（概算事業費の算定） 

   ・目安となるランニングコスト算定（一般的な建物の事例から目安を算定） 

  イ．基本設計 

   ・精度の高いイニシャルコスト算定（基本設計に基づく算定） 
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   ・具体的なランニングコスト算定（建物・設備計画に基づく算定） 

  ウ．実施設計 

   ・最終的なイニシャルコスト算定（工事発注レベルの工事費等を踏まえ算定） 

   ・ランニングコスト、ライフサイクルコスト算定（修繕等の長期的な維持管理を踏ま

え算定） 

  ※上記はいずれも基本構想段階における想定です。基本計画以降において、随時検討を

行い、示していきます。 
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２．事業における財源     

（１）事業の財源の考え方 

  庁舎・公共施設再編整備事業は、大規模な事業となることから、最大限の財源確保は不

可欠です。なお、新庁舎整備には原則として国、県からの補助金等の財政支援は受けられ

ませんが、新市建設計画の変更を行ったことで市町村合併に伴う合併特例債を活用するこ

とができます。また、再編整備を行う公共施設においては、国等からの補助金の対象とな

る場合があることから、最大限の補助金の活用を図る必要があります。 

 

（２）事業の財源の想定 

  事業の財源としては、国、県からの補助金、市債、基金、一般財源等が想定されます。今

後制度変更がある可能性も踏まえ、時限的措置が延長されることを条件に現時点で想定し

ている財源は以下のとおりです。なお、補助金、市債については、制度の変更等に留意しな

がら、最大限の活用を図れるよう努める必要があります。 

 ①補助金 

  社会資本整備総合交付金、防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金、地域脱炭素移行・

省エネ推進交付金等   ※令和８年度時点の制度を基に記載しています。 

 

 ②市債 

  合併特例債、緊急防災・減災事業債、防災対策事業債、公共施設等適正管理推進事業債、

脱炭素化推進事業債、こども・子育て支援事業債、地域活性化事業債等 

※令和８年度時点の制度を基に記載しています。 

※なお、現行制度の期間は、合併特例債が計画延長後令和 12年度まで、緊急防災・減債

事業債が令和 12年度まで、公共施設等適正管理推進事業債が令和８年度まで、脱炭素

化推進事業債が令和 12 年度まで、こども・子育て支援事業債が令和 10 年度までとな

っています。 

※基本構想においては、制度の延長を見込み、財源として想定しています。 

  

  ◆合併特例債 

    合併特例債は、「平成の大合併」による新市町村建設計画の事業費として、特例的

に発行できる地方債で、合併した市町村が新しいまちづくりのために実施する事業

のうち、必要と認められた事業に対する財源として借入れができるものです。事業

費の最大 95％まで充当（借入れ）可能で、元利償還金のうち 70％を国が負担（普通

交付税として措置）する仕組みです。 

    合併特例債を活用できるのは、2012 年、2018 年に改正特例法が成立したため、最

大で 2030 年（令和 12 年）までの期間となります。本市においては、令和８年３月

に新市建設計画を変更し、国と県に延長の申請をしました。 

 

 ③基金 

  公共施設整備基金等 
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第１２章 再編整備における工事手順及び建設方法（事業手法）の検討について 

 １．具体的な工事手順の検討 

  （１）工事手順の課題及び方向性 

  （２）具体的な工事手順の整理 

２．建設手法（事業手法）の検討 

（１）各建設手法の概要及び比較 

  （２）各建設手法のイメージ 

（３）事業手法の概要 

                                       

 

１．具体的な工事手順の検討 

（１）工事手順の課題及び方向性 

 ①工事手順の課題 

＜整備する公共施設＞ 

 整備する公共施設 公共施設 現在の公共施設 

飯

名

地

区

市

有

地 

鉾田市役所／鉾田市役所付属庁舎 

仮設相談室／農業振興センター 

原子力防災倉庫／防災倉庫 

社会福祉協議会 

シルバー人材センター 

鉾田市福祉事務所 

鉾田保健センター 

こども家庭センター 

防災拠点設備・施設 

消費生活センター 

地域職業相談室 

無 

（更地） 

－ 

現

庁

舎

市

有

地 

図書館／鉾田中央公民館 

（仮）市民ホール 

 

 

有 鉾田市役所／鉾田市役所付属庁舎 

仮設相談室／原子力防災倉庫 

防災倉庫／鉾田市福祉事務所 

鉾田保健センター 

こども家庭センター 

消費生活センター／図書館 

鉾田中央公民館 

上記のとおり、「飯名地区市有地」は更地であり、工事手順の検討において、課題は 

ありません。一方、「現庁舎市有地」における課題を整理する必要があります。 
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＜現庁舎市有地整備における課題＞ 

 「現庁舎市有地」においては、現庁舎をはじめ、図書館、鉾田中央公民館、福祉事務所、鉾

田保健センター等の既存施設が整備されていることから、それらを解体する必要があります。 

 なお、解体にあたっては、 

①解体する全ての施設を仮設し、仮移転させてから解体を行う方法 

②飯名地区市有地への施設整備を先行して行い、移転させてから解体を行う方法 

の２つの手法が考えられますが、利用者の方の利便性及び整備の経済性などを考慮しつつ、

工事手順の検討を行う必要があります。 

 

 ＜２拠点整備の工事の方向性＞ 

 上記を踏まえると、①の手法では、仮設の建物の整備、仮設場所の確保、移転作業回数の

増加などにより多くのコストを要する可能性が高く、②では、整備完了が①より時間を要す

ることになります。 

 その上で、利用者の方の利便性や仮設建物の建設コスト等を考慮し、②の手法により整備

することとします。よって、飯名地区市有地での整備を先行し、その後に現庁舎市有地の整

備を行うこととします。なお、飯名地区市有地の整備に並行して、現庁舎市有地へ整備する

社会教育系施設に関する管理運営方針等の検討も進めていきます。 

 

（２）具体的な工事手順の整理 

 （１）を踏まえ、基本構想段階において想定する建設手順について以下のとおり整理しま

した。なお、施設整備については３段階、解体については２段階で行うことを想定しました。

また、工事段階が異なるため、今後の基本計画、基本設計、実施設計等については、飯名地区

市有地、現庁舎市有地の整備において、それぞれ策定するものとします。 

 

 第１段階 ①飯名地区市有地へ庁舎、保健センター等を整備 

   ↓ 

 第２段階 ②庁舎、保健センター機能等を新施設へ移転し、③既存施設を解体 

   ↓ 

 第３段階  ④現庁舎市有地へ図書館、公民館、(仮)市民ホール等を整備 

   ↓ 

 第４段階  ⑤図書館、公民館機能を移転し、⑥既存施設を解体 

   ↓ 

 第５段階  ⑦第４段階の解体後の部分について外構整備 

 

 ※第２段階において、中央公民館は解体を予定していますが、この代替案については、今

後検討していくこととします。 

 ※第２段階において、図書館は代替が困難であることから、継続使用することを基本とし

て検討していくこととします。（よって、⑥は図書館を想定しています。） 
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２．建設手法（事業手法）の検討 

特に飯名地区市有地において、令和 12 年度から 13 年度を目途に庁舎等の整備を完了す

るためには、限られた時間、限られた財源の中で、より効率的かつ効果的に進めることが

出来る建設手法や、その後の維持管理運営までを含めた事業手法について検討する必要が

あります。 

現庁舎市有地 飯名地区市有地 

図書館・公民館 

市民ホール 

第１段階 

第２段階 

第３段階 

第４段階 

第５段階 

       建設手順（イメージ） 

図書館 

公民館 

庁舎等 保健 

センター 

庁舎 

保健センター 等 

図書館 

公民館 

庁舎等 
保健 

センター 

③既存施設を 

解体 

②機能移転 

庁舎 

保健センター 等 

図書館 図書館・公民館 

市民ホール 

図書館 図書館・公民館 

市民ホール 

⑤機能移転 

⑥移転後図書館を解体 

①庁舎・保健センター等を整備 

④図書館等を整備 

⑦外構整備 

供用開始 
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今後、基本計画段階において、各手法を比較し、本事業において最も適した手法を検討

していくこととなります。そのため、基本構想においては、各手法について概要をまとめ、

基本計画段階における検討資料として活用できるよう提示します。 

なお、建設手法（事業手法）については、飯名地区市有地及び現庁舎市有地において、そ

れぞれ基本計画段階で検討を行うものとします。 

 

基本構想時 基本計画時 

各手法について概要をまとめ提示 
本事業において最も適した手法を検討 

（２拠点それぞれで検討） 

 

※建設手法 ・・・ 資金調達から施工（建設）までの方法 

事業手法 ・・・ 資金調達から建設後の運営までを含めた方法 

 

（１）各建設手法の概要及び比較 

 
従来方式 

（分離発注方式） 

ECI 方式 

＜Early Contractor Involvement＞ 

（先行発注型三社協定方式） 

概要 

市が資金調達し、設計、建設を別々の

民間事業者へ個別に発注する。維持管

理・運営は直営又は民間事業者へ個別

に発注する。 

従来方式と同じ枠組みであるが、建設

事業者が設計段階で技術協力を行い、

技術力を設計内容に反映させることで

「コスト縮減」や「工期短縮」を目的

に行うもの。 

資金調達 市 市 

土地 市 市 

建物 市 市 

ポイント 

通常の発注方法であり、ノウハウがあ

るため、事業期間の見通しを立てやす

い。 

設計段階で施工者が参画することによ

り、施工段階における設計変更のリス

ク低減が図られるほか、材料・工法等

について技術協力することで建設コス

ト(施工者と先行して契約するため、

建設費以外では増加すると考えられ

る)や期間の削減が期待される 

事例 

【本市事業】 

 ・各統合小学校   等 

【他自治体事例】 

 ・坂東市役所 

 ・稲敷市役所 

 ・水戸市役所    等 

【本市事業】 

 ・なし 

【他自治体事例】 

 ・水戸市民会館 

 ・白井市役所（千葉県） 

 ・会津若松市役所（福島県） 等 
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DB方式 

＜Design Build＞ 

（設計施工一括発注方式） 

PFI方式（BTO 方式） 

＜Private Finance Initiative＞ 

（民間資金等活用方式） 

概要 

市が資金調達し、施設性能を示したう

えで、民間事業者へ設計・建設を一体

的に発注する。維持管理・運営は直営

又は民間事業者へ個別に発注する。 

基本設計のみ別で行う「基本設計先行

型」と基本設計から一括して行う「基

本設計一括型」がある。 

民間事業者が資金調達・建設を行い、完

成後に所有権を公共に移転する。その

後一定期間運営を同一の民間事業者へ

委ねる。 

民間が資金調達することから、合併特

例債の活用が出来ない。 

資金調達 市 民間 

土地 市 市 

建物 市 市 

ポイント 

設計・施工の責任の所在が明確になる

ほか、ECI 方式同様、設計・施工が密

接に関わることにより、コストや期間

の削減が期待される。 

ただし、すべてを１社に任せるため、

適切な材料・工法なのか等のチェック

が働きにくくなる。 

このため、技術的中立を保ちつつ各種

マネジメント業務を行う CM 方式を併

用する事例もある。 

民間が資金調達から設計・施工までを

一括して行うため、コスト削減が期待

されるほか、自治体の支出の平準化が

図られる。 

PFI 法に基づく手続きが必要となるた

め、トータルの期間は従来方式と大き

く変わらない可能性がある。 

事例 

【本市事業】 

 ・新ごみ処理施設    等 

(運営まで一括して行う DBO 方式) 

【他自治体事例】 

 ・下妻市役所 

 ・つくばみらい市役所 

 ・小山市役所（栃木県） 等 

【本市事業】 

 ・なし 

 

【他自治体事例】 

 ・かみす防災アリーナ 

 ・貝塚市役所（大阪府） 

 ・紫波町役場（岩手県）  等 
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（２）各建設手法のイメージ 

   

実施設計

施工

凡例

従来方式 ECI方式 DB方式 PFI方式

資金調達

基本設計

市が 

資金調達 

市が 

資金調達 

市が 

資金調達 

民間が 

資金調達 

基本設計 

実施設計 

施工 

基本設計 

施工 

技
術
協
力 

実
施
設
計 

基本設計 

実施設計 

施工 

基本設計 

実施設計 

施工 

 施工業者の関与が早くなる 

市が資金調達する方式（公設） 民間が資金調達する方式（民設） 

実施設計

施工

凡例

従来方式 ECI方式 DB方式 PFI方式

資金調達

基本設計

設計業者が行う 

（市が発注） 

施工業者が行う 

（市が発注） 
民間主導で行う 
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（３）事業手法の概要 

 事業手法については、大きく分けて４つの手法があります。 

  ①公設・公営（本市の事例：現在の市役所 等） 

   →市主体で建設し、市主体で運営する 

 ②公設・民営（本市の事例：ほっとパーク鉾田 等） 

   →市主体で建設し、民間主体で運営する 

 ③民設・公営（本市の事例：なし） 

   →民間主体で建設し、市主体で運営する 

  ④民設・民営（本市の事例：なし） 

   →民間主体で建設し、民間主体で運営する 

 

事業手法 ①公設・公営 ②公設・民営 ③民設・公営 ④民設・民営 

資金調達 

設計・建設 
市 市 民 間 民 間 

施設の運営 市 民 間 市 民 間 

例 

従来方式、ECI方

式、DB方式などで

建設し、施設の運

営を公営とする

場合 等 

従来方式、ECI 方

式などで建設し、

施設の運営を民

営(指定管理等)

とする場合、DBO

方式で建設・運営

する場合 等 

民間が建設・所有

する建物を借用

し、施設の運営を

公営とする場合 

等 

PFI 方式などで建

設し、施設の運営

を民営とする場

合（BTO方式） 等 
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第１３章 周辺整備のあり方及び公共施設の跡地利用について 

 １．周辺整備のあり方 

（１）周辺整備に関する基本的な考え方 

（２）周辺整備の方向性 

 ２．再編整備を行う公共施設の跡地利用 

（１）個別施設計画に基づく跡地利用の考え方 

（２）跡地利用の基本的な方向性 

                                       

 

１．周辺整備のあり方 

 今回の庁舎・公共施設再編整備においては、新たなまちづくりの推進を図ることとしてい

ることからも、周辺整備の考え方は非常に重要です。当然、民間活力に頼らなけばならない

要素も大きいと思われますが、市として可能な限りの取り組みが必要です。 

 

（１）周辺整備に関する基本的な考え方 

  ①「飯名地区市有地」、「現庁舎市有地」において、それぞれ周辺整備を検討していきま

す。また、２拠点を面として捉えたまちづくりを検討していきます。（コンパクトシテ

ィ等の検討） 

  ②周辺整備に当たっては、民間活力との協調を図ります。 

  ③周辺整備に当たっては、行政による基盤整備の促進を図ります。 

   

（２）周辺整備の方向性 

①インフラの整備 

   ・「飯名地区市有地」において、渋滞の懸念もあることから、周辺の道路整備を検討す

る必要があります。 

   ・インフラの整備については、公共施設だけでなく、周辺整備も考慮した検討が必要

となります。 

  ②アクセスの確保 

   ・「飯名地区市有地」、「現庁舎市有地」への市民のアクセスの利便性の向上を検討する

必要があります。 

   ・市のデマンド型乗合タクシー及び鉄道、路線バス等の公共交通事業者との協議を行

い、公共交通網の再構築を検討する必要があります。 

  ③民間活力の導入による開発 

   ・公共施設の再編整備に併せて、道路等のインフラが整備されることにより、民間活

力の導入による商業施設、住宅開発等の可能性が期待されます。 

   ・民間活力の導入にあたっては、市として、協調していく必要があります。 

   ・商工会をはじめ、各種団体と市街地活性化のための継続的な協議をしていく必要が

あります。 
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  ④まちづくりに向けた各種計画等における推進    

・市のビジョンを明確にするために、総合計画、都市計画マスタープラン等の市の各

種計画においても位置づけを行い、推進体制の強化を図ります。 

・市街地のにぎわい創出のため、ソフト面においても検討を行う必要があります。 

  ⑤継続した周辺整備の取り組み 

   ・まちづくりは、短期的な取り組みでできることだけではなく、長期的なビジョンも

必要となります。庁舎・公共施設再編整備までを周辺整備の期間と捉えるのではな

く、整備後も継続した周辺整備の取り組みを行う必要があります。 

    

２．再編整備を行う公共施設の跡地利用 

今回の庁舎・公共施設再編整備において、再編整備を行う公共施設について検討を行いま

した。再編整備を行う施設の跡地利用（建物、敷地）については、整備に併せて方向性を示し

ていく必要があります。 

（１）個別施設計画に基づく跡地利用の考え方 

  個別施設計画においては、前述のとおり「公共建築物の保有量（延床面積）を 40年間で

30％削減する」という削減目標を掲げています。なお、今回の事業において、再編整備の対

象とする公共施設については、適正配置後、つまり集約化・複合化の後に廃止するという

位置づけになっています。よって、個別施設計画における「＜方針７＞廃止（不要施設の処

分等）」の視点及び方法に基づき進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 個別施設計画より抜粋 
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（２）跡地利用の基本的な方向性 

  再編整備する公共施設の跡地利用の基本的な方向性については、個別施設計画の方針を

踏まえ、原則として以下のとおりとします。なお、今後公共施設ごとに具体的な検討を行

うこととします。 

  ①検討期間 

   庁舎・公共施設再編整備に併せて、検討及び方向性の決定を行います。また、その上

で施設廃止後、速やかに実施を図ります。 

  ②対象となる公共施設 

   再編整備する公共施設を全て対象とします。また、建物及び土地（敷地）いずれも対

象とします。よって、今回は農業振興センター及びワークプラザ鉾田（シルバー人材セ

ンター）を中心に検討していきます。ただし、敷地については、引き続き使用する公共

施設がある場合には除外することとします。 

  ③その他 

   建物及び土地の処分にあたっては、国等の補助金の返還の有無について事前に調査し

た上で、適切に処理することとします。なお、国等の補助金の返還の条件等によって

は、関係機関と十分に協議を行っていきます。 
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第１４章 再編整備のスケジュール等について 

 １．事業の推進体制 

  （１）整備推進体制 

  （２）庁内組織体制 

 ２．整備スケジュール 

（１）庁舎・公共施設再編整備スケジュール 

（２）新市建設計画の変更 

                                       

 

１．事業の推進体制 

（１）整備推進体制 

  庁舎・公共施設再編整備については、市役所内の組織として、整備に必要な事項に関す

る最終決定機関である庁舎・公共施設再編整備推進本部及び整備に関する各種調査、検討

を行う庁舎・公共施設再編整備庁内検討委員会を中心に、全庁を挙げて取り組みを強化し

ていきます。なお、状況に応じて市民等で構成する検討委員会を設置するとともに、様々

な方法で市民との応答を踏まえながら検討を進めます。また、市議会への情報提供を行う

とともに、連携を図っていきます。さらに、事業を推進する上で、市民説明会等の開催を

はじめ、事業の進捗状況等の各種情報発信の強化を図っていきます。 

  また、基本構想以降については、「飯名地区市有地」と「現庁舎市有地」の整備をそれぞ

れ行うことから、推進体制もこれに対応していきます。 

 

【推進体制の概要】 

各委員会等 一般的な検討事項 

鉾田市庁舎・公共施設再編 

整備推進本部 

再編整備に必要な事項(構想・計画・設計等)に関する

最終決定機関とする。 

 
鉾田市庁舎・公共施設再編 

整備庁内検討委員会 

【会議】全体会・分科会 

【部会】担当課専門部会 

再編整備推進本部の所掌事務について調査及び検討を

行う。 

① 基本構想の検討 
現状の分析、課題の整理を行い、再編整備の目指すべ

き方向性を定める。また、建設候補地の決定を行う。 

② 基本計画の検討 
基本構想をもとに、施設の機能、規模等について検討

を行い、目指すべき方向性を具体化する。 

③ 基本設計の検討 
基本計画をもとに各条件・法令等を考慮して、各階レ

イアウトや建物構造等を具体化する。 

④ 実施設計の検討 
基本設計をもとに、工事施工に配慮した詳細な設計や、

工事費の具体的な積算を行う。 
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【推進体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）庁内組織体制の検討 

 今後、基本計画、基本設計などを進めつつ、庁内の組織体制についても並行して検討を進

めていきます。庁舎・公共施設再編整備におけるハード面だけでなく、その後の住民サービ

ス、政策立案が円滑に行われる組織を目指します。 

 

  

鉾田市庁舎・公共施設 

再編整備推進本部 

鉾田市庁舎・公共施設 

再編整備庁内検討委員会 

市 議 会 

現庁舎市有地 飯名地区市有地 

市 民 

意見・応答 

①基本構想の検討 

 

②基本計画の検討 

 

③基本設計の検討 

 

④実施設計の検討 

②基本計画の検討 

 

③基本設計の検討 

 

④実施設計の検討 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 
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２．整備スケジュール 

（１）庁舎・公共施設再編整備スケジュール 

  飯名地区市有地における整備は、令和 12年度から 13年度の竣工を目指し、整備を進め、

現庁舎市有地における整備は、令和 16 年度から 17 年度の竣工を目指し、整備を進めてい

きます。なお、いずれの整備においても今後期間短縮を図るとともに、スピード感を持っ

て本事業を推進していきます。 

  また、各段階において、市民説明会等を開催するとともに、事業の進捗状況等の各種情

報発信の強化を図っていきます。 

  さらに、整備にあたっては、一体的な事業として、飯名地区市有地と現庁舎市有地の整

備を効率的、計画的かつ切れ目のない事業の推進を図っていきます。 

 

【整備スケジュール】 

  R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 R12 年度 R13 年度 R14 年度 R15 年度 R16 年度 R17 年度 

飯
名
地
区
市
有
地(

行
政
・
福
祉
拠
点)

 

基本構想           

基本計画           

基本設計           

実施設計           

造成工事           

本体工事           

供用開始           

現
庁
舎
市
有
地(

文
化
拠
点)

 

管理運営方針           

基本計画 

管理運営計画 
          

基本設計           

既存施設解体設計           

既存施設解体           

実施設計           

造成工事           

本体工事           

供用開始           

※図中の（○か月）は、従来方式の整備を想定した目安の期間です。 

※現時点での案であり、スケジュールについて今後短縮に向けた見直しを行います。 

※現庁舎市有地における整備については、管理運営方針、管理運営計画が必要となることか

ら、基本計画に併せて策定を行います。 

  

R8.9 

8～10 か月 

12～15 か月 

10～12 か月 

10～12 か月 

10～12 か月 

10～12 か月 

20～24 か月 

8～10 か月 

8～10 か月 

8～10 か月 

20～24 か月 

6 か月 

6 か月 
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R8.3 議会 

なお、本事業は合併特例債の活用を目指し、事業を進めていきますが、整備スケジュー

ルは大変厳しく、より厳密な進行管理が必要となります。基本構想時におけるスケジュー

ル上の懸念事項について、下記のとおり列挙します。 

  ・全体事項としては、可能な限り作業工程を並行して行うことにより、事業の進捗を図

る必要があります。 

  ・飯名地区市有地における整備は、合併特例債の活用期限である令和 12 年度の竣工を目

指します。 

  ・現庁舎市有地における整備は、飯名地区市有地の整備完了後に、速やかに工事に着工

可能となるよう、飯名地区市有地の整備期間中に設計等の準備を進めていく必要があ

ります。 

  ・本事業の設計及び工事にあたっては、工期等も踏まえた上で、従来の方式だけではな

く、様々な観点から十分な検討が必要となります。 

 

（２）新市建設計画の変更   

  合併特例債の活用にあたり、令和７年度までの計画としていた「鉾田市まちづくり計画」

の変更について、令和８年３月に議会の議決を得ました。主な変更としては、計画期間を

５年延長し、令和 12年度までとすること及び計画する事業に市庁舎及び公共施設の整備を

盛り込んだことなどです。 

   

【新市建設計画(鉾田市まちづくり計画)の変更】 
 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10年度 R11年度 12 年度 R13年度 

従前の計画期間          

議決・計画変更          

変更後の計画期間          

 


